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ま え が き

デジタル・テクノロジーの発展などを背景とした雇用社会における変容は、プラットフォ

ームを介した新しい働き方の登場といった形で現れ、それに従事する者の「労働者」該当性

の肯否といった法的課題を生じさせている。また、非典型雇用の増加、高年齢者の増加とい

った先進諸国に共通する動向も、労働法政策との関係で、様々な課題を提起している。各国

では、それぞれの動向や課題について、各々の枠組みの中で解決を図るべく多様な政策が採

られるに至っている。しかし、それら政策の当否については、当然議論のあるところで、様々

な批判を受けながら進められるものも少なくない。

本報告書は、上記したような現代雇用社会における変容に対し、複数の政策文書を積み重

ねつつ、一定の労働法改革のさなかにあるイギリスを対象にするものである。具体的には、

イギリス首相の依頼を受け策定された Taylor Review と、それによる勧告をほとんど取り入

れたイギリス政府（ビジネス・エネルギー・産業戦略省）による Good Work Plan とを中心

に、それらが如何なる背景のもとで策定されたものであるのかを論じ、それらの概要と労働

法政策に係る勧告ないし提案事項につき紹介している。また、Taylor Review による各勧告

に対する研究者からの反応、さらには当該２文書の対極に立つともいうべき存在の

Manifesto for Labour Law そして Rolling out the Manifesto for Labour Law との比較につ

いても論じている。先進諸国に共通する雇用社会の変容に対し、イギリスが如何に対応しよ

うとしているのかを本報告書により明らかにすることで、我が国の関係制度の在り方におけ

る議論にも資するところがあろう。

本報告書が多くの人々に活用され、今後の政策論議に役立てば幸いである。

2023 年 3 月 
独立行政法人 労働政策研究 ･ 研修機構

理事長  樋 口 美 雄
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序章 
 
第１節 はじめに 

プラットフォームを介した新しい働き方の登場、非典型雇用の増加といった先進諸国に共

通する動向は、各国において様々な課題を提起するところとなっている。プラットフォーム

を介した新しい働き方の登場はそれに従事する者の権利やあるべき保護などについて、非典

型雇用の増加にあってもそれに従事する者の権利やあるべき保護などについて、それぞれ目

を向けさせることとなった。日本でも、前者に関しては飲食物宅配プラットフォームを介し

て就労する者の法的地位や保護のあり方について活発な議論が交わされているし、後者に関

してもシフト制就労について実務上ないし理論的観点から議論が生じるところとなっている。

本報告書が対象とするイギリスも、これら動向あるいは課題と無縁でなく、また EU
（European Union）からの離脱（いわゆる Brexit）という問題にも直面したところ、一定

の改革が模索されるところとなっている。 
上記の動向あるいは課題に関し、イギリスでは様々な政策文書が次々と出され、現在にあ

っては、Taylor Review1（以下『テイラー報告書』）そして Good Work Plan2（以下『グッ

ド・ワーク・プラン』）という２つの政策文書に基づく労働法政策が採られるところとなっ

ている。よって、本報告書では、当該２文書の内容を中心に、それに至る経緯などについて

も論じつつ、イギリスにおける労働法政策について紹介する。また、それにあたって、これ

ら２文書の対極に立つともいうべき存在の Manifesto for Labour Law3（以下『労働法マニ

フェスト』）そして Rolling out the Manifesto for Labour Law4（以下『ローリング・アウ

ト』）という政策文書との比較も行うこととする。 
なお、上記の４文書以外にも、イギリス労働法政策との関係で重要と解される政策文書が

３つ存在するところ、それらについても適宜紹介することとしたい。 
 
第２節 本報告書における用語 

働く者の法的地位、すなわち雇用上の法的地位（employment status）について、イギリ

スでは、労働（雇用）法上「被用者（employee）」・「労働者（worker）」･「自営業者（self-

                                            
＊本報告書は、執筆担当者によるこれまでの複数の小論（滝原啓允「イギリスにおけるクラウドワークの進展と

労働法の課題―Uber 型を念頭とした『労働者（worker）』概念に関する立法論とその焦点―」季労 260 号（2018
年）112 頁、同「イギリス労働法政策における Good Work Plan―Good Work Plan に至る背景とその具体的内

容―」JILPT ディスカッションペーパー20-02（2020 年）、同「イギリス労働法政策の現代的展開―Taylor Review
の概要と同報告書による勧告の具体的内容―」JILPT ディスカッションペーパー21-05（2021 年）など）を基礎

としている。 
1 Matthew Taylor, Good Work: The Taylor Review of Modern Working Practices, (2017). 
2 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, Good Work Plan, (2018). 
3 Keith Ewing, John Hendy and Carolyn Jones (eds.), A Manifesto for Labour Law: towards a comprehensive 
revision of workers’ rights, (The Institute of Employment Rights, 2016). 
4 Keith Ewing, John Hendy and Carolyn Jones (eds.), Rolling out the Manifesto for Labour Law, (The 
Institute of Employment Rights, 2018). 
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employed）」という３分法が採られている（なお、「労働者」概念に「被用者」概念は含ま

れる）。「被用者」には、あらゆる雇用上の諸権利（employment rights）が保障される一方、

「労働者」には、それらの一部が保障されるというのがイギリスの労働法制の特徴である（以

上のような状況につき本報告書第２章第１節３など参照）。本報告書では、employee, worker, 
self-employed につき、上記のように訳す 5。 

ただ、原典において worker との語が用いられている場合であったとしても、文脈上、法

的地位としての「労働者」を指しておらず、働く者を広く指しているものと解される場合に

あっては、「働く者」または「就労者」と訳す場合がある。また、同様に、employee との語

が用いられている場合であっても、文脈からして法的地位としての「被用者」を指しておら

ず、当該企業における従業員一般を指しているものと解される場合にあっては、「従業員」

と訳す場合がある。さらに、原典において individual といった語が用いられている場合であ

っても、法的地位としてのいずれかを示していると解される際、あるいは働く者を広く指し

ているものと解される際にあっては、それぞれ適宜の語を訳にあてた。 
 
第３節 本報告書の目的 

本報告書は、現在イギリス政府によってなされている労働法政策の淵源である『テイラー

報告書』と『グッド・ワーク・プラン』を中心に、その対極に立つ政策文書（『労働法マニ

フェスト』、『ローリング・アウト』）や関連する政策文書（Self-employment and the gig 
economy6（以下『自営業とギグ経済』）、A framework for modern employment7（以下『フ

レームワーク』）、Industrial Strategy8（以下『産業戦略』）などに関しても具体的に紹介

し、それらによる提案事項につき論じつつ研究者による反応も確認することとし、もって、

現代イギリスにおける労働法政策の展開を明らかにすることを主な目的とする。 
 

第４節 本報告書のあらまし 
本報告書は、上記した政策文書が提案する労働法政策について、その詳細を明らかにする

ものである。具体的には、（１）プラットフォームを介した新しい働き方に係る法政策、（２）

脆弱な立場の就労者に係る法政策、（３）労使関係・雇用審判所に係る法政策につきそれぞ

れ章を立て、『テイラー報告書』と『グッド・ワーク・プラン』の内容を中心としつつ、『労

働法マニフェスト』や『ローリング・アウト』の内容についても適宜補足し、また必要に応

じて研究者による反応も紹介する。また、巻末には、現在イギリス政府によってなされてい

                                            
5 employee と worker については、「労働者（employee）」・「就業者（worker）」あるいは「労働者（employee）」・
「就労者（worker）」といった訳をなす研究もみられるが、本報告書では本文記載のように訳すこととする。 
6 Work and Pensions Committee, Self-employment and the gig economy, (HC 2016-2017, 847). 
7 Work and Pensions and Business, Energy and Industrial Strategy Committees, A framework for modern 
employment, (HC 2017-2019, 352). 
8 Her Majesty's Government, Industrial Strategy: Building a Britain fit for the future, (2017). 
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る労働法政策の淵源である『テイラー報告書』と『グッド・ワーク・プラン』について、な

るべく原典と近い形での紹介を試み、「イギリス労働法政策資料解説」という形で掲載した

（なお、そこでは部分的に本報告書本文と重複する記述が存在する）。 
上記の論点のうち、（２）と（３）に関しては、イギリス独自の法状況などが寄与すると

ころが少なくない。しかし、（１）に関しては、イギリス独自の法状況がありながらも、日

本に示唆するところは少なくないように思われる。というのも、イギリスは雇用上の法的地

位に関して、被用者・労働者・自営業者という３分法（とはいえ被用者は労働者に含まれる）

が採られてはいるものの、これを見直そうという議論（『テイラー報告書』等）、あるいは

２分法（自己の計算に基づいて事業を営んでいる個人を唯一の例外として「単一の法的地位」

を設ける）にしようという議論（『ローリング・アウト』等）が存在しているところ、プラ

ットフォーム就労をはじめ様々な局面で「労働者」概念を再考しようという一定の議論が存

在する日本にも示唆するところは少なくないように思われるからである。 
雇用上の法的地位に係る最適解を導くためのイギリスの議論は、いかなる保護をどこまで

の人々に及ぼすかという根源的な問いについての議論であることを、改めて認識させるもの

といえる。よりドラスティックな議論（２分法）に理論的妥当性があるようにも解されるが、

そうであったとしても、「自己の計算に基づいて事業を営んでいる個人」とは何かという根

源的な問いについて改めてさらに議論を深化させる必要があるだろう。 
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第１章 近時のイギリスにおける雇用に係る状況 
 
第１節 総論 

本報告書は、現在イギリス政府によってなされている労働法政策の淵源である『テイラー

報告書』と『グッド・ワーク・プラン』を中心としつつ、その対極に立つ政策文書（『労働

法マニフェスト』、『ローリング・アウト』）や関連する政策文書（『自営業とギグ経済』、

『フレームワーク』、『産業戦略』）などについて、論じるものであるが、それらを紹介す

るに先立ち、本節では、そうした政策文書群の背景となる政治経済的あるいは社会経済的な

動向につき、若干ではあるが概観することとしたい。 
これについて、いかなる時点を始点とすべきか多分に悩ましいが、2016 年 6 月の EU 離

脱を問う国民投票の結果は『テイラー報告書』や『グッド・ワーク・プラン』策定に至る遠

因の一つとなっているものと解される（これにつき本報告書巻末【イギリス労働法政策資料

解説】の各第１節参照）ところ、本報告書では、当該投票の前後を始点の目安としたい。 
その国民投票の結果は周知の通り、離脱を支持する票数が、離脱に反対する票数を僅差で

上回った。そのため、イギリスは、EU 離脱に向けて準備を整えることとなり、当時首相で

あった David Cameron（保守党）の辞職後、Theresa May（同）が首相となった。しかし、

イギリス労働法制は、EC（European Community）・EU 労働法と密接であり、指令（directive）
に従い規則（regulations）として国内法化されるなどしたものも少なくない。すなわち、イ

ギリス労働法制は、EC・EU 労働法の影響を受けながら発展してきた 9ものであり、今後も

それが見込まれるところとなっていたといえる。そうした中での EU 離脱の決定は、今後も

EU レベルの労働法政策が採られるのかどうか一定の動揺をイギリス国民にもたらすととも

に、May 元首相あるいはイギリス政府に対し労働法政策のビジョンを国民に示す必要性を生

じさせたものといえよう。 
また、同時期よりも少し以前より、ギグ・エコノミー（gig economy）のもとプラットフォ

ームを介して就労する者らが申立てた法的紛争が散見されるようになった。なかでも、タク

シー事業を展開するプラットフォーム事業者の Uber の運転手らが、Uber による最低賃金支

払いの不履行・有給休暇提供の不履行・告発を理由とした不利益取扱といった諸点につき雇

用審判所（ET: Employment Tribunal）に対し申し立てを行った事件（Uber 事件）や、配

送プラットフォーム事業者の Deliveroo に対する労働組合の法定承認に係る事件（Deliveroo
事件）などが著名である。これら事件を契機として、プラットフォームを介して就労する者

の諸権利について、議論が活発になされるようになった。これは、本報告書の冒頭に記した

プラットフォームを介した新しい働き方の登場に伴った動向といえよう。 

                                            
9 EU 労働法とイギリス労働法との関係につき、詳細は、有田謙司「EU 労働法とイギリス労働法制」日本労働研

究雑誌 590 号（2009 年）17 頁等。 
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プラットフォームを介して就労する者は Uber 事件において端的であったように脆弱な立

場に置かれており、あるいは、「ゼロ時間契約（zero-hours contract, 本報告書第３章第１節

で後述）」に基づき就労する者や派遣労働者（agency worker）も元来その脆弱な立場が指摘

されていたところ、EU 離脱問題にイギリスが揺れた時期あるいはそれより少し以前より、

そうした者らへの保護が愈々課題となっていた。かかる課題は、本報告書の冒頭に記した非

典型雇用の増加と密接に関連している。 
さらに、イギリスの税制は「雇用される（employed）」者と自営業者の２層構造となって

いるが、先述のように雇用上の法的地位は被用者・労働者・自営業者の３層構造となってい

るところ、自営業者の増加傾向（プラットフォームを介して就労する者はプラットフォーム

事業者により「自営業者」として扱われるのが通常であった）と相俟って、近時、当該２つ

の制度間における相違についても様々な主体から意識が向けられるようになった。また、雇

用上の法的地位は、社会保障とも一定の関連があり、それについても同時に意識がなされる

こととなった。とりわけ社会保障に関しては、本報告書の冒頭に記した高年齢者の増加もま

た関連するところとなる。 
かかるような状況を背景に、本報告書で紹介する政策文書が次々と出されていくこととな

るが、上述してきたことからすれば、少なくとも May 元首相の依頼に基づき出された文書

（『テイラー報告書』）やイギリス政府から出された文書（『グッド・ワーク・プラン』）

の２つはイギリスの EU 離脱と関連があり、またその２つを含む本報告書で紹介する政策文

書は、①プラットフォームを介した新しい働き方の登場、②脆弱な立場の就労者の増加、③

労使関係・雇用審判所に関する改善の必要性のいずれかあるいは複数を背景としているもの

と解される（これらの詳細については、①につき本報告書第２章第１節、②につき第３章第

１節、③につき第４章を参照）。勿論のこと、これらのみで政策文書群の背景の全てを語り

得るということはない。しかし、これらうちのいずれかあるいは複数が文書群の背景となっ

ていることは、それぞれの文書の内容を見れば（本章次節参照）明らかである。 
 
第２節 ７つの政策文書 

上で述べたような諸事情を背景とし、あるいは諸課題に対応すべく、イギリスの労働法政

策は、様々な政策文書による方向付けのもと、動いていくこととなる。それら文書の中で主

要なものは以下の通りである。すなわち、①Keith Ewing ら労働（雇用）法研究者による『労

働法マニフェスト』（2016 年６月）、②イギリス議会下院（House of Commons）の労働・

年金委員会（Work and Pensions Committee）による報告書（2017 年５月）、③当時首相

であった May の依頼を受けた Matthew Taylor らによる『テイラー報告書』（2017 年７月）、

④イギリス議会下院の労働・年金及びビジネス・エネルギー・産業戦略委員会（Work and 
Pensions and Business, Energy and Industrial Strategy Committees）による報告書（2017
年 11 月）、⑤イギリス政府による『産業戦略』（2017 年 12 月）、⑥Ewing ら労働（雇用）
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法研究者による『ローリング・アウト』（2018 年 9 月）、⑦イギリス政府による『グッド・

ワーク・プラン』（2018 年 12 月）の７つである。これら政策文書の公表年月・作成主体・

特記事項につき整序したのが下図である。 
 

 公表年月 作成主体 特記事項 

①『労働法マニフェスト』 2016年６月 Keith Ewing ら労働

（雇用）法研究者 

労働党、緑の党、スコット

ランド国民党、イギリスの

主要な労働組合から支

持を受ける。 

②『自営業とギグ経済』 2017年５月 イギリス議会下院の労

働・年金委員会 

雇用上の法的地位をデフ

ォルトで「労働者」と推定

すべきなどと示唆。 

③『テイラー報告書』 2017年７月 王 立 技 芸 協 会 の

Matthew Taylor ら 

当時の首相 May の依頼

に基づく。good work を

志向。多様な勧告をイギ

リス政府になす。 

④『フレームワーク』 2017年 11 月 イギリス議会下院の労

働・年金及びビジネス・

エネルギー・産業戦略

委員会 

③の『テイラー報告書』を

支持し、雇用上の法的地

位に係る法案ドラフトを提

示するなどした。 

⑤『産業戦略』 2017年 12 月 イギリス政府 ③の『テイラー報告書』の

影響を受けつつ、国家とし

ての産業戦略を描く。 

⑥『ローリング・アウト』 2018年９月 Ewing ら 労 働 （雇

用）法研究者 

①の『労働法マニフェスト』

を敷衍しより具体的な施

策を示す。 

⑦『グッド・ワーク・プラン』 2018年 12 月 イギリス政府（ビジネ

ス・エネルギー・産業戦

略省） 

③の『テイラー報告書』に

よる勧告をおおむね容れ、

立法的対応を約するな

ど、今後の施策を示す。 

 
上図からも明らかなように、『テイラー報告書』は他の複数の文書と関連が密接である。

イギリス政府としても『グッド・ワーク・プラン』において『テイラー報告書』による勧告

の大部分を容れており、近時のイギリス労働法政策における『テイラー報告書』の重要性が
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際立つところとなっている。一方、Ewing ら労働（雇用）法研究者により『労働法マニフェ

スト』、『ローリング・アウト』が取り纏められているが、これらは、『テイラー報告書』

や『グッド・ワーク・プラン』とはいわば対極に立つものとなっている。本報告書では、『テ

イラー報告書』と『グッド・ワーク・プラン』が現在イギリス政府が進める労働法政策の淵

源となっていることから、両者を主として紹介するが、それ以外の政策文書も政策論議を活

性化させたという点において紹介に値するところ、それらにつき本節でその概要を示すこと

とする。その際には、それぞれの政策文書と本章前節で述べた背景との関係も端的に述べる。 
 
１ 『労働法マニフェスト』 

King’s College London 教授の Ewing らが中心となって雇用権研究所（Institute of 
Employment Rights）から 2016 年６月に発刊されたのが『労働法マニフェスト』 10（全 84
頁）である。内容的には、団体交渉の重要性そして団体交渉の復権についての改革提案が多

く示されるところとなっているが、立法による就労者の権利保護や、そうした権利の普遍性

と実効性を確保するための制定法上の措置の必要性についても主張がなされるところとなっ

ている 11。 
第３節２で後述するように、『労働法マニフェスト』は、労働党など野党の支持を得ると

ころとなっており、『テイラー報告書』やその大部分を容れた『グッド・ワーク・プラン』

とは対極に立つような内容となっている。なお、Ewing らは、『労働法マニフェスト』を敷

衍しより具体的なプランを示す『ローリング・アウト』を 2018 年９月に公にしている。 
『労働法マニフェスト』の具体的な内容は第３節２で紹介するが、その内容を端的に示す

と以下のようになる。すなわち、『労働法マニフェスト』は、イギリスの雇用に係る過去に

ついて否定的な認識を示しており、また現状についても否定的であり、既存のアプローチを

疑問視し全く新たな提案をなそうとするものとなっている。過去や現状について肯定的な認

識を示し、既存のアプローチを維持しつつマイナー・チェンジをなしていこうとする『テイ

ラー報告書』とは対照的である。その結果、『労働法マニフェスト』そしてそれを敷衍する

『ローリング・アウト』においては、『テイラー報告書』とは全く異なった提案がなされて

いる（その具体的な相違点については本報告書第２章以降の個別論点で参照）。 
なお、本章前節で述べた背景との関係に関しては、とりわけ、①プラットフォームを介し

た新しい働き方の登場、②脆弱な立場の就労者の増加の２つと密接なのが『労働法マニフェ

                                            
10 Ewing et al., supra, note 3. これに言及する論考として、有田謙司「イギリスにおける非正規労働の現状と法

的規制の焦点」『非正規労働者問題の今後の課題を探る ドイツ、イギリスの非正規労働の実状と労働組合の取

り組み ～日本への示唆～ ―非正規労働者の現状と労働組合の対応に関する国際比較調査報告書―』（連合総研、

2017 年）83 頁等。また、その一部を翻訳するなどしたものとして、井川志郎「『労働法改革マニフェスト』に

みる非正規労働をめぐる法政策」同 116 頁。 
11 井川・前掲注 10）116 頁 
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スト』と言い得る。第２章以降の個別論点で述べるように、それらについての具体策が示さ

れているからである。 
 
２ 『自営業とギグ経済』 

イギリス議会下院の労働・年金委員会による 2017 年５月の報告書 12（全 26 頁）において

は、急速に変化する雇用社会、とりわけギグ・エコノミーの台頭と自営業者の増大への対応

を図ることを前提に議論が進められている 13。 
具体的には、歴史的に自営業者は被用者よりもはるかに少ない社会保障給付しか受けてい

なかったことから社会保険料の負担についても自営業者には被用者と異なった条件が適用さ

れてきたが、2016 年の新国民年金の実施により自営業者と被用者とが得られる給付におけ

る大きな差異は解消されており両者間の負担を均等化すべきというのが、当報告書の立場と

なっている 14。 
また、企業が被用者または労働者の法的地位に伴う様々な権利を与えずにいることで搾取

や劣悪な労働条件がまかり通り、それは、国庫における税収の損失と社会保障負担の増大と

をもたらすなどとしている 15。そうした観点から、当報告書は、雇用上の法的地位をデフォ

ルトで「労働者」と推定することは、「自営業者」をデフォルトとすることよりも、働き手

と国庫の両方を保護することになるとする 16。すなわち、働き手に「労働者」の法的地位に

伴う諸権利を与えることとなるし、国庫に対する潜在的な危険や社会保障費の増大を回避し

得ることとなるとしている。 
以上からすれば、本章前節で述べた背景との関係に関しては、おおよそ①プラットフォー

ムを介した新しい働き方の登場と密接なのが当報告書であるといえよう。 
 
３ 『テイラー報告書』 

May 元首相の依頼を受けた王立技芸協会（Royal Society for the encouragement of Arts, 
Manufactures and Commerce）の Matthew Taylor17らによる 2017 年７月の『テイラー報

告書』 18（全 115 頁）は、good work を志向するものであり、イギリス政府に対し多岐にわ

たる勧告をなすものとなっている。 
『テイラー報告書』の内容については、本報告書の第２章以降において詳述することとな

るが、本節ではこの後、『テイラー報告書』を支持する『フレームワーク』につき紹介する

                                            
12 Work and Pensions Committee, supra, note 6. この報告書に言及するものとして、有田・前掲注 10）97 頁

以下。 
13 See, id., para. 1. 
14 Id., paras. 6-10. 
15 Id., para. 21. 
16 Id. 
17 Tony Blair 元首相（労働党）の側近であった人物であり、首相官邸の政策ユニットで責任者を務めた経験を

有している。 
18 Taylor, supra, note 1. 
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こととなっており、それとの関連で、本報告書の第２章以降に先立って『テイラー報告書』

の内容の一部（下記で述べる内容については本報告書第２章第１節で詳述する）につき簡単

にここで述べておくこととする。 
プラットフォームを介して就労する者を念頭に置き、『テイラー報告書』は、これまでの

「労働者」を「従属的請負人（dependent contractor）」に変更し、「真正な自営業者」とよ

り明確に区別することを提案している 19。その区別の基準としては、本人が「自ら」仕事を

遂行するという点を強調するのではなく、使用者による「管理（control）」に重点を置くべ

きとしている 20。使用者による「管理」に重点を置くという発想によって、これまで「労働

者」に付与されてきた一定の諸権利を、新たに「従属的請負人」として認められる者に与え

ることを、『テイラー報告書』は企図している。これについては、Deliveroo 事件（本報告書

第２章第１節２（２）参照）において問題となった「代替条項」が、その理由となっている。

すなわち、事業者との約定において「代替条項」が存在する限り、「自ら」労働またはサー

ビスをなすという要件をクリアすることができないことを、『テイラー報告書』は問題視し

ているのである。 
なお、本章前節で述べた背景との関係に関しては、①プラットフォームを介した新しい働

き方の登場、②脆弱な立場の就労者の増加、③労使関係・雇用審判所に関する改善の必要性

のいずれとも『テイラー報告書』は密接であると言い得る。第２章以降で紹介するように、

それぞれのカテゴリーに分類可能な勧告が示されているからである。 
 
４ 『フレームワーク』 

イギリス議会下院における、労働・年金及びビジネス・エネルギー・産業戦略委員会によ

る 2017 年 11 月の報告書 21（全 36 頁）は、『テイラー報告書』を支持し、様々な提案をし

ている。たとえば、「労働者」をデフォルトとすべきこと、労働者概念の見直し、クラス・

アクションに係る提案、いわゆるスウェーデン型適用除外（本報告書第３章第３節４参照）

の廃止、プロアクティブなエンフォースメントなど多岐にわたる提案が示されているが、と

りわけ前三者が際立つところとなっているので、ここではそれらにつき以下の（１）から（３）

で紹介することとしたい。前三者について、当報告書は、法案のドラフトを示している（こ

こでは前二者の法案ドラフトを紹介する）。とりわけ前二者の法案ドラフトを導出するにあ

たっては、上記の『自営業とギグ経済』と『テイラー報告書』とを適宜参照し、その問題意

識を共有するなどしている。そして、雇用上の法的地位（employment status）に諸権利が

リンクしていることを念頭に置き、コモン・ローを反映した立法をなし、立法の明確さと雇

用上の法的地位に関する認識の向上とによって、働き手と雇用主との間の混乱を緩和させ、

                                            
19 See, id., p. 9, 110, pp. 32-40. 
20 Id., p. 36 
21 Work and Pensions and Business, Energy and Industrial Strategy Committees, supra, note 7. 
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働き手への搾取と裁判所での負担とを緩和させようと企図している 22。また、如何なる条件

のもと、いずれの法的地位によって働くことになるのか、当該働き手に対し、雇用主が書面

において示すことは、主として働き手の権利保護に資するなどとしている 23。 
なお、本章前節で述べた背景との関係に関しては、とりわけ①プラットフォームを介した

新しい働き方の登場、②脆弱な立場の就労者の増加と本報告書は密接であると言い得る。な

ぜなら、当報告書は、ギグ・エコノミーを前提とした問題意識を『テイラー報告書』と共有

しており、また、上述したようにプラットフォームを介して就労する者のみならず、いわゆ

るスウェーデン型適用除外について意識を向けるなどしているからである。 
 
（１）デフォルトとしての「労働者」 

とりわけ注目されるのは、当報告書が「労働者」を制定法におけるデフォルトとするよう

政府に勧告している点である。当報告書は、そうした制定法を、２次立法（委任立法）で定

める特定の規模以上の企業であって、自営業者の労働力を有する（利用する）企業に適用し

ようとしている 24（そうした企業による紛争の増加を同書は問題視している）。当報告書の

趣旨が端的に示されているのが、同書 28〜32頁に展開される法案ドラフトにおいてであり、

「労働者」をデフォルトとすることについて、下記のような法改正を提案している。 
すなわち、雇用条件についての記載書（written statement, 雇用条件記載書）につき規定

する 1996 年雇用権法 1 条の前に、１ZA 条として、「個人が一方当事者のために労働を開始

した場合、その一方当事者は、労働の開始後 7 日以内に、書面による法的地位記載書

（statement of status）をその個人に交付しなければならない」との規定（１項）の挿入を

求め、同時に、「（ⅰ）被用者、または（ⅱ）労働者」のいずれであるかという「（a）明確

な法的地位の記述」と「（b）その個人の法的地位による、その個人が得る権利と給付の詳細」

が当該記載書に包含されねばならないとする規定（２項）、さらに、「国務大臣（secretary 
of state）は、企業に対し、法的地位記載書及び労働者の地位に関する情報を公表するよう規

制をなす場合がある」との規定（３項）の挿入をも求めている。また、それに引き続き、１

ZB 条として、「雇用審判所に申し立てがなされ、その者が労働者であるかどうかにつき疑義

が生じた場合、反証なき限り、その者は労働者であると推定される」との規定（「自営業者」

との立証なき限り、「労働者」の地位をデフォルトとする規定）を挿入するよう当報告書は

求めている。こうした提案は、先述した『自営業とギグ経済』の文脈に沿うものである。す

なわち、雇用上の法的地位をデフォルトで「労働者」と推定することで働き手に「労働者」

の法的地位に伴う諸権利を与える一方で、国庫に対する潜在的な危険や社会保障費の増大を

回避させようとする『自営業とギグ経済』の趣旨を汲んだ提案をなすものといえよう（雇用

                                            
22 See, id., paras. 5-10. 
23 Id., paras. 37-40. 
24 Id., para. 15. 
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上の法的地位についての証明責任は使用者側が負うこととなる）。そうすることで、審判所

や裁判所において勝訴した「労働者」のみに諸権利が与えられるというような断片的なアプ

ローチ（piecemeal approach）を採る必要性はなくなるし、企業による疑わしい自営業者モ

デル（questionable self-employment model）の乱用を抑制することとなる 25。 
 
（２）「労働者」概念規定の改正と考慮要素 

また、さらにもう１点注目すべき点が存在する。というのは、当報告書が 1996 年雇用権

法 230 条（本報告書第２章第１節３参照）３項の「労働者」関連の規定を大幅に改正するこ

とを提案していることについてである。すなわち、当報告書における法案ドラフトでは、同

法 230 条３項、つまり「労働者」を定義した規定を削除し、新たに３項から３D 項までの５

つの項を挿入することを提案している。これにつき、以下で概観したい。 
第一に、新３項案では、230 条１項における「被用者」の定義及び同条２項における「雇

用契約」の定義について、雇用審判所または裁判所は、以下の「要素（factors）」を考慮し

得るとして、「（a）契約に、その個人が仕事を自ら行う義務がおかれているかどうか、（b）
契約の一方当事者が、次のような関連要素において、どのようにもう一方の個人の労働が行

われるかという実質的程度につき、管理可能性を有しているかどうか（（i）その個人への懲

戒・（ii）なされることとなる作業（activities）・（iii）なされることとなる作業における順

序・（iv）作業をなすために使用される機器または製品・（v）作業に対する賃金率・（vi）
就業場所・（vii）どのように作業がなされるか・（viii）労働が行われる時間）、（c）その

個人が契約の一方当事者の事業に統合されているかどうか、（d）契約の一方当事者が道具ま

たは機器を提供するかどうか、（e）その個人によって引き受けられる金銭的リスクの度合い、

そして（f）契約期間中にその個人が他人のために働くことが禁止されているかどうか」とい

う要素を例示している。 
第二に、新３A 項案では、新たに「労働者」の定義がなされており、「（a）雇用契約を有

する個人、または、（b）明示もしくは黙示を問わず、また明示であれば口頭によるか書面に

よるかを問わず、当該個人が専門的もしくは商業的事業の依頼者もしくは顧客ではない契約

の一方当事者に対し労働もしくはサービスをなすこと、もしくは果たすことを約する他の契

約の、いずれかに入ったもしくはそれらいずれかの契約の下で働く個人のことをいう」とさ

れ、従来あった「自ら」との文言が削除されている。 
第三に、新３B 項案では、前項の「労働者」の定義について、雇用審判所または裁判所は、

以下の「要素」を考慮し得るとして、「（a）上記の３項 b 号から f 号において言及したもの、

（b）契約が成立する前に、その労働者が自らの仕事を売り込んでいたかどうか、（c）代替

条項が、実際に、その個人によって自由に行使することができるかどうか（ただし、契約に

                                            
25 Id., paras. 11-15. 
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基づいて代理人を選定する契約上の権利を有する個人は、その個人が労働者とされることを

妨げるものであってはならない）」という要素を例示している。ややテクニカルではあるが、

新 3 項案で例示された「被用者」と「雇用契約」の定義に関する考慮要素のうち b 号から f
号と、新 3B 項案で例示された b 号及び c 号とが、「労働者」の考慮要素となる。よって、

「被用者」・「雇用契約」・「労働者」の考慮要素は重複する部分が生じることとなる。こ

れについて、労働者該当性のテストは被用者該当性のテストと共通するが「合格点」はより

低く、被用者としての保護の資格を備えるに十分な点数に至らない事例でも労働者としての

保護に必要な点数に至る可能性がある 26と解することもできようが、結局のところ、考慮要

素の運用上の帰趨については必ずしも明らかでない。 
第四に、新３C 項案では、同法において、ある個人が「被用者」にも「労働者」にもあた

らない場合、「独立請負人（independent contractor）」とするとしている。 
第五に、新３D 項案では、前項の「独立請負人」の定義について、雇用審判所または裁判

所は、以下の「要素」を考慮し得るとして、「（a）その個人が事業の成功または失敗の責任

を負うかどうか、（b）その個人が自らの費用で他人を雇うことができるかどうか、（c）そ

の個人が行うサービスの方法を決定することができるかどうか、（d）その個人が自らのサー

ビスを能動的に市場提供しているかどうか、（e）その個人が交渉することで自らのサービス

の価格を設定できるかどうか、または、（f）その個人が自らの損害填補のため、もしくは、

一般賠償責任保険（public liability insurance）のための責任を負うかどうか」という要素を

例示している。 
さらに、当報告書の法案ドラフトでは、上記の新 230 条３項乃至３D 項案に調和させるた

めに、下記の制定法の各条文を修正する必要があるとしている。すなわち、Deliveroo 事件

（本報告書第２章第１節２（２）参照）で問題となった 1992 年労働組合・労働関係（統合）

法の 296 条、Uber 事件（本報告書第２章第１節２（１）参照）で問題となった 1998 年最低

賃金法の 54 条、1998 年労働時間規則の２条、そして、2000 年パートタイム労働者（不利益

取 扱 防 止 ） 規 則 （ Part-time Workers (Prevention of Less Favourable Treatment) 
Regulations 2000）の１条、さらに、2010 年平等法（Equality Act 2010）の 83 条 2 項とい

った条文の修正を要するとしており、いずれの条文も「労働者」・「被用者」・「雇用」な

どといった概念に関する条文となっている。 
以上が、当報告書の法案ドラフトにおける「労働者」概念に関する改正案となる。この中

にあって、とりわけ注目されるのが、①「労働者」概念規定の改正（新３A 項案）、及び②

「労働者」に該当するかどうか判断する際に審判所または裁判所は諸般の「要素」を考慮し

得るとして法案ドラフトにおいて多くの要素を例示していること（新３B 項案、及び新３項

案）である。前者の①については、「自ら」労働またはサービスをなすという要件をなくす

                                            
26 Byrne Brothers (Formwork) Ltd v Baird and Others [2002] IRLR 96 (EAT), para 17. 



 

 －13－ 

ために、「自ら」との文言が削除されている。これは、これまで述べてきたような「代替条

項」による「労働者」該当性からの潜脱を回避するためと解されるところ、『テイラー報告

書』と同様に当報告書も、「労働者と真正の自営業者とを区別する際には、代替について狭

く焦点をあてるのではなく、企業による働き手への管理と監督（supervision）の重要性を強

調すべきである」としている 27。こうした当報告書の姿勢は、さらに、後者の②について関

連する。すなわち、②について、当報告書の法案ドラフトで例示されている諸要素は、「企

業による働き手への管理と監督」をキーとして示されているものと解され、とりわけ Uber
事件の事案が念頭に置かれていたのではないかと推測される。とはいえ、新３B 項案及び新

３項案に例示された諸要素は、コモン・ローにおいて、当該働き手の雇用上の法的地位を判

断する際に用いられてきた基準 28（テスト）における一部の諸要素と重なっており、本ドラ

フトが唐突に諸要素を例示しようとしているわけではない。そもそも、『テイラー報告書』

の段階で、コモン・ローが用いてきた基準を１次立法に反映することが推奨されており、当

報告書における法案ドラフトは、それを敷衍する形で諸要素を示すに至っている。そして、

法案ドラフトに例示される諸要素をみる限り、これまでの管理性基準（control test）・統合

性基準（integration test）・経済的現実基準（economic reality test）などにおける要素が

採用されているように解される（とはいえ当該３基準における要素のみに終始しているわけ

ではない）。しかし、それにつき、必ずしも明確な説明がなされているわけではない 29。な

お、念のため強調しておくが、例示された諸要素は「考慮し得る」要素にすぎず、要件的な

ものではない。 
ともあれ、制定法において諸要素を明確に示す（立法の明確性、legislative clarity）こと

で、コモン・ローについての広範な知識のない個人や企業に対して一定の情報を提供し、普

通の個人や責任ある企業が当該個人の法的地位を明確にし易くするという目的を、『テイラ

ー報告書』及び当報告書が有していることは確かであり、それによって、法的紛争を減少さ

せ、あるいは、企業間の公正な競争を促進させ（脱法的な企業をのさばらせることで、法を

遵守する企業を弱体化させるという結果を防止する）、そして、何より、弱い立場に立たさ

れた働き手を保護しようとしている 30。以上のように、当報告書は『テイラー報告書』を支

持し、あるいはそれを敷衍して法案ドラフトを示すなどしているものの、『テイラー報告書』

で提唱された「労働者」を「従属的請負人」へと名称変更するとの点について、当報告書は

特段の応答をしていない。 

                                            
27 Work and Pensions and Business, Energy and Industrial Strategy Committees, supra, note 7, para. 10. 
28 各基準については、小宮文人『イギリス労働法』（信山社、2001 年）55 頁以下、キャサリン・バーナード（櫻

庭涼子訳）「イギリス」『労働者の法的概念－７ヶ国の比較法的考察－』労働政策研究報告書 18 号（労働政策

研究・研修機構、2005 年）55 頁、56 頁以下など。なお、後掲注 86 の各文献も参照。 
29 義務の相互性基準（mutuality of obligation test）に該当する要素は、法案ドラフト 230 条３項及び３B 項に

おいて「被用者」・「雇用契約」・「労働者」判断のため示された考慮要素に、ほとんど包含されていないよう

に思われる。その理由については、当報告書において、必ずしも明確でない。 
30 Work and Pensions and Business, Energy and Industrial Strategy Committees, supra, note 7, paras. 7-10. 
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ところで、ここまで述べてきたような法案ドラフトの内容が、仮に実現した場合、実際の

事案に対し、どのように作用するだろうか。たとえば、もしも、あるプラットフォーム事業

者におけるワーカーが、当該事業者を相手方とし雇用審判所に対し何らかの申し立てをした

場合どうなるか、ここで試論することとしたい。すなわち、当該ワーカーが新 230 条 3A 項

b 号案などに照らし自らが「労働者」に該当するとして、その法的地位に伴う権利などを主

張し、当該事業者側が何らかの反論をした場合、当該ワーカーが「労働者」にあたるかどう

か問題となるが、当該事業者側の反証が功を奏しない限り、当該ワーカーは、新１ZB 条案に

より、「労働者」と推定されることとなる。あるいは、雇用審判所は、新 230 条３B 項及び

３項案に基づき、当該ワーカーの「労働者」該当性につき判断することとなるだろう。なお、

以前のように、「自ら」労働またはサービスをなすということが「労働者」の要件とならな

いので、一定の「代替権」が当該ワーカー側に存在していたとしても、そのゆえをもって「労

働者」該当性が否定されるということにはならない（当該「代替条項」の実質的内容に関し

ては新 230 条３B 項 c 号案により「労働者」該当性判断における考慮要素の一つにはなり得

る）。 
 
（３）クラス・アクションに関する勧告 

これは、（１）で上述した「断片的なアプローチ」とも関連することとなるが、当報告書

は、クラス・アクションの制限（クラス・アクションはイングランド及びウェールズの消費

者保護事案において認められている 31）を問題視しており、たとえば、Uber 訴訟であれば、

その結果が全 Uber ドライバーに適用されることはないことを指摘し、仮にクラス・アクシ

ョンが可能であったなら、全 Uber ドライバーは必然的に「労働者」となるとした 32。つま

るところ、賃金・法的地位・労働時間に関する紛争においてクラス・アクションの広範な利

用を可能とするための措置を政府がとることを、当報告書は勧告している 33。  

                                            
31 Id., para. 29, box 2. 
32 Id. 
33 Id., para. 31. 
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５ 『産業戦略』 
『産業戦略』34は、イギリス政府が 2017 年 12 月に公にした政策文書（全 254 頁）である

が、good work に関して 35など随所で『テイラー報告書』に言及がなされており、『テイラ

ー報告書』からの影響がみてとれる。 
当時の首相である May による前書きをみるに、イギリス経済は危機から回復し経済成長

を遂げつつあるものの、その恩恵を得られていないコミュニティが存在し、あるいは地域経

済の縮小といった課題が生じていることが、まず問題視されている 36。その上で、就労者が

安心して働くことができ、高賃金が実現されねばならないといった趣旨のことが書かれてい

る 37。また、イギリスの科学研究のレベルは世界的にみても相当高水準ではあるものの、そ

のアイデアを製品やサービスとして活かすことができなければ意味がないといったことが、

次に述べられている 38。そして、自由市場経済（freemarket economy）での成功は、就労者

のスキル・質の高いインフラ・公正かつ予想可能なビジネス環境（fair and predictable 
business environment）という基盤の上に構築されるといった認識が示されている 39。その

上で、そうした要素を欠く場合、政府と民間とのパートナーシップが必要となるなどとして

いる 40。 
こうした認識のもと、導出されるのが、５つの生産性のいしずえ（five foundations of 
productivity）である。すなわち、①アイデア（ideas）、②人材（people）、③インフラ

（infrastructure）、④ビジネス環境（business environment）、⑤地域（places）の５つで

ある 41。こうした５つのいしずえを、様々なパートナーシップのもと強化し、イギリスの生

産性を向上させていくことが、『産業戦略』の主たる目的と解される。 
具体的には、主要な政策として、①アイデアにつき、研究開発投資を 2027 年までに GDP

の 2.4％まで引き上げ、研究開発税額控除率を 12％に引き上げ、新たなファンドを新設する

などとしている 42。次に、②人材につき、技術教育システムの確立、科学・技術・工学・数

学（STEM: science, technology, engineering and maths）分野に係る教育投資、職業訓練投

資をなすなどとし、③インフラにつき、輸送・住宅・デジタルなインフラへの投資、電気自

動車関連投資、通信関連投資をなすなどとしている 43。そして、④ビジネス環境につき、業

                                            
34 Her Majesty's Government, supra, note 8. 
35 See, id., p. 176. 
36 Id., p.4. 
37 Id. 
38 Id. 
39 Id. 
40 Id. 
41 このうち、①「アイディア」については「世界で最も革新的な（innovative）経済」と付記がなされ、②「人

材」については「全ての人に質の高い仕事（good job）と収入を増やす力を」と付記がなされ、③「インフラ」

については「イギリスのインフラを大きくアップグレード」と付記がなされ、④「ビジネス環境」については「ビ

ジネスの立ち上げと成長とに最適な国」と付記がなされ、⑤「地域」については「イギリスのいたるところでの

豊かなコミュニティ」と付記がなされている（Id., p. 10）。 
42 Id., p.11. 
43 Id. 
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種別の政府と産業界とのパートナーシップの展開、革新的で高い可能性を有する企業への投

資、中小企業の生産性等向上のための政策の再検討をなすなどとし、⑤地域につき、Local 
Industrial Strategies の策定、都市の交通整備への投資、教員の能力開発に関する試験的プ

ログラムへの資金の投入などをなすなどとしている 44。 
また、同時に、『産業戦略』は、４つの大きなチャレンジとして、①AI とデータ経済（AI 

& data economy）、②クリーンな成長（clean growth）、③将来のモビリティ（future of 
mobility）、④社会における高年齢者の増加（ageing society）を掲げ、それらの分野で世界

をリードするなどとしている 45。具体的には、①AI とデータ経済につき、イギリスを人工知

能とデータ革命の最先進国とし、②クリーンな成長につき、低炭素経済への移行においてイ

ギリスの優位性を揺るぎなくするとし、③将来のモビリティにつき、人・モノ・サービスの

移動方法に関し世界をリードし、④社会における高年齢者の増加につき、技術革新の力を活

用して、そのニーズに対応するなどとしている 46。 
『産業戦略』は、その名の通り、まさにイギリスの産業戦略を示すものである。しかし、

May による前書きが、「欧州連合を離脱し、われわれ自身のための新たな道に歩を進めるに

あたり、われわれは未来にふさわしいイギリスを築く…」といった文言 47で締めくくられて

いるのに端的なように、多分に EU 離脱を意識したものであるといえよう。すなわち、EU を

離脱した後も確かな発展を遂げることができるよう積極的な政策を進めるというイギリス政

府としての意思を宣明し、あるいはそれを示すことで海外からの投資をも呼び込もうとして

いるのが『産業戦略』であるともいえるやも知れない。 
なお、本章前節で述べた背景との関係に関しては、一見したところいずれとも関連性が薄

いようにも思われなくはないが、むしろそれらのプラスの側面を前提とした上での戦略が描

かれているのが『産業戦略』であると指摘できよう。また、EU 離脱がとりわけ意識されて

いる点も特徴的である。 
 
６ 『ローリング・アウト』 

本節の１において上述した『労働法マニフェスト』を敷衍し、より具体的な施策を示すも

のとして、Ewing らにより雇用権研究所から 2018 年９月に発刊されたのが『ローリング・

アウト』48（全 72 頁）である。その内容としては、まさに『労働法マニフェスト』を敷衍す

るものとなっており、そこで提案されたことが具体的にどのように展開できるかを詳細に示

すものとなっている。 

                                            
44 Id. 
45 Id., p. 10. 
46 Id. 
47 Id., p. 5. 
48 Ewing et al., supra, note 4. 
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『ローリング・アウト』の具体的な内容については、本章次節で後述するが、『労働法マ

ニフェスト』と同様、『テイラー報告書』やその大部分を容れた『グッド・ワーク・プラン』

とは対極に立つような内容となっている。象徴的なのが、当時の影の大蔵大臣（Shadow 
Chancellor）であった John McDonnell（労働党）による序文が冒頭に掲載されている点で

ある。 
McDonnell は、序文において、社会や職場は少数のエリートが支配し大多数の就労者は労

働条件につき何も言えずにいること 49、ギグ・エコノミーの台頭は就労者の期待を裏切り不

安定な労働がまかり通っていること 50、長年にわたる労働市場の規制緩和と反組合政策の代

償を払ってきたのは働く者たちであること 51、組合組織率が記録的な低さになっているこ

と 52、団体交渉が際立って低調になっていること 53などを指摘し、労働党は変革を約束す

る 54としつつ、この『ローリング・アウト』を歓迎し Ewing らと今後も緊密に協力していく

旨を明確に述べている 55。 
なお、本章前節で述べた背景との関係に関しては、『労働法マニフェスト』と同様、とり

わけ、①プラットフォームを介した新しい働き方の登場、②脆弱な立場の就労者の増加の２

つと密接なのが『ローリング・アウト』と言い得る。本章次節で後述するように、それらに

ついての具体策が示されているからである。 
 
７ 『グッド・ワーク・プラン』 

『グッド・ワーク・プラン』56は、『産業戦略』と同様、イギリス政府による政策文書（全

62 頁）である。2018 年 12 月に、当時ビジネス・エネルギー・産業戦略担当大臣（Secretary 
of State for Business, Energy and Industrial Strategy）であった Greg Clark の名で、公に

されている 57。基本的に『テイラー報告書』に沿った内容となっており、巻末には『テイラ

ー報告書』による勧告に対する応答が箇条書きでなされ、ほとんどの勧告が容れられている。 
主として『グッド・ワーク・プラン』が念頭に置いているのは、題名の通り good work で

ある（その内実は本報告書巻末【イギリス労働法政策資料解説】の『グッド・ワーク・プラ

ン』第２節１（２）を参照）。そして、それを実現させるために、広範な立法的対応を約す

るなどしている。また、『グッド・ワーク・プラン』は、EU 離脱にあたって就労者の権利を

維持するだけでなく、それをさらに強化するとの意思を宣明するものでもある点にも留意が

                                            
49 See, id., p. 1. 
50 Id. 
51 Id. 
52 Id. 
53 Id. 
54 Id. 
55 Id., p. 2. 
56 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2. 
57 厳密にいえば、『グッド・ワーク・プラン』は、「女王陛下の命により（by Command of Her Majesty）」ビ

ジネス・エネルギー・産業戦略担当大臣 Greg Clark がイギリス議会に提出した文書である。 
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なされるべきであろう（本報告書巻末【イギリス労働法政策資料解説】の『グッド・ワーク・

プラン』第２節１参照）。 
『グッド・ワーク・プラン』は、2018 年 12 月以降のイギリスにおける労働法政策の具体

的な方向性を示したものであり、『テイラー報告書』とともに近時イギリスでなされている

労働法政策の淵源のひとつとして数えることができる。 
なお、本章前節で述べた背景との関係に関しては、『グッド・ワーク・プラン』それ自体

が『テイラー報告書』への応答文書としての性格を帯び問題意識を共有していることから『テ

イラー報告書』と同様に、①プラットフォームを介した新しい働き方の登場、②脆弱な立場

の就労者の増加、③労使関係・雇用審判所に関する改善の必要性のいずれとも『グッド・ワ

ーク・プラン』は密接であると言い得る。また、『グッド・ワーク・プラン』は、上記のよ

うに EU 離脱とも密接である。 
 
第３節 主たる政策文書における基本的な相違点 
１ 『テイラー報告書』・『グッド・ワーク・プラン』の対極としての『労働法マニフェスト』・『ローリング・

アウト』 
本章前節で７つの政策文書を紹介したが、その中にあって、『労働法マニフェスト』と『ロ

ーリング・アウト』は、『テイラー報告書』や『グッド・ワーク・プラン』の対極に立つも

のと指摘できるだろう。後述するように、基本的な認識において真逆とも言い得るほどの相

違があり、その結果として、提案がなされる内容についても相応の差異がみられる。『労働

法マニフェスト』の側は野党色が強く、『テイラー報告書』の側は政府与党色が強いところ

となっているが、仮に今後政権が労働党をはじめとした現在の野党に移った場合、『労働法

マニフェスト』や『ローリング・アウト』の内容が実施される可能性もある。本報告書とし

ては、『テイラー報告書』・『グッド・ワーク・プラン』が提案している内容の是非につい

て推し量る材料として、あるいは、今後政権変動が起きた場合の労働法政策について予測を

なすための素材として、『労働法マニフェスト』と『ローリング・アウト』につき、本節に

おいて紹介する。 
 
２ 『労働法マニフェスト』と『ローリング・アウト』 

『労働法マニフェスト』は、本章前節で述べたように、Ewing をはじめとするイギリスの

労働（雇用）法研究者らにより作成がなされたが、その内容は、2016 年 9 月 26 日の労働党

大会において、次に労働党が政権を担う際の政策として承認されている 58。また、この『労

働法マニフェスト』は、労働党のほか、緑の党、スコットランド国民党、イギリスの主要な

                                            
58 有田・前掲注 10）99 頁。 



 

 －19－ 

労働組合からも支持を得たものとされ 59、その内容の多くは労働党の選挙用マニフェスト 60

に採用されるなどしている 61。よって、『労働法マニフェスト』はイギリスの野党に大きな

影響を与えた文書として位置付けることができる。また、本章前節で先述したように、『労

働法マニフェスト』を敷衍しより具体的な施策を示すものとして、『ローリング・アウト』

が、やはり Ewing らにより雇用権研究所から発刊されている。 
『テイラー報告書』と『グッド・ワーク・プラン』の出された時期と『労働法マニフェス

ト』と『ローリング・アウト』の出された時期を時系列でみると、『労働法マニフェスト』

（2016 年６月）、『テイラー報告書』（2017 年７月）、『ローリング・アウト』（2018 年

9 月）、『グッド・ワーク・プラン』（2018 年 12 月）となる。『ローリング・アウト』と

『グッド・ワーク・プラン』は時期的に近接しているが、『労働法マニフェスト』と『テイ

ラー報告書』との間には 1 年余りの時間が存在しており、前者が後者に何らかの影響を与え

た可能性もあり得よう。というのも、『労働法マニフェスト』が野党の支持を得る中、保守

党の May の依頼に基づく『テイラー報告書』が作成される過程で、その影響を受けなかった

とは考えにくいからである。 
 
３ 『テイラー報告書』における基本認識と『労働法マニフェスト』における基本認識の相違 
（１）過去に対する認識の相違 

『テイラー報告書』におけるイギリスの雇用に係る過去に対する認識は、肯定的なものと

なっている。とりわけ象徴的なのは、その第４章において、イギリスは世界で最もフレキシ

ブルで効率的な労働市場の一つとして認識され、フレキシブルな労働市場は硬直的な（rigid）
アプローチをとる市場よりも高い就業率と低い失業率を享受する傾向にあり、何十年にもわ

たって労働分配率をよりよく保全し実質的な賃金上昇を実現してきた 62といった趣旨のイギ

リス産業連盟（Confederation of British Industry）による文言を掲げている点であろう。こ

れは、イギリスのフレキシブルな労働市場が過去数十年にわたって一定の実績をあげてきた

ことを示すものであり、『テイラー報告書』の雇用に係る過去に対する肯定的な認識を端的

に表しているものといえるだろう。また、これまでなされてきたイギリスのやり方であって

様々な意味でフレキシブルなアプローチを『テイラー報告書』は「イギリス方式（the British 
way）」として位置付け、それを称賛しつつアップデートを試みることを基本的な論調とし

ている点も、『テイラー報告書』の過去に対する肯定的な認識を示している。 
一方、『労働法マニフェスト』における、イギリスの雇用に係る過去に対する認識は否定

的なものとなっている。『労働法マニフェスト』は、その第１章の冒頭で、イギリスの就労

者は、過去 35 年にわたる新自由主義（neo-liberalism）により打ちのめされ、ヨーロッパで

                                            
59 これについては、Ewing et al., supra, note 4 の裏表紙にその旨の記載がある。 
60 Labour Party, For the Many not the Few, (2017). 
61 See, Ewing et al., supra, note 4, p. 4.  
62 See, Taylor, supra, note 1, p. 17. 
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最も不安定で、不幸で、ストレスにさらされており、最も高い確率でいじめに遭い、さらに

ヨーロッパの就労者の中で職場において発言する機会が最も少ない 63などと指摘している。

これは、イギリスにおける過去から現在に至る新自由主義に基づく政策への否定的評価を示

すものであるといえる。

（２）現状に対する認識の相違

「イギリス方式」を是とする『テイラー報告書』ではあるものの、イギリスの雇用に係る

現状については、大きく分けて３つの課題があるとしている。すなわち、第一に、職場での

搾取とその可能性に立ち向かうこと、第二に、法をより明確にし、人々が自分たちの権利を

知り、またそれを行使するのを支援すること、第三に、長期的には、労働市場の質を決する

インセンティブを、現代的な産業戦略やより広範な国家的目標と整合させることという３つ

の課題である。かかるような課題を認識しつつも、『テイラー報告書』は、イギリスの雇用

水準と就業率は歴史的にも国際比較の上でも高いものであり、それはイギリスの強みでもあ

るなどとしており、また、フレキシブルなアプローチ、すなわち「イギリス方式」が機能し

ているのであって、システムをオーバーホールする必要はないともしている。そして、これ

までイギリスに利益をもたらしてきた労働市場へのフレキシブルで順応性のあるアプローチ

を維持しながらも、雇用者の数ばかりでなく仕事の質について、さらに着目することが、イ

ギリスを正しい方向に導くと確信しているなどとしている。よって、『テイラー報告書』は、

一定の課題を認識しつつも、イギリスの雇用に係る現状については肯定的な見方をし、また、

フレキシブルな「イギリス方式」が依然妥当し得るという意識を有しているものといえる。

その一方において、『労働法マニフェスト』におけるイギリスの雇用に係る現状に対する

認識は、否定的なものとなっている。相当な数の課題を認識しているものといえ、以下のよ

うな現状把握を展開させている。すなわち、イギリスの就労者は週当たりの労働時間・年間

労働日数・退職までの年数が長く、退職後の年金受給額は他のヨーロッパ諸国よりも低い水

準であり、他のヨーロッパ諸国の就労者と比較するにイギリスの就労者は教育やトレーニン

グの機会に恵まれず生産性は低く、有給の休暇もヨーロッパのほとんどの就労者に比べ少な

く、低賃金のためにヨーロッパの他の地域よりも多くの就労者が貧困に陥っており、男女間

の賃金格差は全くもって受け入れがたい水準にあり 64、イギリス企業の経営者は他のヨーロ

ッパ諸国に比し一般の就労者よりもはるかに多くの収入を得ており、イギリスにおいては非

正規労働者の割合が高く、フルタイムの仕事を希望するパートタイム就労者が他のヨーロッ

パ諸国よりも多く、イギリスの就労者は他のヨーロッパの就労者に比べて退職金・傷病手当・

出産手当の受給資格者が少なく、不公正解雇や差別に対する救済についての就労者の権利は

弱く、他のヨーロッパの諸国と異なりイギリスでは労働省や労働監督局（labour inspectorate）

63 See, Ewing et al., supra, note 3, at para. 1.1. 
64 Id., at para. 1.2. 
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は存在せず、労働安全衛生監督官の数もごくわずかであり 65、労働組合に関するイギリスの

法律は西側諸国の中で最も制限が厳しく 66、賃金格差も顕著である 67、といった現状認識で

ある。『労働法マニフェスト』は、イギリスの雇用に係る現状に対し、非常に厳しく、相当

否定的な見方をしているものといえる。 
 
（３）労働（雇用）法見直しのスタンスにおける相違 

上でみたように、『テイラー報告書』における過去と現状に対する認識と、『労働法マニ

フェスト』における過去と現状に対する認識は、いってしまえば対極に立つほどに差がある

ものといえよう。そのため、両者における労働（雇用）法の見直しについてのスタンスも全

く異なったものとなっている。大幅で徹底的な改革というより、既存のアプローチを維持し

つつも、多くのマイナー・チェンジをなしていこうというのが『テイラー報告書』の基本的

なスタンスである一方、徹底的な改革を志向し、既存のアプローチを疑問視し全く新たな提

案をなそうとするのが『労働法マニフェスト』の基本的スタンスであるといえよう。 
かかるような相違を意識しつつ、以下では、（１）プラットフォームを介した新しい働き

方に係る法政策、（２）脆弱な立場の就労者に係る法政策、（３）労使関係・雇用審判所に

係る法政策につきそれぞれ章を立て、『テイラー報告書』と『グッド・ワーク・プラン』の

内容を中心としつつ、『労働法マニフェスト』や『ローリング・アウト』の内容についても

適宜補足し、また必要に応じて研究者による反応も紹介していくこととしたい。 
  

                                            
65 Id., at para. 1.3. 
66 Id., at para. 1.4. 
67 Id., at para. 1.5. 
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第２章 プラットフォームを介した新しい働き方に係る法政策 
 

第１節 プラットフォームを介した新しい働き方の登場 
１ プラットフォームを介した新しい働き方に係る状況 

プラットフォームとは、労働力の取引が行われる「市場」であり、インターネット上に存

在しているがゆえに遠隔地取引を可能とさせるが、それを担保するのがプラットフォームの

有する労働力評価機能、及び報酬と支払の決済機能という、２つの機能である 68。これら２

つの機能は、具体的には、以下のように役割を果たすこととなる。すなわち、発注をなす者

とプラットフォームを介して働く者とが互いに見知らなくとも、働く者のこれまでの実績や

与えられてきた評価などを前者機能により確認することで発注をなす者は仕事を任せること

ができ、働く者は後者機能により報酬を確実に得ることができる 69。各国では様々な類型の

プラットフォーム事業者がその規模を拡大させつつあり、本報告書が対象とするイギリスで

は、追って紹介するようにプラットフォームを介して働く者が提訴するなどして具体的な法

的紛争が複数生じており、労働（雇用）法政策上の明白な課題として、プラットフォームを

介した新しい働き方について議論がなされている。 
イギリスにおける人事及び人材育成の専門機関である人事開発研究所（Chartered 

Institute of Personnel and Development）による 2017 年３月の報告書 70（全 56 頁）によ

れば、オンラインで仕事をする・交通手段を提供するなどといったギグ・エコノミーにおけ

る就労者（プラットフォームを介して就労する者）は、18〜70 歳の労働年齢人口の４%とさ

れている 71。 

                                            
68 これにつき、石田眞「プラットフォーム・エコノミーと働き方改革」法律時報 89 巻８号（2017 年）１頁、2
頁。 
69 石田・前掲注 68。なお、「プラットフォーム」との語の意味するところ、あるいはプラットフォームを介し

た新しい働き方の展開に関し、浜村彰「プラットホームエコノミーと労働法上の使用者」労旬 1895 号（2017 年）

18 頁、毛塚勝利「クラウドワークの労働法学上の検討課題」季労 259 号（2017 年）53 頁、石田眞「クラウドワ

ークの歴史的位相」同 67 頁、毛塚勝利＝石田眞＝浜村彰＝沼田雅之「クラウドワーク研究の現段階―比較法研

究・PF ヒアリングを踏まえての中間的総括」季労 262 号（2018 年）116 頁、石田眞「『雇用によらない働き

方』と労働者性問題を考える」季刊労働者の権利 331 号（2019 年）45 頁、同「『プラットフォーム・エコノミ

ーと労働法』の比較研究に向けて」労旬 1944 号（2019 年）6 頁、浜村彰「日本のウーバーイーツをめぐる労働

法上の課題」同 32 頁、毛塚勝利「日本におけるクラウドワークの現状と法的課題」同 37 頁、同「個人就業者を

めぐる議論に必要な視野と視座とは―『雇用類似の働き方に係る論点整理等に関する検討会中間整理』を読みつ

つ―」季労 267 号（2019 年）58 頁、浜村彰「プラットフォームエコノミーと就労者の法的保護―対面型プラッ

トフォームエコノミー（PE）と非対面型 PE―」月刊労委労協 762 号（2020 年）2 頁、浜村彰＝石田眞＝毛塚

勝利編著『クラウドワークの進展と社会法の近未来』（労働開発研究会、2021 年）、及び日本労働法学会誌 135
号（2022 年）「プラットフォームエコノミーと社会法上の課題」に所収の各論文等。また、イギリスにおける議

論に関し、國武英生「シェアリング・エコノミーと雇用関係―アメリカとイギリスにおける Uber 訴訟をめぐる

覚書」季労 257 号（2017 年）139 頁、長谷川聡「ライドシェアに従事する役務提供者の労働者性―Uber BV and 
others v Aslam and others [2019] IRLR 257 CA―」労旬 1942 号（2019 年）38 頁、石田信平「クラウドワーカ

ーの労働者性と労働者の脆弱性を起点とした目的論的解釈―イギリス Uber事件最高裁判決―」季労 274号（2021
年）170 頁等。 
70 Chartered Institute of Personnel and Development, To gig or not to gig? Stories from modern economy, 
(2017).  
71 Id., p.4. 
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そして、そうした就労者のうち、58%は正規雇用被用者（permanent employee）であり、

20%が自営業者またはフリーランサー、８%が臨時雇用被用者（temporary employee）、５%
が職業訓練（On a government-supported training programme）者、そして３%の割合を占

めるものは２つあり家族従業者（unpaid family worker）と有期雇用被用者（fixed-term 
employee）とであり、また１%の割合を占めるものも２つあり派遣労働者とゼロ時間契約で

就労する者（zero-hours worker）とであるなどとしている 72。こうした数字からすれば、副

業的形態でプラットフォームを介して就労する者が少なくなく、専業的にプラットフォーム

を介して就労する者は必ずしも多くはないことが推測される。 
実際、当該報告書によれば、プラットフォームを介して就労する者のうち、それを主たる

収入にしている者の割合は全体の 25%となっている 73。しかし、プラットフォームを介して

就労する者の 14%は、使用者のもとでの伝統的な仕事にありつけなかったためにプラットフ

ォームを介し就労しているとしている 74。また、そうした者のうち、快適な生活を送ること

ができているとした者は 11%にすぎない 75。よって、一定数のプラットフォームを介して就

労する者は、そうした働き方を不本意ながら選択せざるを得ず、その中にあって、経済的に

十分な満足を得られている者は少ないということができよう。 
また、当該報告書によれば、プラットフォームを介して就労する者のうち、自らを自営的

であると感じている者は 38%、自らを自営的であると感じていない者は 47%となっている 76。

ここからは、就労する者の意識と、プラットフォームを介して就労する者がプラットフォー

ム事業者によって「自営業者」として扱われるというような実態との乖離がみてとれる。 
 
２ プラットフォーム就労に係る法的紛争（Uber 事件・Deliveroo 事件） 

イギリスで EU 離脱を問う国民投票がなされる少し前より、イギリス国内では、プラット

フォームを介して就労する者らにより申立てがなされた法的紛争が増加しつつあった。 
 
（１）Uber 事件 

これにつき、まず、Uber 事件が挙げられるが、同事件は、Uber の運転手の Aslam らが、

Uber による最低賃金支払いの不履行・有給休暇提供の不履行・告発を理由とした不利益取扱

につき、雇用審判所に対し申し立てを行った事件 77である 78。 

                                            
72 Id., p.9. 
73 Id., p.10. 
74 Id., p.35. 
75 Id. 
76 Id., p.21. 
77 Aslam and others v Uber BV and others [2017] IRLR 4 (ET). 
78 本件（雇用審判所における判断）については、國武・前掲注 69）151 頁、石田・前掲注 68）、有田・前掲注

10）91 頁以下などにおいて、紹介がなされている。 
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主たる争点は、Uber の運転手が、1996 年雇用権法（Employment Rights Act 1996）・

1998 年最低賃金法（National Minimum Wage Act 1998）・1998 年労働時間規則（Working 
Time Regulations 1998）における「労働者」に該当するかどうかという点にあった。なぜな

ら、Uber との関係において、運転手は「自営業者」として位置付けられていたからである。

雇用審判所は、事実関係を詳細に検討し、運転手を「労働者」として認定し得るとした（雇

用審判所による判断は 2016 年 10 月のことであった）。 
Uber 側は、自らはタクシー会社ではなく自営業者の運転手と乗客とをマッチングさせて

いるに過ぎず、むしろ共通のプラットフォームによって結びついた 30000 もの小規模事業者

のモザイクが自らであるとし、あるいは、運転手と乗客との間に契約が存在するなどといっ

た主張をしたものの、いずれも認められなかった。 
運転手を「労働者」として認定するにあたり、雇用審判所は、下記のように判断した。す

なわち、「（a）アプリを起動させ、（b）労働することを認められた領域内に存在し、（c）
割り当てられた仕事を受けることができ、それを望む運転手は」、それら条件が満たされて

いる限り、Uber の「労働者」として認定されるとした 79。また、同審判所は、下記の諸事実

から、運転手を「労働者」として認定している。 
すなわち、その事実とは、 

（1）Uber が運転手の仲介者（agent）であると主張している事実と、乗車予約を承諾したり

拒否したりするという Uber の「独占的かつ絶対的な裁量」との付加条項における矛盾、 
（2）Uber が運転手に面接をし、採用しているという事実、 
（3）Uber が重要な情報（特に、乗客の姓、連絡先の詳細、目的地）について管理し、そう

した情報から運転手を排除しているという事実、 
（4）Uber が、運転手に対し、乗客を乗せての移動を承諾する、あるいは拒否しないよう要

求し、その要求に反する運転手をアプリからログオフすることによって、その要求を強制し

ているという事実、 
（5）Uber が目的地までの（デフォルト）のルートを設定し、運転手がそのルートからそれ

るのは自らの責任となるという事実、 
（6）Uber が運賃を決定し、運転手はそれより高い運賃を乗客と合意することができないと

いう事実（より安い運賃に同意する自由の存在は明らかに無益である）、 
（7）Uber が（利用が認められる自動車の制限的選択のような）様々な条件を運転手に課し、

運転手の仕事の仕方を指示し、運転手の職務の遂行を監督しているという事実、 
（8）Uber が、評価システムを通じ、運転手を作業管理・懲戒手続に等しいものの下に置い

ているという事実、 

                                            
79 See, Aslam and others at para. 86. 
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（9）Uber が、運転手の報酬が影響を受けかねない払い戻しを、運転手に関与させることな

く決めるという事実、 
（10）Uber が、収入保証制度を設けていたという事実（しかし、現在は中止されている）、 
（11）運転手が自営業者であれば自らの会計において負担するような損失のリスクを、Uber
が負担するという事実、 
（12）運転手に関する苦情を含む、乗客からの苦情を Uber が処理しているという事実、 
（13）Uber が、運転手の諸条件を一方的に変更する権限を有しているという事実 
である 80。 

本件におけるように、プラットフォーム事業者が、プラットフォームを介して就労する者

を「自営業者」として位置付けるということは、一般的に行われている。そのような中にあ

って、Uber の運転手は「自営業者」ではなく「労働者」であるとした本判断は、インパクト

のあるものであった。雇用審判所は、仔細な検討によって、通常のタクシーと異なりプラッ

トフォームを用いた配車サービスにおける運転手もまた「労働者」であると結論付けた。な

お、Uber は、雇用審判所の判断を不服とし、雇用控訴審判所に上訴したが敗訴した 81。これ

をさらに不服とした Uber は控訴院に上訴したが、やはり敗訴し 82、Uber は最高裁判所に上

訴したが、これもまた敗訴した 83。 
  

                                            
80 Id., para. 92. 
81 Uber BV and others v Aslam and others [2018] IRLR 97 (EAT). 
82 Uber BV and others v Aslam and others [2019] IRLR 257 (CA). これを検討したものとして、長谷川・前掲

注 69。 
  ところで、イギリスにおける Uber の営業に関する近時の動向として下記を注記したい。すなわち、ロンドン

交通局（Transport for London）は、公共の安全に対する懸念などを理由として Uber の営業免許を更新しない

とし、同社の免許は 2017 年９月 30 日に失効することとなった。同社はロンドン交通局の措置につき、その取消

をウエストミンスター治安判事裁判所（Westminster Magistrates’ Court）に対し 2017 年 10 月 13 日に申し立

てた。裁判所の最終的な判断が示されるまでは、Uber のドライバーは営業の続行が可能ということとなってい

た。その後、判決を受け、営業の許可がなされたものの、新たな安全上の問題が指摘され営業免許が再び宙に浮

き、Uber が提訴をなすといった攻防がなされることとなった。そうした紆余曲折の後、2020 年 9 月 28 日にな

された判決を受け、ロンドン交通局は条件付きで 18 ヶ月の営業を認めた。 
なお、2017 年 9 月当時首相であった May は、BBC によるインタビューにおいて、ロンドン交通局による当

該措置あるいは Sadiq Khan 市長に対しての非難を表明した。すなわち、同市長の行為は 40000 人の雇用を奪い

350 万人のユーザーの生活に悪影響を与えるなどと同首相は述べており、既存のロンドン・タクシーと Uber な

ど民間業者との平等な競争の場を期待する旨を明らかにした。同首相の発言内容については、‘Uber ruling puts 
jobs at risk, says Theresa May’, BBC, 28 Sep. 2017. また、それをさらに報じたものとして、Patrick Greenfield, 
‘Uber licence withdrawal disproportionate, says Theresa May’, The Guardian, 28 Sep. 2017. 
83 Uber BV and others v Aslam and others [2021] IRLR 407 (UKSC). これを検討したものとして、石田（信）・

前掲注 69。 
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（２）Deliveroo 事件 

また、Deliveroo に対する労働組合の法定承認に係る事件（Deliveroo 事件）も著名である

（中央仲裁委員会（CAC: Central Arbitration Committee）による裁決 84は 2017 年 11 月

のことであった）。中央仲裁委員会は、Deliveroo の配送ライダーが 1992 年労働組合・労働

関係（統合）法（Trade Union and Labour Relations (Consolidation) Act 1992）296 条に

おける「労働者」に該当するか判断しているが、ライダーにほぼ自由な「代替権（right of 
substitution）」があったことから、ライダーの「労働者」性を否定した。これは、「代替条

項（substitution clauses）」による「労働者」性の否定であるが、イギリスの制定法におけ

る「労働者」の定義（1996 年雇用権法 230 条３項 b 号、1992 年労働組合・労働関係（統合）

法 296 条１項 b 号等、なお 1996 年雇用権法における「労働者」あるいは「被用者」の定義

規定につき下記３参照）によれば、「自ら（personally）85」労働またはサービスをなすこと

が要件となるところ、当該個人以外による労働またはサービス提供を許容するといった「代

替条項」が存在する契約などに基づいて労働またはサービスをなす者は、当該定義による「労

働者」概念から外れてしまう可能性が高くなる。「代替条項」の存在は、プラットフォーム

を介して就労する者の「労働者」該当性判断の際、マイナスに働く大きな要素となり得るの

である。そうしたこともあり、契約に「代替条項」を入れるプラットフォーム事業者も少な

くない。 
 
３ 雇用上の法的地位と雇用上の諸権利 

これら２事件を通じ、①プラットフォームを提供する企業とプラットフォームを介して就

労する者との関係において、当該ワーカーが「労働者」として扱われず「自営業者」として

扱われている点、あるいは、②「代替条項」が付されている点について広く着目がなされる

ようになった。①については Uber 事件がその典型であったし、②については Deliveroo 事

件において端的であった。これらの問題点が解決されない限り、プラットフォームを介して

就労する者に対する法的保護は相当に希薄なものとなる。なぜなら、Uber 事件が示している

ように、あるプラットフォームを介して就労する者の「労働者」該当性は、最低賃金や有給

休暇などに関する法的保護に直結する論点となるからであり、また、プラットフォーム事業

者によって約款に「代替条項」が組み入れられている場合、その事実は「労働者」該当性判

断においてマイナスに作用し得るからである。 
とりわけ「代替条項」を巡る問題点、すなわち、1996 年雇用権法 230 条（下記参照）３項

b 号などのイギリス制定法において「自ら（personally）」労働またはサービスをなすことが

                                            
84 Independent Workers' Union of Great Britain v RooFoods Limited t/a Deliveroo (TUR1/985(2016)) (CAC). 
本件について、詳細は、新屋敷恵美子「イギリス労働法における『アプリ』を通じた労務提供と集団的労働関係

法上の労働者概念の意義と限界―Independent Workers' Union of Great Britain (IWGB) and RooFoods Ltd. 
T/A Deliveroo[2018]IRLR 84 の検討から―」法政研究 85 巻 2 号（2018 年）309 頁等。 
85 「自分自身で」という非代替性を示している。 
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「労働者」たるための要件とされている点については、本報告書で紹介する政策文書でも一

定の課題とされており、とりわけ『テイラー報告書』と、それを支持する労働・年金委員会

及びビジネス・エネルギー・産業戦略委員会による報告書とが、それに対し応答を試みてい

る。そして、その両者においては、Uber や Deliveroo といったプラットフォーム事業者ない

し上述のような事件が念頭に置かれており、あるいは、その論旨においてその影響が強くみ

られるところとなっている。 
 
【1996 年雇用権法 230 条（被用者、労働者等）】 
１項 この法律において「被用者」とは、雇用契約（contract of employment）を締結してい

る個人、または雇用契約のもとで働く（雇用が終了した場合には、働いていた）個人のこと

をいう。 
２項 この法律において「雇用契約」とは、明示もしくは黙示を問わず、また（明示であれば）

口頭によるか書面によるかを問わず、雇傭契約（contract of service）、または徒弟契約のこ

とをいう。 
３項 この法律において「労働者」…とは、以下の契約を締結している個人、またはその契約

のもとで働く（雇用が終了した場合には、以下の契約のもとで働いていた）個人のことをい

う。 
a 号雇用契約、または b 号明示もしくは黙示を問わず、また（明示であれば）口頭によるか

書面によるかを問わず、当該個人が、専門的もしくは商業的事業の依頼者もしくは顧客では

ない契約の一方当事者に対し、自ら（personally）労働もしくはサービスをなすこと、もし

くは果たすことを約するその他の契約。また、労働者の契約（worker’s contract）に関して

は、その内容に従って適切に解釈されるべきである。 
 
イギリスにおいて、雇用上の法的地位は諸権利の保障の程度と直接関係する。すなわち、

イギリスは、先述のように働く者の法的地位 86につき労働法上「被用者」・「労働者」・「自

営業者」という３分法を採っているところ、被用者としての法的地位を有する者には、あら

ゆる雇用上の諸権利が保障される一方、労働者としての法的地位を有する者には、それら雇

用上の諸権利の一部が保障される。これについての具体的状況は以下の表の通りである。 

                                            
86 イギリス労働（雇用）法の適用対象につき、小宮・前掲注 28）54 頁以下、有田謙司「イギリス」『諸外国の

労働契約法制に関する調査研究』労働政策研究報告書 39 号（労働政策研究・研修機構、2005 年）207 頁、215
頁以下、岩永昌晃「イギリスにおける労働法の適用対象者（１）～（２・完）」法学論叢 157 巻 5 号（2005 年）

56 頁、同 158 巻 1 号（2005 年）72 頁、國武英生「イギリスにおける労働法の適用対象とその規制手法」学会誌

労働法 108 号（2006 年）184 頁、新屋敷恵美子「イギリス労働法における労働者概念―労働者概念における契

約の要素と契約外的要素―」山口経済学雑誌 61 巻４･５号（2013 年）99 頁、石田信平「イギリス労働法の Worker
概念（１）～（２・完）」季刊労働法 262 号（2018 年）178 頁、同 263 号（2018 年）116 頁、岩永昌晃「イギ

リス」『労働法の人的適用対象の比較法的考察（資料シリーズ 214 号）』（労働政策研究・研修機構、2019 年）

６頁等。 
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【法的地位に伴う権利・保護についての一覧表 87】 

 被用者 労働者 自営業者 

年次有給休暇 ○ ○ × 

全国最低賃金 ○ ○ × 

違法な賃金控除からの保護 ○ ○ × 

内部告発に関する権利 ○ ○ △ 

労働時間に関する権利 ○ ○ × 

パートタイム労働に関する権利 ○ ○ × 

雇用条件記載書 ○ ○88 × 

母性／父性／養子休暇 ○ × × 

不公正解雇に関する権利 ○ × × 

整理解雇に関する権利 ○ × × 

フレキシブルな働き方を要請する権利 ○ × × 

事業譲渡による解雇からの保護 ○ × × 

 
このようなイギリスにおける状況は、以下のような事情に由来する。すなわち、イギリス

においては従来「被用者」を権利主体とする制定法がほとんどであったが、1997 年の労働党

による政権獲得以降「被用者」よりも広い概念となる「労働者」を権利主体とする制定法や

規則が一定数成立したことにより、それらの新たな制定法や規則の適用対象は一定の従属的

な自営業者にも及ぶこととなり、現在のような状況が生じている。こうした経緯から、「労

働者」概念は「被用者」を含み、被用者に該当しないが自営業者としてみなすのも適当でな

い人々を「労働者」概念に含ませることで、一定の保護を及ぼそうとしているのである 89。

よって、「一覧表」における「自営業者」は、本来的には、従属的でない真正な自営業者で

あるべきこととなる。 
イギリスのプラットフォームを介して就労する者の主張における要諦は、同国法制にあっ

て自身が自営業者ではなく労働者（あるいは被用者）に該当するという点にある。労働者（あ

るいは被用者）として認定されれば、その法的地位に基づく諸権利を享受し得るからである。

しかし、プラットフォーム事業者の側が主張するように、プラットフォームを介して就労す

                                            
87 この表は、筆者が Doug Pyper, Employment status, (House of Commons Library briefing note no. CBP8045, 
2018), p. 4 や、Chartered Institute of Personnel and Development, supra, note 70, p. 56 を参照しつつ、最

新の動向を加味し作成した。なお、当該表は、全ての権利等につき網羅したものではない。 
88 これについては、『テイラー報告書』による勧告、それを受けた『グッド・ワーク・プラン』を経て法改正が

なされ実現に至った。 
89 かかる事情・経緯につき、See, Anne Davies, Employment Law, (Pearson, 2015), p. 110. また、アン・デー

ビス（井川志郎＝鈴木俊晴＝滝原啓允＝藤木貴史訳）「イギリスにおけるギグ・エコノミー」労働法律旬報 1944
号（2019 年）12 頁、16 頁等。 
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る者が自営業者に過ぎないとすれば、彼または彼女らは、雇用上の諸権利についてほぼ全く

保障がなされないこととなる。 
 
４ 雇用上の法的地位と税制・社会保障との関連 

雇用上の法的地位は、イギリスの税制や社会保障とも関連しており、その関係においても

複雑な問題を生じさせている。先述したように、雇用上の諸権利については被用者・労働者・

自営業者の３層構造となっている一方、イギリスの税制は「雇用される」者と自営業者の２

層構造となっている。そのため、雇用上の諸権利について労働者という法的地位を有する者

が税制上いずれに該当するかは必ずしも明らかでない 90。なお、「雇用される」者について

は使用者が支払った報酬に対し所得税及び社会保険料（National Insurance Contributions）
が課される（使用者負担あり）のに対し、自営業者については取引・専門職・職業の利益に

対し所得税及び社会保険料が課されることとなっている 91。 
また、歴史的に、自営業者は被用者よりもはるかに少ない社会保障給付しか受けていなか

ったことから、社会保険料の負担についても自営業者には被用者と異なった条件が適用され

てきた。しかし、2016 年の新国民年金（state pension）の実施により、自営業者と被用者と

が得られるそれぞれの給付における大きな差異は解消されており、両者間の負担を均等にす

べきという議論（本報告書第１章第２節２で先述した『自営業とギグ経済』におけるような

議論）も生じるところとなった。 
こうした議論は、自営業者の増加という社会経済的な変容を背景のひとつとしながら生じ

たものといい得るし、あるいは、高年齢者の増加とも関連している。 
 
第２節 雇用上の法的地位に関して 
１ 「イギリス方式」の枠組み 
『テイラー報告書』は、働く者の雇用上の法的地位（employment status）に関して一定

の議論をなし、勧告をなすに至っている。雇用上の法的地位については、様々な法的紛争で

争われるが、プラットフォームを介して就労する者との関連でも、Uber 事件や Deliveroo 事

件において端的なように、極めて重要な争点のひとつとなる。 
まず、『テイラー報告書』では、雇用上の諸権利に関して、現在、被用者・労働者・自営

業者という法的地位の３分法（とはいえ被用者は労働者に含まれる）が機能していることが

紹介されている 92。そして、『テイラー報告書』は、先述の 1996 年雇用権法 230 条（本章

                                            
90 とはいえ、田近栄治＝相川陽子「変化する労働環境における労働者保護と税制の対応―Taylor Review からの

示唆―」成城大学経済研究 225 号（2019 年）33 頁、44 頁によれば、労働者は原則として自営業者として扱われ

るようである。しかし、契約内容による個別判断となるので「雇用される」者として扱われる場合もある旨の注

記がなされている。結局のところ、労働者という雇用上の法的地位を有する者が、税制上「雇用される」者と自

営業者のいずれに該当するかは、必ずしも明らかでないということとなろう。 
91 田近＝相川・前掲注 90）45 頁。 
92 See, Taylor, supra, note 1, p. 33. 
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第１節３参照）を引用している。同法同条では、被用者と労働者について、一定の定義付け

がなされている。すなわち、被用者については、１項で「雇用契約（contract of employment）
を締結している個人、または雇用契約のもとで働く（雇用が終了した場合には、働いていた）

個人のこと」とされ、また、雇用契約については、２項で「明示もしくは黙示を問わず、ま

た（明示であれば）口頭によるか書面によるかを問わず、雇傭契約（contract of service）、

または徒弟契約のこと」とされている。そして、労働者については、３項で「以下の契約を

締結している個人、またはその契約のもとで働く（雇用が終了した場合には、以下の契約の

もとで働いていた）個人のこと」とされ、その「契約」として、「雇用契約」、または「明

示もしくは黙示を問わず、また（明示であれば）口頭によるか書面によるかを問わず、当該

個人が、専門的もしくは商業的事業の依頼者もしくは顧客ではない契約の一方当事者に対し、

自ら労働もしくはサービスをなすこと、もしくは果たすことを約するその他の契約」が挙げ

られている。 
被用者・労働者・自営業者の３分法が機能していることを紹介し、あるいは 1996 年雇用

権法 230 条を引用した後、『テイラー報告書』は、こうした「イギリス方式」の枠組みは、

きちんと機能しており、新たな働き方に対応するのに十分なフレキシブルさがあるものと理

解されてきたものの、必ずしも法解釈における予測可能性が担保されてこなかったなどと指

摘している 93。すなわち、裁判所は、被用者該当性や労働者該当性につき、諸般のテストや

諸要素を提示することで法解釈における明確性（clarity）を提供しようとしてきたものの、

それは難解で複雑なものであって、それらが自らの状況にどのように適用されるのか素人が

判断することはほとんど不可能であるといった指摘がなされている 94。そして、『テイラー

報告書』は、明確性を向上させ、使用者による制度の悪用を防ぐため、裁判所に頼るのでな

く立法で多くのことをなすべきであるといった趣旨の主張をしている 95。 
さらに、『テイラー報告書』は、立法が長い間最小限のものにとどまり解釈が自由であっ

たため、これまで裁判所が雇用上の法的地位に関して様々なテストや諸要素を確立してきた

と指摘し、そこには、個人が自ら仕事をすることを要求されているかどうか、使用者による

管理の程度、義務の相互性（mutuality of obligation）、個人が商業的事業を行なっているか

どうかといったことが含まれるとしている 96。また、これらの基準が法的地位の主な特徴と

解されるものを正確に反映したものだと政府が考えるのであれば、立法は、これを反映した

ものに更新されるべきとしている 97。そして、一次的な立法（primary legislation）に判定

基準のアウトラインを示し、変化していく状況や関連する判例法理に対しダイナミックに対

応できるようにするため、これらの基準を支える詳細については二次的な立法（secondary 

                                            
93 Id. 
94 Id. 
95 Id. 
96 Id. 
97 Id., p. 34. 
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legislation）や指針（guidance）をより多く活用し迅速にアップデートできるよう規定をな

すべきなどとしている 98。 
そうした議論を補足するかのように、『テイラー報告書』は、政府は第一の方針として法

律をより明確にしなければならないとし、また、雇用上の法的地位も現在のように解釈の余

地のあるものではなく明確なものにしなければならないといった主張をなしている 99。こう

した主張は、雇用上の法的地位に係る立法について、裁判所や法律の専門家のみが理解し得

るものではなく、誰もが自らの雇用上の法的地位に基づく権利について知ることができるよ

うなわかりやすいものであるべきだという『テイラー報告書』の基本的な立場に由来してい

る 100。そうすることで、就労者は自らの権利を知り得るし、また使用者も責任を果たし得る

し、そしてそれらは政府や諸機関による明確な指針や助言により担保されるといったような

認識が示されている 101。 
おおむね以上のような論旨のもと、『テイラー報告書』がなしているのは、以下のような

勧告である。すなわち、政府は、雇用上の法的地位に係るテストの明確なアウトラインを立

法で示し、一次的な立法に主要な原則を定め、二次的な立法と指針を活用し詳細を示すべき

であるなどとしている 102。かかるような勧告は、社会の動きに鋭敏に対応するために二次的

な立法を活用するといった『テイラー報告書』における姿勢から生じるものだが、ともかく

明確でわかりやすく詳細な指針を政府が用意することで、法律の専門家でない者であっても

雇用上の法的地位を容易に判定することができるようにし、その地位に応じた保護を就労者

に確実に与えようとするものと解される。なお、雇用上の法的地位についての明確性と理解

を向上させるため、個人と使用者がアクセス可能なオンライン・ツールを政府が提供すべき

であるといった勧告も、『テイラー報告書』は示している 103。 
また、雇用上の諸権利については３分法が採られているものの、税制においては「雇用さ

れる」者と自営業者の２分法によって処理がなされており、そうした区分上のずれの存在が

混乱をもたらしているなどと『テイラー報告書』は指摘する 104。そして、『テイラー報告書』

は、２つの制度間の違いが最小限になるよう尽力すべきであるといった勧告をしている 105。 
２ 使用者と就労者にとっての明確性 

『グッド・ワーク・プラン』は、イギリスにおいて、いずれの制定法における雇用上の諸

権利が適用されるのか、そしてどのくらいの税金を支払う必要があるのかを左右するのは、

雇用上の法的地位である 106、と指摘する。そして、それに続き、『グッド・ワーク・プラン』

                                            
98 Id. 
99 Id. 
100 Id. 
101 Id., p. 35. 
102 Id. 
103 Id., p. 39. 
104 Id., p. 38. 
105 Id. 
106 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 26.  
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は、新たなビジネス・モデルと雇用実務の台頭によって、個々人の雇用上の法的地位に関す

る見解の相違が増加している 107との指摘し、さらに、一部の企業が雇用上の諸権利を就労者

に付与しない、あるいは、一部の個人や企業が適切な税金を支払っていないといった懸念が

生じていると指摘する 108。また、『グッド・ワーク・プラン』は、自営業者数の 2001 年以

降の推移につきグラフ 109を示している。そのグラフからは、自営業者が増加傾向（その一方

で被用者を雇い入れる自営業者は減少傾向）にあることが読み取れる。 
雇用上の法的地位に関し、『グッド・ワーク・プラン』は、以下のように述べる。すなわ

ち、まず、雇用上の法的地位は、契約書の内容や使用者が働く者に伝える内容だけではなく、

労働関係の特性によって決定される 110とする。そして、本章第１節４で先述したことと同様

のことが記述されている。つまり、イギリスの税制は、「雇用される」者と自営業者の２層

構造となっている一方、雇用上の諸権利については被用者と労働者そして自営業者の３層構

造となっている旨が指摘されている 111。そうした構造の違いに起因し、労働者という法的地

位を有する者は、現在、税制において「雇用される」者または自営業者のいずれかに該当す

る可能性があるなどとしている 112。すなわち、『グッド・ワーク・プラン』は、税制上の就

労者の区分と雇用法上のそれとに、ずれが生じていることを、問題視しているものといえよ

う。 
次に、『グッド・ワーク・プラン』は、被用者と労働者そして自営業者の法的地位に基づ

く諸権利の相違について指摘している。すなわち、①被用者は正規雇用のもと労働をなす傾

向にあり、資格取得期間を要するものを含む全ての制定法上の諸権利を得ることができ、②

労働者は機会に応じ仕事をなす傾向にあり、全国最低賃金（National Minimum Wage）や

休暇手当そして休憩の権利を含む諸権利を得ることができ、③真正な自営業者である個人は

法的保護を必要とせず、そうした個人は、自らの事業を運営し、どのように、いつ、だれが

仕事をなすか管理し、引き受ける仕事の価格交渉をなし、誰かを使用する場合はむしろ雇用

法を遵守せねばならない、などと指摘している 113。 
そして、雇用上の諸権利について争いがある場合、当該個人は雇用審判所に申し立てが可

能であり、雇用上の法的地位について決定を求めることができるとし、また、税に関しては

歳入関税庁がまず雇用上の法的地位を決する（enforce）が、争いがある場合は税務審判所（tax 
tribunal）に付することができるなどとしている 114。また、審判所は、当該個人の法的地位

について判断をなす際に、雇用契約（contract of employment）または他の労働者契約

                                            
107 Id. 
108 See, id. 
109 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 26. 
110 Id., p. 27. 
111 See, id. 
112 Id. 
113 Id. 
114 Id., p. 28. 
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（worker’s contract）が存在するかどうか検討し、当該の労働関係と取決めに関連するすべ

ての特性と要素を考慮する 115としている。さらに、契約書に書かれている内容だけではなく、

実際はどうなのかが重要であり、判例法に基づくいくつかのテストが存在するなどとしてい

る 116。 
『グッド・ワーク・プラン』は、「労働者の地位を証するために裁判所が用いる主なテス

ト（key tests used by the courts to establish worker status）」として、以下の３つを掲げ

ている。すなわち、①契約―当該個人と当該使用者との間に契約が存在するか、②自らなす

サービス（役務）―当該個人が自分自身で（自ら）仕事をなす必要があるかどうか、③当該

個人が自らの責任で事業を運営―裁判所は労働者の地位と矛盾するその他の要因もまた考慮

するが、それに関連するのは、（a）どのように・いつ・どこで・いかなる仕事をなすのかを

誰が管理しているのか、（b）当該個人と使用者との間に単なる契約の枠を超えた何らかの形

式でのコミットメントまたは義務が存在するかどうか、（c）当該個人が使用者の事業に統合

されて（integrated）いるかどうかとの諸点、といったように上記テストについて記述して

いる 117。 
そして、『グッド・ワーク・プラン』は、雇用上の法的地位が３層構造である一方で税制

における区分が２層構造となっていることから、混乱が生じ、あるいは税制における不正が

生じ得るなどという指摘をしている 118。こうした構造の違いを調整し、2 つのシステムの相

違を最小限に抑えるという『テイラー報告書』の勧告を受け、『グッド・ワーク・プラン』

は、今後、イギリス政府がこれに係る詳細な検討を進めるとしている 119。 
また、新たなビジネス・モデルの観点から雇用上の諸権利や税制について理解が進むよう

な支援を政府がなすべきなどとする『テイラー報告書』の勧告を受け、『グッド・ワーク・

プラン』は、現実を反映しつつ雇用上の法的地位についてのテストの明確性を改善するため

の立法をなし、雇用上の法的地位について理解する助けとなるようなガイダンスやオンライ

ン・ツールを改善するなどとしている 120。 
さらに、『テイラー報告書』が、新たなビジネスや新たな雇用モデルに対応し労働者と自

営業者を区別するにあたり代替権 121の有無ではなく「管理」に重点を置くべきなどとしたこ

とを受けつつ、『グッド・ワーク・プラン』は、雇用上の法的地位に関し立法をなすなどと

している 122。しかし、『グッド・ワーク・プラン』は、当該論点について今後検討を進める

                                            
115 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 28 
116 See, id. 
117 Id, p. 27. 
118 Id. 
119 Id. 
120 Id, p. 28. 
121 1996 年雇用権法 230 条 3 項によれば、労働者の定義に「自ら」仕事を遂行することが含まれる（b 号）。 
122 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, pp. 28-29. 
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ことを明確にしているものの、『テイラー報告書』よりも進んだ何かを提示するには至って

いない。 
 
３ 被用者・労働者と自営業者との間に境界を置くことの困難性 

雇用上の法的地位に関して、『テイラー報告書』は、その判断に係るテストの明確なアウ

トラインを立法で示すよう政府に勧告している。そうした勧告は、法律の専門家のみならず、

就労者の誰もが自らの雇用上の法的地位とそれに基づく諸権利について知り得るようなわか

りやすい判定基準が必要であるといった『テイラー報告書』の基本的な立場に由来している。

また、政府が、大部分の事案において雇用上の法的地位を特定するオンライン・ツールへの

アクセスを個人と使用者に提供することによって、雇用上の法的地位に関する明確性と理解

を向上させるといった勧告も、『テイラー報告書』は示している。 
しかし、雇用上の法的地位に係る『テイラー報告書』による主張に対し、研究者は疑問を

呈している。Bales らは、雇用上の法的地位に係るテストの明確なアウトラインを立法に盛

り込むという『テイラー報告書』の上記主張について、その困難性を指摘している 123。すな

わち、被用者・労働者と自営業者との間の「境界」に関する難問は、労働法の歴史と同じく

らい古く、その境界を描くことは自律性と社会的保護（autonomy and social protection）の

バランスについての政治的で規範的な選択を象徴している 124などと Bales らは論じ、その

困難性を強調することで、あたかも容易にその境界を立法で示すことができると認識してい

るようなスタンスの『テイラー報告書』を批判している。そして、雇用関係の複雑さを考え

れば、そのような立法を起草することは、たとえ優秀な国会の草案作成者であったとしても

非常に困難な作業になるとし、それが非現実的であることも Bales らは強調している 125。 
また、Davies は、『テイラー報告書』の上記主張、すなわち諸テストを立法に盛り込むと

いったことについて、一見魅力的な案であるとする 126。というのは、法律家にとってさえ非

常に複雑であり、個人にとっては雇用上の法的地位が不明確な場合は提訴するしか方法がな

い現状があるからである 127。しかし、立法化には少なくとも２つの問題があるとし、第一に、

もし諸テストが客観的に明らかなものとして定式化されれば使用者による潜脱のリスクを高

める可能性があるとしている 128。これは、代替条項の問題を考えれば、明白である。第二に、

仮に立法をなしたとしても、時が経てば諸問題は再び生じるであろうし、裁判例に照らし制

                                            
123  See, Katie Bales, Alan Bogg and Tonia Novitz, ‘‘Voice’ and ‘Choice’ in Modern Working Practices: 
Problems With the Taylor Review’ (2018) 47 ILJ 46, p. 58. 
124 Id. 
125 Id., p. 59. 
126 デービス・前掲注 89）26 頁。 
127 同 26 頁。 
128 同 26 - 27 頁。 
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定法上の定義を考えるということは、なお必要とされるであろうなどと Davies は指摘して

いる 129。 
ところで、McGaughey は、『テイラー報告書』が雇用上の法的地位に係るテストである

義務の相互性を強調しているように読めることに関し、Autoclenz 事件 130以来の動向を意識

していないといった要旨の批判 131をしている。 
『テイラー報告書』による上記勧告につき、『グッド・ワーク・プラン』は、雇用上の法

的地位に関し立法をなすなどとしているものの、『テイラー報告書』よりも進んだ何かを提

示するには至っていない。すなわち、上記勧告への『グッド・ワーク・プラン』としての応

答は、現代の労働慣行を反映しつつ、雇用上の法的地位につき、より明確にするための法案

を提出する 132といったものとなっている。なお、オンライン・ツールについての勧告につき、

『グッド・ワーク・プラン』は、これを受け入れるなどとしている 133。 
『労働法マニフェスト』では、雇用上の法的地位に関し、一定の法改正が示唆されている

が、それについては下記５で述べる。 
ところで、先述のように、イギリスにおいては、雇用上の諸権利について３分法が採られ

ているものの、税制においては「雇用される」者と自営業者の２分法によって処理がなされ

ており、そうした区分上のずれの存在が混乱をもたらしているなどと『テイラー報告書』は

指摘している。そのため、『テイラー報告書』は、２つの制度間の違いが最小限になるよう

尽力すべきであるといった勧告をしている。 
これにつき、『グッド・ワーク・プラン』は、２つの制度間の整合性につき詳細な提案を

なすとしている 134が、Bales らは、かかるような『テイラー報告書』の主張に関し、おおよ

そ、雇用保護を欠く自営業者の増加につながりかねないなどといった趣旨の懸念を示してい

る 135。なお、『ローリング・アウト』は、下記５で述べるような雇用形態の合理化

（rationalisation）により、虚偽の自営業者が減少し、より多くの税金と社会保険料が支払

われるようになるなどとしている 136。 
2022 年７月に出された政府による応答文書 137では、『グッド・ワーク・プラン』が雇用

上の法的地位についてのテストの明確性を改善するための立法をなし雇用上の諸権利と税制

との整合性を図ると約したことを確認しつつも、新型コロナウイルスのパンデミックなどを

理由（なお、本報告書終章第４節も参照）として、制度的な見直しを見送る旨が示されてい

                                            
129 同 27 頁。 
130 Autoclenz Ltd v Belcher and others [2011] IRLR 820 (SC). 
131  See, Ewan McGaughey, ‘Uber, the Taylor Review, Mutuality and the Duty Not to Misrepresent 
Employment Status’ (2019) 48 ILJ 180, pp. 185-190.  
132 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 44. 
133 Id., p. 45. 
134 Id., p. 44. 
135 See, Bales et al., supra, note 123, pp. 63-64. 
136 See, Ewing et al., supra, note 4, at para. 6.35.  
137 Her Majesty's Government, Employment Status consultation: Government Response , (2022). 
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る 138。 
４ 「代替条項」の問題点 

イギリス労働法における、被用者・労働者・自営業者という就労者の雇用上の諸権利につ

いての３分法に関し、『テイラー報告書』は、これまでの「労働者」を「従属的請負人」に

変更し、「真正な自営業者」とより明確に区別することを提案している 139。 
また、『テイラー報告書』は、「被用者」と「従属的請負人」との間に明確な区別をなす

ことが重要としている 140。それは、「被用者」と「労働者」がほとんど同じ基準で判断され

ているものの「労働者」該当性のバーの方が若干低いといった状況を踏まえつつ、「従属的

請負人」については現在の労働条件の現実を反映した明確な定義が与えられるべきなどとす

る主張と強く関連している 141。 
そして、『テイラー報告書』は、これまで「労働者」の定義ないし概念の核のひとつとさ

れてきた、本人が「自ら」仕事を遂行するという点（1996 年雇用権法 230 条 3 項 b 号）を

強調するのではなく、使用者による「管理」に重点を置くべきと勧告している 142。とはいえ、

ここでいう「管理」とは、Uber 事件における事案などを念頭に置いたものと思われる。『テ

イラー報告書』は、裁判例に触発されつつ、「自ら」仕事を遂行するという点を強調するの

ではなく使用者による「管理」をより重視するという発想が現代的には公正につながるとい

った認識を有しており、これまで「労働者」に付与されてきた一定の諸権利を、新たに「従

属的請負人」として認められる者に与えることを企図している 143。 
こうした提案は、一見したところ、突飛なようにも思われる。なぜなら、これまで自営業

者を「労働者」概念に包摂する際に用いられてきた「自ら」労働またはサービスをなすとい

う「労働者」性の要件を積極的に緩めようとし、その代替として「管理」可能性を重視する

ことを『テイラー報告書』が提案しているからである。これについては、「代替条項」が、

その理由となっている。すなわち、使用者との約定において「代替条項」が存在する限り、

「自ら」労働またはサービスをなすという要件をクリアすることができないことを、『テイ

ラー報告書』は問題視している 144。そして、それを、とりわけ端的に示すのが、自ら働くと

いう要件を欠くということが雇用に関する基本的な権利（basic employment rights）にアク

セスするための自動的な障壁（automatic barrier）であってはならない 145という指摘であ

る。さらに、それは、使用者が代替条項の背後に隠れることを困難にさせようとする『テイ

ラー報告書』の意図と調和することとなる 146。 

                                            
138 See, id., p. 28. 
139 See, Taylor, supra, note 1, p. 35. See also, p. 9, 110. 
140 Id., p. 36. 
141 Id. 
142 Id. 
143 Id. 
144 Id. 
145 Taylor, supra, note 1, p. 36. 
146 See, id. 
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そうした「代替条項」に関する問題については、Deliveroo 事件において、まさに争点とな

ったところであり、ライダーたちに付与された「代替権」により、ライダーたちの「労働者」

該当性は否定された。また、Uber 事件において、運転手たちが「労働者」として認定された

際の事実をひとつひとつみれば、Uber の事業に対し、いかに運転手たちが包摂され、その管

理可能性の下に置かれていたかが明らかになる。このような実態からすれば、「自ら」労働

またはサービスをなすということを重視せず「管理」をより重視すべきとする『テイラー報

告書』の勧告それ自体は相当な変化を招来させ得るものではありながらも、少なくとも「代

替条項」との関係では一定の妥当性を有するものといい得るかもしれない。 
 
５ 雇用上の法的地位に係る「２分法（単一の法的地位）」の模索 

『テイラー報告書』による上記提案について、研究者からの反応は、さほど芳しくない。

Bales らは、Deliveroo 事件を念頭に置き、「自ら」という要件をなくすこと自体は理にかな

っている（sensible）と評価するものの、『テイラー報告書』が「自ら」労働またはサービス

をなすことに代えて、「管理」をより重視することを提案していることは非常に気にかかる

などとしている 147。「管理」は労働者該当性テストの一部として考慮されており、使用者の

管理への従属（subordination）は労働者と独立請負人とを区別するための証拠的補助となる

が、それは必須の要素でない 148などと Bales らはしている。そして、実際に Clyde & Co 事

件 149において、Hale 判事が、労働者としての法的地位を決定するものとして「従属」とい

う「謎の要素（mystery ingredient）」を用いることを明確に否定し、雇用上の法的地位に

係る規定を解くための「単一のキー」は存在しないなどとしている 150ことを挙げ、現在裁判

所がとっているアプローチからの大幅な逸脱を必要としない 151と『テイラー報告書』がして

いることとの矛盾 152を Bales らは指摘している。さらに、『テイラー報告書』への直接的な

批判とまではいえないかもしれないが、「管理」テストを労働者該当性のテストとして用い

ることにつき、多くの問題点を Bales らは挙げている 153。 
『グッド・ワーク・プラン』は、『テイラー報告書』による上記の勧告につき、雇用上の

法的地位に関しての応答と同様に立法をなすなどとはしているものの具体的な応答をなすに

は至っていない。 
「労働者」概念について、『労働法マニフェスト』は、Ian Mearns 議員による 2014 年ゼ

ロ時間契約法案（Zero Hours Contract Bill 2014）を参照している。すなわち、同法案が「労

働者とは雇用されている者をいう」とし、さらに、「ある者が労務を提供することを他者と

                                            
147 See, Bales et al., supra, note 123, p. 61. 
148 Id. 
149 Bates Van Winkelhof v Clyde & Co LLP and another [2014] IRLR 641 (SC). 
150 See, Bales et al., supra, note 123, p. 61. 
151 See, Taylor, supra, note 1, p. 36. 
152 See, Bales et al., supra, note 123, p. 61. 
153 Id., pp. 61-62. 
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約しており（is engaged by another to provide labour）、かつ、自己の計算に基づいて真に

事業を営んではいない場合、当該ある者は、本法の目的において、雇用されている（is 
employed）」としている 154ことを示している 155。さらに、『ローリング・アウト』では、

1996 年雇用権法 230 条の規定を下記のようになすよう提案がなされている。すなわち、「こ

の法律において『労働者』または『被用者』とは、(a)労務を提供することを他者と約しよう

とし（seeks to）、(b)労務を提供することを他者と約している、または、 (c)雇用が終了した

場合には、労務を提供することを他者と約していた、かつ、(d) 自己の計算に基づいて真に

事業を営んではいない、個人のことをいう 156」とするよう提案している。そして、類似の定

義が Chris Stephens 議員に代わり雇用権研究所が起案した 2018 年労働者の定義及び諸権

利法案（Workers’ Definition and Rights Bill 2018）に盛り込まれている 157としている。 
かかるような提案は、プラットフォームの登場や脆弱な立場の就労者の増加といった背景

のもと、イギリス労働法の人的な適用範囲を明確にし、簡素にし、拡大するといった趣旨で

なされており、自己の計算に基づいて事業を営んでいる個人を唯一の例外として「単一の法

的地位（single status）」を設けようとするものである 158。かかる新たな定義によって、契

約などにより特定の雇用上の法的地位が定められているかどうかに関わらず他者に労務を提

供する全ての者が 1996 年雇用権法などに含まれる全ての権利と保護を享受できる立場に置

かれる 159。 
また、他者に労務を提供する者は、全て当該立場にあるものと推定される（反証可能な推

定）160。なお、『テイラー報告書』も雇用上の法的地位が争われている事案につき雇用審判

所における立証責任は使用者側が負担すべきなどとして立証責任の転換を勧告している（本

報告書第４章第２節参照）が、『労働法マニフェスト』や『ローリング・アウト』のいうと

ころは、雇用上の法的地位について３分法を維持するのではなく（『テイラー報告書』は３

分法を維持した上での議論を展開している 161）、全ての雇用上の諸権利を享受できる「単一

の法的地位」を設け、それをデフォルトとするという点に力点を置いている。 
当該新定義には、「管理」や「従属」の要件がないことから、現在、他者が行う事業等の

一環として役務を提供する自営業者に分類されている者も当該新定義に含まれることとなり、

雇用上の諸権利の恩恵を受けることとなる 162し、現在、様々な契約に基づいて自営業者とし

て分類され、あるいは誤って分類されているその他の者についても、自己の計算に基づいて

                                            
154 有田・前掲注 10）99 頁。 
155 Ewing et al., supra, note 3, at para. 5.8. 
156 Ewing et al., supra, note 4, at para. 6.11. 
157 Id. 
158 See, id., at para. 6.10. 
159 See, id., at para. 6.12. 
160 See, id., at para. 6.13. 
161 『フレームワーク』による提案も、これを受けたものである。 
162 See, Ewing et al., supra, note 4, at para. 6.14. 
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真に事業を営んではいない限り、新定義に含まれることになる 163。結果として、自己の計算

に基づいて真に事業を営む者以外には、現在の「被用者」と同じく全ての権利と保護が確保

されることとなる。 
 
第３節 出来高賃金制とデジタル・バッジに関して 
１ プラットフォーム就労と出来高賃金制 

ギグ・エコノミーのもとでプラットフォームを介して就労する者は、裁判所が判断してい

るように、現在の枠組みの中で「労働者」に該当する 164としつつも、そうした者らの労働時

間と賃金について『テイラー報告書』は以下のような主張をなしている。すなわち、『テイ

ラー報告書』は、全国最低賃金がプラットフォーム就労者に適用される場合、労働時間の計

算が重要となるとし、そうした就労者がアプリを開いている時間の全てについて賃金が生じ

ると考えるのは不合理などとしている 165。言い換えれば、ある時間帯に仕事がないことを知

っている者がアプリにログオンし、賃金を期待するのは不合理といった主張である 166。 
そして、裁判所が、単にアプリにログオンしていることと、仕事をすることができ正に仕

事を探していることとを区別していること、また、プラットフォームはいつ働くか、どのよ

うな仕事を受け入れ辞退するかにつき、個人に自由を与えていることなどを指摘し、『テイ

ラー報告書』は、そうしたフレキシビリティを享受させつつ、最低賃金制度における出来高

払い（piece rate）を「従属的請負人」の再定義に適合させるべきといった勧告をしている 167。 
具体的には、平均的な個人がハードに働いた場合に全国最低賃金を 20%上回る収入を得ら

れていることを、プラットフォームが自ら有するデータから証明し得るならば、出来高払い

を認めるべきといった提案となっている 168。そして、個人があえて需要の少ない時間にプラ

ットフォームを介して仕事をすることを選ぶ場合、その個人は、当該選択のために何らかの

責任を取るべきなどとしている 169。出来高払いがなされている場合、「時間あたりの平均ア

ウトプット率（mean hourly output rate）」などを予め説明するなどせねばならないが、『テ

イラー報告書』は、プラットフォーム就労者に対し、プラットフォームが、自ら有する膨大

なデータ（現在の需要と任意の時点における仕事量といったデータ）をリアルタイムで提供

させるための方策を政府は探るべきなどとしている 170。『テイラー報告書』は、プラットフ

ォームを介したビジネスに係るフレキシビリティーを相当程度重視しているように解され、

そうしたビジネスの発展を促進させようと強く意図しているように思われる 171。 

                                            
163 See, id., at para. 6.15. 
164 See, Taylor, supra, note 1, p. 36. 
165 Id., p. 37. 
166 Id. 
167 Id. 
168 Id., p. 38. 
169 Id. 
170 Id. 
171 Id., p. 40. 
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しかし、研究者は、プラットフォームを通じて働く者に出来高賃金制を導入するという『テ

イラー報告書』の提案について批判的である。これについて、Bales らは、ギグ・エコノミ

ーのもと働く者たちを「労働者」として認定し全国最低賃金の適用を受けるとした雇用審判

所や控訴院の判断を台なしにするものとして批判している 172。 
また、『グッド・ワーク・プラン』は、ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS:  Department 

for Business, Energy and Industrial Strategy）と労働年金省（Department for Work and 
Pension, なお、先述のようにイギリスにはいわゆる労働省は存在せず、労働年金省の管轄は、

諸外国におけるような労働省のそれとは異なる）との合同特別委員会の勧告により、『テイ

ラー報告書』による出来高払いに係る勧告を実施しないなどとしている 173。 
 
２ デジタル・バッジの活用の是非 

ギグ・エコノミーにあって働く者たちのために、その経験と評価とを表するものとしてオ

ンライン認定のデジタル・バッジを活用してはどうかといった提案を『テイラー報告書』は

している。すなわち、個人がプラットフォームを移動する際に、検証済みの承認評価（verified 
approval ratings）を持ち運び、次のプラットフォームでも用いることができるよう、政府は

ギグ・プラットフォームに強く推奨すべきである 174と勧告している。 
『テイラー報告書』による上記提案に関し、Davies は、個人が他のプラットフォームへ移

る際にゼロから再び自身への評価を築かねばならない事態をなくすことで、プラットフォー

ム間の競争を大幅に活性化させるもののように思われるといった論評をしている 175。しか

し、明らかに二つの問題があると指摘している。まず、各プラットフォームにおける評価制

度は異なった運用がなされており、あるプラットフォームにおける評価をそのまま他のプラ

ットフォームにおける評価に簡単に変換することはできないとしている 176。次に、あるプラ

ットフォームで芳しくない評価を受けている場合、当該個人は他のプラットフォームで再出

発を図りたいと考えるかもしれないが、評価を引き継ぐという展開が進めば、そうした再出

発はより困難になるとしている 177。そして、評価のポータビリティーについては、プラット

フォームの評価制度が公正に運用されていることが前提となるが、それは必ずしも保証され

ていないことも指摘している 178。 

                                            
172 See, Bales et al., supra, note 123, pp. 62-63. 
173 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 44. 
174 Taylor, supra, note 1, p. 87. 
175 デービス・前掲注 89）28 頁。 
176 デービス・前掲注 89）28 頁。 
177 デービス・前掲注 89）28 頁。 
178 デービス・前掲注 89）28 頁。 
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『グッド・ワーク・プラン』は、『テイラー報告書』の上記勧告につき、原則として受け

入れるものとし、今後の趨勢を見つつ、さらなる措置が必要かどうかを判断するといった応

答をなしている 179。 
  

                                            
179 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 53. 
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第３章 脆弱な立場の就労者に係る法政策 
 

第１節 脆弱な立場の就労者の増加 
プラットフォーム事業者が増えるにつれ、プラットフォームを介して就労する者も増加し

たが、Uber 事件において顕著であったように、プラットフォーム事業者により「自営業者」

として位置付けられ、雇用上の諸権利がほぼ全く保障されない就労者が増加することとなっ

た。 
また、ゼロ時間契約は、ギグ・エコノミーが進展する以前から広がりをみせており、それ

により就労する者も増加の傾向にある。同契約は、仕事を提供する者と働く者との合意では

あるものの、特定の量の仕事の提供を約さないものであって、場合によっては全く仕事が割

り振られない場合もあることから「ゼロ時間契約」という名称が付されている 180。ゼロ時間

契約により就労する者は、仕事が割り振られた際にこれを断ることができるが、実際に断っ

てしまった場合、二度と依頼が来なくなる可能性が高いことから、仕事を提供する者を一方

的に利するものであるという認識がなされている 181。正確な統計データの収集は困難とさ

れているようではあるが、スーパーマーケット・ケータリング・ソーシャルケアといった領

域から、近年では大学教員・パイロット・地方自治体職員・医療サービス・消防士などの専

門職にもゼロ時間契約の拡大がみられる 182ようである。イギリスにおいては、とりわけ 1990
年代以降、ゼロ時間契約の増加が認知されるようになってきたとされ、同年代半ばには、バ

ーガーキングが実際に客にサービスした時間のみに報酬を支払うという仕組みを導入し

た 183とされている。 
様々な問題が指摘されてきた派遣労働者 184については、その実数の増加というよりも、む

しろその脆弱な立場が強調されるなどしている。派遣労働者に関し、とりわけ問題となって

きたのは、いわゆるスウェーデン型適用除外（Swedish derogation）とアンブレラ企業

（umbrella company）の存在の２つである。まず、前者については、以下のように説明が可

能である。すなわち、2010 年派遣労働者規則（Agency Workers Regulations 2010）によれ

ば、同一の派遣先において同一の役割で継続した 12 週間の資格要件期間（qualifying period, 
イギリスでは雇用上の諸権利の一部に資格要件期間が設定されており一定の期間が経過した

後に当該権利が行使可能となる）を経た派遣労働者（reg. 7(2)）は均等待遇に関する権利を

                                            
180 デービス・前掲注 89）27 頁。なお、ゼロ時間契約に係る近時の論考として、本稿で引用する文献の他、新屋

敷恵美子「イギリスにおける『ゼロ時間契約（zero-hours contract）』の停止期間中の権利義務と契約解釈―賃

金からの控除を受けない権利の適用をめぐって―」季労 279 号（2022 年）160 頁等。 
181 有田・前掲注 10）83 頁以下。 
182 神吉知郁子「イギリスの労働法の保護対象とゼロ時間契約」『激変する雇用環境と労働法・労働政策の課題』

（労働問題リサーチセンター、2021 年）131 頁、135 頁。 
183 神吉・前掲注 182。 
184 イギリスにおける派遣労働及び 2010 年派遣労働者規則について詳細は、有田謙司「イギリスにおける派遣

労働と 2010 年派遣労働者規則」季刊労働法 228 号（2010 年）160 頁。 
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取得し、派遣先の直接採用者と同一の基本的労働条件・雇用条件に対する権利を有する（reg. 
5(1)）こととなるが、ある派遣期間とある派遣期間との間隙に派遣元が派遣労働者に対し一

定の賃金支払いを約する（“pay between assignments” contract）ことなどにより当該均等

待遇に関する権利について適用除外が認められていた。次に、後者のアンブレラ企業とは、

労働者派遣事業者と派遣労働者との間に介在し、労働者派遣事業者に代わり派遣労働者の労

務管理をなす事業者のことを指す。アンブレラ企業の存在は、使用者は一体誰なのかという

問題を複雑にさせており、また、アンブレラ企業から多額の手数料を請求されるなどといっ

た問題点も指摘されている。 
その他の非正規の就労者への保護についても、本報告書で紹介する政策文書群は一定の認

識を示すところとなっているが、とりわけ上記のプラットフォームを介して就労する者・ゼ

ロ時間契約により就労する者・派遣労働者についての問題意識は高いものであったと解され

る。 
 

第２節 ゼロ時間契約により就労する者に関して 
『テイラー報告書』は、ゼロ時間契約により就労する者についても、固定的な時間の契約

を要請する機会があるべきとしている 185。そして、12 ヶ月間勤務しているゼロ時間契約に

より就労する者につき、過去 12 ヶ月間の週平均労働時間を新たな契約の前提とすべきであ

って、実際に働いた時間を反映した時間数を保証する契約を要請する権利が実現されるべき

などとする勧告をしている 186。 
また、『グッド・ワーク・プラン』は、全ての労働者が予見可能かつ安定的な契約を要請

する権利（right to request a more predictable and stable contract）を獲得できるような立

法をなすとしている 187。すなわち、毎週様々な時間に働くことについて満足している個人は

その就労の仕方を継続可能だが、より確実に就労したい場合は 26 週間の就労の後、使用者

に対し、より固定化された働き方を求めることができるようにする権利を法定すべく立法を

進めるとしている 188。そして、この権利は、被用者であろうと労働者であろうと、行使可能

とすべきとしている 189。 

この権利については、『グッド・ワーク・プラン』において「予見可能かつ安定的な契約

を要請する新たな権利が如何に適用されるかについての具体例」と題する例が掲載されてい

る 190。具体的には、その新しい権利がどのように用いられるか、ゼロ時間契約で就労する者

を素材とした例が、以下のように示されている。 

                                            
185 See, Taylor, supra, note 1, p. 48. 
186 Id. 
187 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 13. 
188 Id. 
189 Id. 
190 Id., p. 14. 
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すなわち、その者は、ゼロ時間契約によりホテルで就労し需要に応じて毎週様々な日に働

いているが、常に１週 30 時間以上就労しており、それ以上働くこともあり得た。しかし、そ

の者が住宅ローンを組もうとしても、その者がゼロ時間契約に基づく就労をなしていること

から明確に設定された労働時間が存在せず、ローンを組む際リスクが高すぎると判断されて

しまった。そのため、その者は、使用者のもとに赴き、毎週少なくとも 30 時間を保証する契

約を要請する。そして、使用者は、その者が 26 週間以上就労してきたことから、その者の労

働時間、昨年度における需要、ホテルへの予約の将来予測を勘案し、定められた 3 か月の時

間的枠内（the set three-month timeframe）に、その者に応答し、週 30 時間の契約を与え

る。その者は、それ以上就労することもあるが、住宅ローンを組むために必要な確実性（信

用）を得ることができる、といったような具体例である。 
先述のように、『テイラー報告書』は、ゼロ時間契約により就労する者についても固定的

な時間の契約を要請する機会があるべきとし 12 ヶ月間勤務しているゼロ時間契約により就

労する者につき過去 12 ヶ月間の週平均労働時間を新たな契約の前提とすべきであって実際

に働いた時間を反映した時間数を保証する契約を要請する権利が実現されるべきなどとする

勧告をしたが、下記第３節２の派遣労働者の直接雇用契約を要請する権利についてと同様、

Bales らは、「要請」権であることにつき着目しつつ、『テイラー報告書』を批判している 191。

また、Davies も、要請権における問題点は、弱い立場にある就労者がそうした権利を行使し

ないであろうことにあり、それがゆえ、そうした権利は脆弱な契約を結んでいる就労者にと

って最善のアプローチにはならないなどと指摘している 192。 
『グッド・ワーク・プラン』は、先述のように、『テイラー報告書』による上記勧告を受

け入れるとし、派遣労働と直接雇用に関する『テイラー報告書』への応答（下記第３節２）

と同じく、さらに進んで、予見可能かつ安定的な契約を要請する権利を全ての労働者にもた

らすとしている 193。 
ゼロ時間契約に関しては、『労働法マニフェスト』において、詳細な言及がなされている。

すなわち、ゼロ時間契約について、『労働法マニフェスト』は、ニュージーランドの立法が

全ての雇用契約において労働者が各週に働くことを求められる時間が取決められるべきこと

を規定していることなどを参照しつつ、あるいは、雇用権研究所による労働時間法の改正案

を示し、さらに、以前 Ian Mearns による議員立法として上程されたものの廃案に終わった

ゼロ時間契約法案も示すなどしている 194。雇用権研究所による改正案は、全ての労働者は当

該労働者が各週または各月に働くことを求められる時間の下限を規定する「確定時間契約」

のもとに雇われなければならないといった内容などからなるが、呼出待機中の待機手当にも

                                            
191 See, Bales et al., supra, note 123, pp. 68-69. 
192 デービス・前掲注 89）28 頁。 
193 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 46. 
194 井川・前掲注 10）119 頁。 
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言及している 195。また、ゼロ時間契約法案は、ゼロ時間契約により就労する者を 12 週にわ

たり継続雇用した使用者は 12 週が経過する日からその者に対し固定的かつ規則的な労働時

間の契約を申込む義務を負うと規定し、労働者に与えられる最低労働時間についての情報提

供に関する条項を設けることや、合理的な仕事の割当通知（および取消通知）を行うべき使

用者の義務を提案し、12 週後の強行的な契約更改より前に固定的かつ規則的な雇用に移行す

ることを要請する権利を労働者に与えるものである 196。 
『ローリング・アウト』は、本報告書第２章第２節５で先述の 2018 年労働者の定義及び

諸権利法案に沿って、以下のように法律を改めることを提案している。すなわち、①働く週

ごとに最低限の通常の労働時間を契約に定め（specify）させること、かつ、これを「初日」

からの権利とすること、②働く週に労働時間をどのように配分するかを定め、かつ、シフト

やローテーションなどを定めること（その変更には、少なくとも 7 日前に合理的な通知をな

す必要がある）、なお、これにより労働者と企業の双方に秩序ある柔軟性（regulated 
flexibility）を与え得る、③契約に定められた通常の労働時間を超える追加的な労働時間を合

意することができるが、通常の労働時間の 20%を超えて労働時間を追加しないよう定めるこ

と、④契約に定められた通常の労働時間を超える追加時間を合意した場合に「プレミアム・

レート」という形式で追加的報酬を提供すること、なお、通常の賃金の 200%に相当する追

加的な割増賃金率を推奨する、といった事柄が提案されている 197。また、『ローリング・ア

ウト』は、通常の労働時間または合意された追加労働時間がキャンセルされた場合、キャン

セルされた各労働時間に対して同様の割増賃金率が適用されるべきであり、キャンセルによ

って発生した追加的費用または損失も考慮されるべきである 198などとしている。さらに、労

働者は、（i）法律または労働協約で規定された時間を超える追加的な労働の要求から、また、

（ii）そのような追加的な労働に同意しなかったことによる不利益から、保護されるべきで

ある 199などとしている。 
 

第３節 派遣労働者に関して 
１ 派遣労働者に係る情報の透明性 

イギリス政府は、2015 年に派遣労働者の賃金の透明性について検討することを約したが、

それは、税制における PAYE（Pay As You Earn）という源泉徴収制度と関連しているなど

と『テイラー報告書』は指摘する 200。PAYE については、労働者派遣事業者に代わり派遣労

                                            
195 同。 
196 同。 
197 See, Ewing et al., supra, note 4, at para. 6.24. 
198 Ewing et al., supra, note 4, at para. 6.25. 
199 Id., at para. 6.26. 
200 See, Taylor, supra, note 1, p. 46. 
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働者の労務管理をなす事業者であるアンブレラ企業（本節３参照）が介在するが、手数料な

どもあり、個人の手取り収入が減少するといった結果が生じた 201。 
そうした状況を『テイラー報告書』は問題視し、より悪質な事業者は長い契約書の冊子の

中に重要な情報を埋もれさせてしまう懸念があるなどとし、政府は、どのような情報を派遣

労働者に提供すべきかについて再検討をなすべきといった主張をなしている 202。そして、派

遣労働者に提供されなければならない情報の透明性を向上させるために立法的対応をなすべ

きといった勧告をしている 203。 
『グッド・ワーク・プラン』は、派遣労働契約における透明性（transparency in agency 

worker contracts）の問題に取り組むこともまた不可欠である 204としている。そして、派遣

労働では、労働者派遣事業者（employment businesses）、派遣先（hirer）、時には仲介者

（intermediary）など、いくつかの異なる業者や組織が賃金の処理をなし得る 205ところ、賃

金支払いにつき誰が責任を持ち、どのような控除がなされているのかを理解するのは、個人

にとって難しい場合があるとの指摘がなされている 206。また、『テイラー報告書』が、賃金

率と支払方法（pay rate and methods）に関する情報は求職者にとって本来あるべきほど明

確でない 207こと、さらに、一部の悪徳業者の中には、重要な情報を長い契約書の中に小さな

字（small print）で記載しようとするものがおり、派遣労働者を混乱させ、ひどい場合、搾

取につながる可能性がある 208ことを強調するなどしたとして、派遣労働契約における透明

性の確保に取り組むことを約束するとしている 209。 
すなわち、すべての労働者派遣事業者に対し、すべての派遣労働者に重要事項ページ（Key 

Facts Page, 2019 年 10 月に出されたビジネス・エネルギー・産業戦略省によるガイダンス 210

からすれば、当該「ページ」は電磁的なものでも良いと解される 211）を提供するよう求める

立法をなす 212としている。そこには、①労働者が雇用されている契約の種類、②期待し得る

最低の賃金（the minimum rate of pay）、③賃金の支払い方法、④仲介会社（intermediary 

                                            
201 Id. 
202 Id. 
203 Id. 
204 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 32. 
205 Id. 
206 See, id. 
207 Id. 
208 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 32. 
209 See, id. 
210 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, Providing a 'Key information document' for 
agency workers: guidance for employment businesses, (2019). 
211 前注に掲げた文書によれば、2020 年 4 月 6 日から、労働者派遣事業者は重要情報記載書面（key information 
documents）が派遣労働者に提供されたことを示す記録を保存する必要があるとしているが、労働者も労働者派

遣事業者も重要事項ページ（Key Facts Page）に物理的に署名する必要はないとし、さらに、最終的な重要事項

ページを労働者に送信したことを示す保存済メールで十分であるなどとしている。なお、保存期間は最低 12 か

月間となっている。 
212 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 32. 
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company）を通じて賃金が支払われるかどうか、⑤差し引かれる控除または手数料、⑥得ら

れる手取額（home pay）の見積額またはその具体例、が含まれるとしている 213。 
『グッド・ワーク・プラン』は、この重要事項ページを、わかりやすいものとすることが

不可欠であるとし、企業らと協力して、そのフォーマットにつきガイダンスを策定するとし

ている 214。また、重要事項ページを発し、労働者が確実にそれを受け取れるようにするのは、

労働者派遣事業者の責任である 215としている。これにより、労働者派遣事業者は、アンブレ

ラ企業などサプライ・チェーンの中で協力する他の企業に関し、適切なデュー・デリジェン

ス（due diligence）を実施し、労働者へのある程度の責任を持たせることができる 216として

いる。さらに、重要事項ページが提供されていない場合、その取り締まりの権限が職業紹介

事業等（雇用仲介）基準監督官に付与されるなどとしている 217。 
上記のように、賃金について複雑な処理がなされるなど派遣労働における情報は不透明に

なりがちであることを問題視した『テイラー報告書』は派遣労働者に提供されなければなら

ない情報の透明性を向上させるために立法的対応をなすべきといった勧告をしたが、これに

つき、Bales らは、下記第４節記載の雇用条件記載書に係る権利を付与することで対処する

のが最善としている 218。 
『グッド・ワーク・プラン』は、上記したように、すべての労働者派遣事業者に対し、す

べての派遣労働者に賃金に関してなど一定の重要事項について記載した重要事項ページを提

供するよう求める立法をなすとした。 
現在にあっては、上記に沿った法改正がなされ、2020 年 4 月より施行されている。 

 

２ 派遣労働と直接雇用 
派遣労働はフレキシブルな労働市場において重要な役割を果たしていることを指摘しつ

つ、派遣労働者におけるメリットに触れつつも、一部の企業で同じ派遣労働者が何年も同じ

仕事をし続けていることを『テイラー報告書』は問題視している 219。 
そして、同じ派遣先に 12 ヶ月間派遣されている派遣労働者について、直接雇用契約を要

請する権利（right to request a direct contract of employment）を導入し、派遣先には合理

的な方法でそれを検討する義務を課すべきといった勧告をしている 220。 

                                            
213 See, id. 
214 Id. 
215 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 32. 
216 Id. 
217 See, id. 
218 See, Bales et al., supra, note 123, p. 67. 
219 See, Taylor, supra, note 1, p. 47. 
220 Id., p. 48. 
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『テイラー報告書』による勧告に関し、直接雇用契約を拒否することができる理由が厳し

く制限されている場合にしか「要請」する権利は意味をなさないといった批判が、Bales ら

によりなされている 221。 
『グッド・ワーク・プラン』は、『テイラー報告書』による上記勧告を受け入れるとし、

さらに進んで、予見可能かつ安定的な契約を要請する権利（本章第２節を参照）を全ての労

働者にもたらすとしている 222。 
しかし、Bales らの主張を踏まえれば、予見可能かつ安定的な契約を要請する権利も結局

のところ、「要請」権に過ぎず、Bales らの『テイラー報告書』に対する批判がそのまま妥

当し得ることとなる。 
 
３ アンブレラ企業への取締り 

『テイラー報告書』は、ギャングマスター（労働力供給事業者）及び労働虐待監視局と職

業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官について、それぞれ各々の法的枠組みを通じ、派遣労

働者を保護しているとしつつも、後者の職業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官は、主に人

材派遣会社（recruitment agency）に対し強制措置を取り罰則を適用できるが、派遣労働者

の派遣先（end user）にはそれをなすことができないために一定の問題が生じていることを

指摘している 223。そして、アンブレラ企業に関する問題について、以下のような指摘をなし

ている。 
すなわち、アンブレラ企業は派遣会社と派遣労働者との間に介在し給与計算やその他のサ

ービスをなすが、そうしたアンブレラ企業の存在は、使用者が誰かという問題を複雑にさせ、

賃金率を派遣労働者が完全に理解できていないとの問題を生じさせるといったことを『テイ

ラー報告書』は述べている 224。そのため、アンブレラ企業の存在を排除しようという意見も

あるものの、高スキル高賃金の分野ではアンブレラ企業は妥当な役割を果たしてきたともし

ている 225。しかし、低スキル低賃金の分野では、その役割には疑問があるとし、その例とし

て、派遣労働者がアンブレラ企業を通じて支払いを受ける場合に週 15〜35 ポンドもの手数

料を請求されるといったことを指摘している 226。その上で、『テイラー報告書』は、労働市

場エンフォースメント指導官が、アンブレラ企業や他の仲介者を取り締まるため、職業紹介

事業等（雇用仲介）基準監督官の権限を拡大すべきかどうか検討すべきといった勧告をして

いる。 

                                            
221 See, Bales et al., supra, note 123, pp. 68-69. 
222 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 46. 
223 See, Taylor, supra, note 1, p. 58. 
224 Id. 
225 Id. 
226 Id. 
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『グッド・ワーク・プラン』は、自営業とフレキシブルな労働の増加に伴い、使用者と働

く者との間の仲介者として活動するアンブレラ企業の数も増加した 227とし、労働者派遣会

社（employing firm）がアンブレラ企業に支払いをなし、アンブレラ企業が派遣労働者に支

払いをなすという構造により、賃金に係るシステム管理のコストと複雑さをアンブレラ企業

に負わせることが可能となっている 228としている。 
そして、『グッド・ワーク・プラン』は図 229を掲げているが、その図は下記のような構造

を示している。すなわち、派遣先が労働者派遣事業者に対し支払いをなし、労働者派遣事業

者がアンブレラ企業に対し支払いをなし、アンブレラ企業が派遣労働者に支払いをなし、そ

うした中にあって、アンブレラ企業は、アンブレラ企業への手数料（umbrella fee）や労使

双方の税金や国民保険料を控除する、といった構造である。 
また、先述したように、『テイラー報告書』が高スキル高賃金の分野ではアンブレラ企業

は役立っているものの低スキル低賃金の分野においてはアンブレラ企業の役割について疑わ

しいなどとしたことを示しつつ、『グッド・ワーク・プラン』は、そうした分野で働く者に

ついて法的保護が十分に及んでいないなどとしている 230。そして、『グッド・ワーク・プラ

ン』は、派遣労働者にとって重大な問題となるのはいったい誰が使用者なのか判然としない

ことであり、賃金支払いに係る責任や雇用上の諸権利を全うするといった局面において問題

が生じるなどとし、アンブレラ企業による手数料請求の不透明性をも指摘するなどしてい

る 231。 
そうした上で、『グッド・ワーク・プラン』は、イギリス政府がアンブレラ企業を対象と

する職業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官の権限拡大についての立法をなす 232としている。

これによって、同監督官は、アンブレラ企業に関する苦情を調査し、必要に応じてエンフォ

ースメント措置を執ることが可能となる 233。この措置は、派遣労働者が十分な賃金を受け取

っていない状況に焦点を当てようとするもので、不当な競争からまともな使用者（decent 
employers）を保護しようとするものである 234としている。また、同監督官が、歳入関税庁

とギャングマスター（労働力供給事業者）及び労働虐待監視局と緊密に連携しつつ、必要な

措置を検討し、アンブレラ企業への監視を続けるなどとしている 235。 
 

                                            
227 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 40. 
228 See, id. 
229 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 41. 
230 See, id., p. 40. 
231 Id. 
232 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 40. 
233 Id. 
234 Id. 
235 See, id. なお、歳入関税庁によれば、一部のアンブレラ企業は、派遣労働者らに対し節税になると持ち掛け

るなどして勧誘する場合があるようである。しかし、それは租税回避の一つに過ぎず、極めて高いリスクを伴う

ものであるなどと、歳入関税庁は警告をしている。See, Her Majesty's Revenue and Customs, Umbrella 
companies offering to increase your take home pay (2018). 
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４ 派遣労働におけるスウェーデン型適用除外 

派遣労働におけるスウェーデン型適用除外を『テイラー報告書』は問題視しており、派遣

労働者の業務開始時またはその 11 週間後に当適用除外のための合意を余儀なくされるとい

った事例も多数報告されているなどとしている 236。結果として、派遣労働者は、2010 年派

遣労働者規則における均等待遇に関する権利のメリットである同一賃金を得られなくなって

おり、それについて『テイラー報告書』は強い懸念を表しているといえる。 
また、『テイラー報告書』は、職業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官には 2010 年派遣労

働者規則を執行する権限がないとし、何十万人もの派遣労働者が審判所システムを利用する

ことを余儀なくされているなどともしている 237。それらの諸点を踏まえ、『テイラー報告書』

は、スウェーデン型適用除外の廃止と職業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官の 2010 年派

遣労働者規則に係る権限拡大といったことを勧告している 238。 
『グッド・ワーク・プラン』は、スウェーデン型適用除外制度を廃止するとしている。そ

もそも派遣期間に間隙が生じてしまったとしても派遣労働者が収入を得続けることができる

よう上記制度は設計されたにもかかわらず、ビジネス・エネルギー・産業戦略省による調査

で、上記制度は派遣労働者に利益を与えていないことが明らかになったことから、上記制度

を廃止するものとしている 239。すなわち、派遣期間に間隙が生じないよう様々な方法を用い

る（当該派遣労働者の事情を顧慮することなく派遣先を次々紹介する等）ことで、間隙時の

賃金を派遣労働者に支払うことなく、また均等待遇に関する権利を派遣労働者に付与しない

まま、低い基本的労働条件・雇用条件で派遣労働者を就労させることを可能としているのが

現行の制度であるといった認識が、廃止の要因となっている 240。そして、当該廃止により、

全ての長期派遣労働者に正規労働者と同等の賃金を保証するなどとしている。 
さらに、同一の派遣先に 12 か月間継続勤務した派遣労働者が直接雇用を要請する権利に

つき『テイラー報告書』が提言をなしていたところ、『グッド・ワーク・プラン』はその提

言を受け入れるとし、さらに進んで先述の予見可能かつ安定的な契約を要請する権利を全て

の労働者にもたらす 241としている。 
現在にあっては、スウェーデン型適用除外制度を廃止する法改正がなされ、2020 年 4 月

より施行されている。 
  

                                            
236 See, Taylor, supra, note 1, p. 59. 
237 Id. 
238 Id. 
239 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 15. 
240 Id. 
241 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 46. 
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５ 国（監督行政）によるエンフォースメント 
働く者の脆弱性（立場の弱さ）や働く者への搾取といったリスクがより高いと考えられる

雇用法におけるいくつかの局面を国（監督行政）が如何にエンフォースするかにつき『テイ

ラー報告書』は検討をなした 242とした上で、『グッド・ワーク・プラン』は、警察（police）
に加え、就労者の諸権利をエンフォースする 4 つの主要な機関を以下のように指摘する。す

なわち、①派遣労働者の諸権利をエンフォースする職業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官

（Employment Agency Standards（EAS）Inspectorate）、②搾取的労働をなす使用者やラ

イセンスが必要にも関わらずライセンスなしで業をなす使用者そして人身売買と現代的な奴

隷制（modern slavery）を取り締まるギャングマスター（労働力供給事業者）及び労働虐待

監視局（Gangmasters and Labour Abuse Authority）、③週労働時間の上限をエンフォー

スし、劣悪な労働条件を取り締まる安全衛生執行局（Health and Safety Executive）、④全

国最低賃金の不払いを取り締まる歳入関税庁（Her Majesty's Revenue and Customs）の４

つである 243。 
『グッド・ワーク・プラン』は、労働市場エンフォースメント指導官の職を設け、職業紹

介事業等（雇用仲介）基準監督官、ギャングマスター（労働力供給事業者）及び労働虐待監

視局、歳入関税庁の全国最低賃金エンフォースメント・チームにおける重複した業務につい

て、戦略的方向性と調整とをもたらすなどとしている 244。このポストに着任した David 
Metcalf は、「2018～2019 年エンフォースメント戦略（Enforcement Strategy 2018-2019）」
と題する文書を 2018 年 5 月に発表し、『テイラー報告書』の多くに沿った戦略を提供した 245。

また、『グッド・ワーク・プラン』は、職業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官の増員や、

同監督官への新たな権限付与等に取り組むなどとしている 246。 
 

第４節 雇用条件記載書に関して 
イギリスでは、就業の当初に、雇用条件記載書（written statement）を受け取る権利（同

じ使用者のため 1 か月以上働く場合の雇用契約と諸権利の詳細についての記載書を受け取る

権利。雇用の開始から 2 か月以内に当該記載書の受け取りができることとされていた）が「被

用者」には認められていたが、「労働者」には認められていなかった。これにつき、『テイ

ラー報告書』は、雇用上の諸権利の明確性と確実性そしてそれへの理解を向上させるため、

雇用条件記載書についての権利を「従属的請負人」にも拡大させるべきといった勧告をして

いる 247。そして、政府は、被用者や「従属的請負人」が、仕事を始めた初日に雇用条件記載

                                            
242 See, Id., p. 39. 
243 Id. 
244 Id. 
245 Id. 
246 Id. 
247 Id., p. 39. 



 

 －52－ 

書を受け取ることができるよう法改正をなすべきなどとし、当該記載書のわかりやすさを確

保するために標準のフォーマットを作成すべきなどともしている 248。 
『テイラー報告書』による勧告を受け、『グッド・ワーク・プラン』は、全ての労働者が

被用者と同様の明確な情報を得られるよう立法（雇用条件記載書についての権利を被用者か

ら労働者へ拡大する法改正）をなすとした 249。 
また、『テイラー報告書』がより早く当該記載書が交付されるべきことを勧告したことを

受け、『グッド・ワーク・プラン』は、就業の初日から被用者と労働者が当該記載書を入手

できるよう法改正をなし、さらに、当該記載書が個人と使用者の両方にとって有用であるこ

とから記載する情報内容を追加するなどとしている 250。 
具体的に、追加がなされる情報に関しては、本項で「（雇用条件）記載書において必須と

なる追加事項（additional mandatory contents to be required in a written statement）」

として明示がなされている。すなわち、①仕事が続くと予想される期間または有期契約の終

了日、②使用者と労働者が解約するために必要な予告の期間、③病気休暇及び手当の資格要

件の詳細、④母親休暇や父親休暇といった有給の休暇の詳細、⑤試用期間の期間と条件、⑥

全ての報酬（支払われるものだけでない）―現金またはクーポンやランチといった給付、⑦

労働者が働くことを求められる特定の日時、といった列挙がなされている 251。 
雇用上の諸権利の明確性と確実性そしてそれへの理解を向上させるため、雇用条件記載書

についての権利を「被用者」のみならず「従属的請負人」にも拡大させるべきといった『テ

イラー報告書』による勧告について、Bales らは、それを前向きな提案として評価している 252。 
また、上記のように、『グッド・ワーク・プラン』は、全ての労働者が被用者と同様の明

確な情報を得られるよう法改正（雇用条件記載書についての権利を被用者から労働者へ拡大

する法改正）をなすとし、また、就業の初日から被用者と労働者が当該記載書を入手できる

よう法を改正し、さらに、当該記載書が個人と使用者の両方にとって有用であることから記

載する情報内容を追加するなどとした。 
現在にあっては、上記に沿った法改正がなされ、2020 年 4 月より施行されている。 
 

第５節 資格要件期間に関して 
イギリスでは、雇用上の諸権利の一部に資格要件期間が設定されている。そのため、資格

要件期間が設定された権利を主張するためには、使用者との間で一定の勤務を継続したこと

                                            
248 Id. 
249 Id., p. 31. 
250 Id. 
251 Id. 
252 See, Bales et al., supra, note 123, p. 57. 
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が要件となる。たとえば、被用者がフレキシブルな働き方を要請する権利 253を行使し得るよ

うになるのは 26 週間の継続勤務の後となる。 
しかし、ある使用者のために断続的に就労している場合、かかるような資格要件期間を満

たすことが難しくなることを『テイラー報告書』は問題視している 254。そして、継続勤務に

おける休止可能期間を１週間から 1 ヶ月に延長するよう勧告している 255。これは、長期に亘

り同じ企業で働いているものの定期的に休止期間がある場合や、長期に亘りオンとオフを繰

り返している場合、仕事の割り当てがないために１週間以上の休みがある場合などに役立つ

こととなるなどとしている 256。休止可能期間が１週間から 1 ヶ月になれば、まとまった勤務

休止期間があったとしても、継続勤務の実績を積みやすくなり、資格要件期間を満たしやす

くなるからである。 
資格要件期間について、『グッド・ワーク・プラン』は、「雇用上の諸権利は時間の経過

とともに得られる 257」と表現している。『テイラー報告書』が、同じ使用者のために断続的

に就労する者は継続勤務に係る要件をクリアし難く雇用上の諸権利の一部を得るのが困難と

なるとしているところ、『グッド・ワーク・プラン』は、それを汲み、１週間の休止で資格

要件期間にカウントされなくなり得る現状から、それを４週間の休止まで可とするような立

法をなし、より多くの被用者が雇用上の諸権利にアクセスできるようにするとしている 258。 
上記したように、『テイラー報告書』は、継続勤務における休止可能期間を１週間から 1

ヶ月に延長するよう勧告している。 
しかし、Bales らは資格要件期間について、そもそもその必要性を疑問視している 259。そ

れは、例えば解雇されない権利が重要な社会的権利であるならなぜその権利を獲得するのに

２年もの資格要件期間が設定されているのか不可解、といった趣旨からの疑義であった 260。 

                                            
253 イギリスにおいては、1996 年雇用権法の 2002 年改正により、フレキシブルな働き方を要請する権利（right 
to request flexible working）が導入されている。当初、同権利を行使できるのは育児や介護等をなす被用者のみ

に限られていたが、2014 年改正により、同権利は、26 週間以上継続雇用されている被用者の全員が行使可能と

なった。この被用者の権利は、労働時間や就労場所に係るフレキシビリティーについてのものである。当該権利

により、フレキシブルな働き方を要請された使用者は、一定の場合にのみ、その要請を拒絶できる。すなわち、

被用者からの要請を使用者が拒否する場合、①追加費用の負担、②顧客の需要に対応する能力への悪影響、③現

在の従業員の間で業務を再編成できないこと、④従業員の追加採用ができないこと、⑤品質への悪影響、⑥業績

への悪影響、⑦被用者が働こうとする期間における仕事が少ないこと、⑧組織の改変（structural change）を計

画していること、⑨その他所管大臣が規則で定める理由のいずれかの事由に該当していなければならない（1996
年雇用権法 80G 条（1）（b））。当該被用者からの要請を使用者が拒否した場合、その決定に対し当該被用者は

不服を申し立てることができる。なお、当該権利に関しては、神吉知郁子「イギリスの柔軟労働申請権」『労働

法における規制手法・規制対象の新展開と契約自由・労使自治・法規制』（労働問題リサーチセンター、2006 年）

111 頁、岩永昌晃「イギリスにおけるテレワーク」『テレワークの法と政策―比較法的考察を中心に』（労働問

題リサーチセンター、2007 年）13 頁、18 頁等。 
254 See, Taylor, supra, note 1, p. 45. 
255 Id. 
256 Id., p. 46. 
257 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 14. 
258 See, id. 
259 See, Bales et al., supra, note 123, p. 67. 
260 Id. 
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一方、『グッド・ワーク・プラン』は、『テイラー報告書』による上記勧告を汲み、１週

間の休止で資格要件期間にカウントされなくなり得る現状から、それを４週間の休止まで可

とするような立法をなすとした。 
『労働法マニフェスト』は、Bales らの指摘と同様に、そもそも資格要件期間の存在を疑

問視している。そして、原則として、雇用上の諸権利は普遍的なものであるべきで、誰にで

も初日から適用されるべき 261といった主張をなしている。また、『ローリング・アウト』は、

資格要件期間の存在により、多くの脆弱な立場の労働者らが必要な保護を事実上受けること

ができていないことを指摘するなどして、制定法による全ての雇用上の諸権利は全ての労働

者に初日から適用されるべきなどとしている 262。 
 

第６節 年次有給休暇と休暇手当に関して 
年次有給休暇（paid annual leave）と休暇手当（holiday pay）に関し、『テイラー報告書』

は、不定期に働いていたり、週単位で労働時間が変動したりする労働者にとって、年次有給

休暇の権利は分かりにくいものとなっているといった趣旨の指摘をなしている 263。 
また、季節によって繁閑がある場合、たとえば夏季に週 50 時間働いた後に週 10 時間勤務

にした場合、十分な休暇手当が得られなくなる可能性があるといったことも指摘している 264。

すなわち、それは、平均の週給を決定するための参照期間が 12 週であることに起因してお

り、休暇を取る直前の 12 週に閑散期（週の勤務時間が減る時期）が重なってしまった場合な

どに、受け取ることのできる休暇手当が減ってしまうことを意味している。 
そして、『テイラー報告書』は、一部の脆弱な立場の労働者が、年次有給休暇の制度を知

らないことや、遠慮してしまい取得できないことも指摘しており、また、年次有給休暇を取

らないようなゼロ時間契約により就労する者の存在は一方的に使用者を利することとなると

いった趣旨のことも指摘している 265。 
そうした諸点に鑑み、『テイラー報告書』は、季節的な変動を考慮して休暇手当参照期間

を 52 週に延長すること、また「従属的請負人」にロールアップ休暇手当 266（rolled-up holiday 
pay）を受け取る機会を与えること、休暇手当の受給資格の認知度を高めるためより多くの

努力をすべきことなどを勧告している 267。 
情報の透明性の向上から個人と使用者とが恩恵を受けるのは休暇手当（holiday pay）に関

してであるなどとする『テイラー報告書』の指摘を引いた 268のち、『グッド・ワーク・プラ

                                            
261 Ewing et al., supra, note 3, at para. 5.10.  
262 See, Ewing et al., supra, note 4, at para. 6.21. 
263 See, Taylor, supra, note 1, p. 46. 
264 Id., p. 47. 
265 Id. 
266 実際に休暇取得がなされた際に休暇手当を支払うのではなく、手当を基本給に予め含ませるといった制度の

ことで、時給を 12.07%増やすことにより対応がなされるのが通例のようである。 
267 See, Taylor, supra, note 1, p. 47. 
268 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 32. 
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ン』は、有給休暇（paid time off）は、すべての労働者に資格がある基本的な保護である 269

としつつ、一部の労働者や使用者は休暇手当を知らないため情報提供が必要であるなどとし

ている 270。また、労働者の休暇取得が妨げられていたり労働者が使用者に休暇取得を求める

に消極的であったりするとのエビデンスを得たといった趣旨のことや、休暇手当に関する権

利の認識が労働者にとって重要になるといった趣旨の『テイラー報告書』による指摘などが

紹介されている 271。 
その上で、『グッド・ワーク・プラン』は、個々人と使用者との両方を対象とした意識向

上キャンペーンを開始するとし、すべての労働者が有給休暇の恩恵を受けられるよう意識と

理解とを向上させる 272としている。また、誰もが法の遵守のために、必要な情報を有するこ

とが極めて重要である 273とし、休暇手当規定の解釈をサポートするため具体例を含む新た

なガイダンスを広め、そこには休暇資格や休暇手当についての計算表 274を付するなどとし

ている 275。 
さらに、とりわけ季節的で非典型的な役割をなす労働者についての問題意識から、平均の

週給（average week’s pay）を決定するための参照期間を 12 週から 52 週に増やす必要があ

るとした『テイラー報告書』による勧告を容れ、休暇取得時季の選択につき労働者の裁量を

高めるなどとしている 276。そのため、休暇手当の参照期間を上記の通り延長する立法をなす

としている 277。 
また、平均週給の参照期間に関しては、『グッド・ワーク・プラン』において「52 週の休

暇手当参照期間が如何に作用するかについての具体例（example of how a 52 week holiday 
pay reference period would operate）」と題する例が掲載されている 278。具体的には、平均

週給の参照期間が 12 週から 52 週に延長されると、どのようなメリットがあるのか、大規模

小売店で就労する者を素材とした例が、以下のように示されている。 
すなわち、その者は、毎週平均 35 時間就労している。しかし、5 月・6 月・7 月は閑散期

なので週 25 時間の就労となる。現行法上、その者が 8 月に休日を取得する場合の休暇手当

についての参照期間は 12 週となるため、その者の休暇手当は週 25 時間を反映したものとな

る。ところが、それは、繁忙期に比し、その者が受け取る休暇手当が少なくなることを意味

する。参照期間が 52 週に延長された場合、その者の休暇手当は増額されることとなるとい

                                            
269 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 32. 
270 See, id. 
271 Id. 
272 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 33. 
273 Id. 
274 具体的には、イギリス政府のウェブ・サイト 
（ <https://www.gov.uk/government/publications/holiday-entitlement-calculator-temporary-replacement>）

において、計算可能である。 
275 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 33. 
276 Id. 
277 Id. 
278 Id. 
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ったような具体例である。なお、これは、その者とその使用者にとって、その者の休暇手当

が年間を通じた労働時間をよりよく反映することから、より公正なアプローチとなる、との

指摘も当該具体例に付されている。 
さらに、全国最低賃金や全国生活賃金が適切に支払われるようにするためになされる強い

取り組みに沿って、脆弱な（立場の弱い）労働者の休暇手当権の国（監督行政）によるエン

フォースメントを導入する 279とし、立法を進めるとしている 280。これにより、休暇手当を

受領していない労働者は申立てをなすことが可能となり、国（監督行政）のエンフォースメ

ント機関は、当該労働者に代わって、その支払いを求めることができるなどとしている 281。

さらに、イギリス政府は、法定傷病手当の改革を検討しており、その一環として、エンフォ

ースメント方法に改変が必要かどうか検討する 282としている。 
そうした上で、これら改変の累積的な効果、そして雇用法エンフォースのために利用でき

るリソースの近時の増加とが相まって、エンフォースメントの状況を大きく変えると予想さ

れる 283としている。そして、労働市場エンフォースメント指導官のポストを設けたことは、

雇用法をエンフォースする機関の間の調整と情報共有とを改善するという点で、優れた革新

であったが、さらに改革を進めるなどとしている 284。すなわち、立場の弱い就労者が自らの

諸権利をよりよく認識しそれらへのアクセスを容易にし使用者の法令遵守を支援すべく、新

たな単一の労働市場エンフォースメント機関（labour market enforcement agency）につい

ての提案を 2019 年初めになすとし、これによって、個人と使用者に単一のコンタクト先が

提供され、上述のような追加的権限とリソースによるメリットが得られるようになるなどと

している 285。 
上記のように、『テイラー報告書』は、平均の週給を決定するための参照期間が 12 週であ

ることにより、休暇手当が減ってしまう場合があることを問題視した。 
しかし、Bales らは、年次有給休暇に関し当該週に働いた場合に得られる金額よりも少な

い金額を受け取ることとなる可能性（たとえば、ゼロ時間契約により就労する者が繁忙期に

休暇を取得した場合）を指摘するなどして、『テイラー報告書』の休暇手当参照期間に係る

勧告を批判している 286。また、「従属的請負人」へのロールアップ休暇手当についても、年

次有給休暇を取得しないインセンティブになるなどと指摘している 287。 

                                            
279 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 42. 
280 See, id. 
281 Id. 
282 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 42. 
283 Id. 
284 See, id. 
285 Id. なお、本文に記載の通り、『グッド・ワーク・プラン』は、新たな単一の労働市場エンフォースメント機

関についての提案を 2019 年初めになすとしているものの、これに係る状況は遅々としている。 
286 See, Bales et al., supra, note 123, p. 68. 
287 Id. 
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一方、『グッド・ワーク・プラン』は、『テイラー報告書』による上記勧告につき、休暇

手当の啓発キャンペーンを実施し、参照期間を 52 週に延長するとした。しかし、ロールアッ

プ休暇手当の勧告については受け入れなかった 288。 
現在にあっては、参照期間の 52 週への延長につき法改正がなされ、2020 年 4 月より施行

されている。 
  

                                            
288 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 45. 
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第４章 労使関係・雇用審判所に係る法政策 
 

第１節 2004 年被用者への情報提供・協議規則に関する事項 
2004 年被用者への情報提供・協議規則（Information and Consultation of Employees 

Regulations 2004）289は経営状況やリストラなど被用者に影響を及ぼす一定の事項について

使用者が被用者の代表者を通じ情報提供・協議するなどせねばならない旨を規定するが、『テ

イラー報告書』は、使用者と被用者間の長期的な情報及び協議に係るアレンジメントを促進

させるための枠組みを当該規則が提供してきた 290としている。そうしたアレンジメントは、

たとえば、不必要な解雇や雇用条件の悪化を招かないようリストラの代替案を提案するなど、

被用者の意見を経営上の意思決定に反映させることを意味する 291とし、使用者は、組織や契

約関係の大幅な変更につながる可能性のある決定を含む様々な問題に関する情報を被用者の

代表者に提供しなければならないとしている 292。また、当該規則には、被用者の代表者の選

出プロセスが定められており、その役割を果たす者が不利益な取扱いを受けないための保護

に係る定めも置かれていることを紹介している 293。 
当該規則の適用を受けるためには、被用者の 10%以上（最低 15 名以上）の支持が必要と

されていることにつき、『テイラー報告書』は、そうした規制の結果、実際に協議委員会

（consultative committee）やワークス・カウンシル（works council）を設置している職場

は 2011 年の段階で 14%にとどまると指摘し、「被用者の 10%」という値を問題視してい

る 294。そして、『テイラー報告書』は、必要な被用者の支持について 10%から２%に引き下

げるべきといった勧告をするなどしている 295。 
2004 年被用者への情報提供・協議規則に関しての『テイラー報告書』の主張について、

Bales らは必ずしも評価していない訳ではないが、むしろ、『テイラー報告書』が集団的労

働法について浅慮であり、国際的な議論や学術文献の参照をしておらず、真の社会的対話を

促進させる抜本的改革を欠くものとして批判するなどしている 296。 
『テイラー報告書』の上記勧告を受け、『グッド・ワーク・プラン』は、2004 年被用者へ

の情報提供・協議規則につき、従来、情報提供や協議の実施について、被用者が要求をなす

                                            
289 当該規則につき、詳細は、有田・前掲注 86）229 頁以下等。なお、2004 年被用者への情報提供・協議規則

は、2002 年 3 月 11 日の欧州共同体における被用者に対する情報提供及び協議の一般的枠組みを設定する欧州議

会及び閣僚理事会の指令（Directive of the European Parliament and of the Council of 11 March 2002 
establishing a general framework for informing and consulting employees in the European Community
（2002/14/EC））を国内法化したものとなる。当該指令等につき、濱口桂一郎「EU 一般労使協議指令の実施状

況」生活経済政策 117 号（2006 年）28 頁等。 
290 Taylor, supra, note 1, p. 52. 
291 Id. 
292 See, Id., p. 52. 
293 Id. 
294 Id. 
295 Id., p. 53. 
296 See, Bales et al., supra, note 123, pp. 71-75. 
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には全体の 10％の支持が必要であったところ、それを２％に引き下げるなどとしている。た

だ、手続きを開始するために必要な被用者の最少人数は 15 名のまま維持するとしている。 
現在にあっては、上記に沿った改正がなされ、2020 年 4 月より施行されている。 
『労働法マニフェスト』は、2004 年被用者への情報提供・協議規則の改正を提案するもの

ではないが、団体交渉の復権を基本コンセプトとしており 297、『テイラー報告書』や『グッ

ド・ワーク・プラン』よりも遥かに広い視野から様々な提案がなされている。すなわち、労

働省の再創設や産業部門別交渉を中心に据えた団体交渉の再建、また、労使同数で部門別労

働協約についての交渉を行うなどする産業部門別雇用委員会の設立、そして、産業部門別の

団体交渉に上積みする形で企業レベルでの団体交渉が行われることを想定し組合承認手続の

改革など 298が具体的に提案されている。 
 
第２節 雇用審判所の改革 

『テイラー報告書』は、雇用審判所についても様々な勧告をしているが、2013 年に導入さ

れた雇用審判費用についての勧告 299については、『テイラー報告書』が公にされた直後の最

高裁判所の判断で同費用が違法と判断され、それに係る状況が改善されたことから本報告書

では割愛する。 
それ以外の雇用審判所に係る勧告として、『テイラー報告書』は、まず立証責任について

のそれを提示している。すなわち、ある個人が雇用審判所に訴えをなす際、自身の雇用上の

法的地位を立証する責任があるものの、『テイラー報告書』は、それは当該個人にとって不

公正な負担であるなどとしている 300。そして、雇用上の法的地位が争われている事案につき、

雇用審判所における立証責任は使用者側が負担すべきなどとして、立証責任の転換を勧告し

ている 301。 
また、雇用審判所の裁定金を支払わない使用者が存在することについて、エンフォースメ

ントを強化すべきなどとする勧告や、そうした使用者の名称公表の制度を確立すべきなどと

する勧告を『テイラー報告書』は示している 302。 
さらに、使用者が、ほとんど同様の事実で雇用上の法的地位に係る事案で敗訴していた場

合、雇用審判所に加重的なペナルティーなどを検討する義務を課するべきといった勧告 303

や、同一または実質的に同一の労働形態（working arrangements）の者に対し、後続の違反

があった場合に、審判所が裁定金の増額をなすべきであるといった勧告 304もしている。 

                                            
297 井川・前掲注 10）116 頁。 
298 井川・前掲注 10）116-117 頁。 
299 See, Taylor, supra, note 1, pp. 61-62. 
300 Id., p. 62. 
301 Id. 
302 Id., pp. 62-63. 
303 Id., p. 63. 
304 Id., p. 64. 
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『グッド・ワーク・プラン』は、イギリス政府が裁判所と審判所の改革に年 10 億ポンド以

上を投資していることを指摘 305し、プロジェクトが２つが存在するとしており、それは雇用

審判所プロジェクトと民事エンフォースメント・プロジェクトとであるなどとしている 306。 
このうち、後者（民事エンフォースメント・プロジェクト）は、利用者に対し、わかりや

すく明確なリーフレットやガイダンス等を提供するなどとしており 307、利用者がさまざま

なエンフォースメントの方法を選択し得るよう、さらに、諸種存在するエンフォースメント

の制度 308について理解が深まるよう、啓発しようとするものと思われる。また、前者（雇用

審判所プロジェクト）については、そのプロジェクト名を明示した上での記述が必ずしもな

されていないが、おそらく、デジタル・サービス配信（digital service delivery）を用いて雇

用審判所への申立てから裁定（award）までの手続きを簡素化するといったこと、そして、

審判所を利用する際に利用者が１度だけ情報を提供すれば良いようデータを扱うといったこ

となどを指しているように解される 309。 
これらの改革に加え、ビジネス・エネルギー・産業戦略省の過料制度（BEIS penalty scheme）

は、引き続き、使用者に警告通知（warning notice）をなす執行官吏への、未払いの雇用審

判所裁定を登録するための無料制度を個人に提供し続ける 310、としている。この制度は、

2016 年 4 月 6 日以降の雇用審判所の判断について用いることが可能であり、イギリス政府

のウェブ・サイトから、所定の登録フォーム（Penalty Enforcement Form 311）をダウンロー

ドすることができる。28 日以内に未払いの裁定金が支払われない場合、当該使用者は、過料

通知を受けることとなり、裁定金の 50％の額の過料を政府に支払わなければならず、当然な

がら裁定金も当該申立人に支払わなければならない 312。当該制度は、2016 年の導入以降、

1000 件を超える警告通知を発し、150 万ポンド以上の回収実績を挙げているとされており、

功を奏した制度として位置付けられるなどしている 313。 
さらに、『グッド・ワーク・プラン』は、雇用審判所の裁定金を支払わない使用者の名称

公表をなすなどとしている 314。実際、『グッド・ワーク・プラン』が出されたのと同時期の

2018 年 12 月に、同省より「雇用審判所裁定金未払いに対する名称公表制度（Naming Scheme 
                                            
305 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 36. 
306 Id. 
307 Id. 
308 『グッド・ワーク・プラン』における本文には、ビジネス・エネルギー・産業戦略省の雇用審判所過料制度

（BEIS Employment Tribunal penalty scheme）、高等法院のファースト・トラック執行官吏制度（Fast-Track 
High Court Enforcement Officer Scheme）、郡裁判所のエンフォースメント・オプション（County Court 
enforcement options）が例示されている。 
309 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 37. 
310 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 37. 
311  当 該 フ ォ ー ム は 、 イ ギ リ ス 政 府 の ウ ェ ブ ・ サ イ ト 

（ <https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/7636
06/Penalty_Enforcement_Form.docx>）からダウンロードが可能である。 
312 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 37. また、前掲注 311 に

記載したアドレスからダウンロード可能なフォームにおける記載を参照。  
313 Id., p. 37. 
314 Id. 
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for Unpaid Employment Tribunal Awards 315）」と題する文書が出されている。その文書

は、同省の名称公表制度は過料制度と並行して実施されるものであるとし 316、200 ポンド以

上の裁定金がその対象となり 317、名称公表は警告通知から最短で 42 日後になされる 318な

どとしている。なお、申立人が記入する上記フォームにおいて、名称公表の賛否についても

申立人が意思表示可能である 319。 
また、使用者が適切に制裁を受けることを申立人が確信できるか、また繰り返し違反をな

す使用者に対処できるか、といった趣旨の問題意識 320、そして、雇用審判所は使用者に対し

本案的なもののほか付加的に過料の支払いを命じることができるが、それが必ずしも広く知

られていないといったような問題意識から、『グッド・ワーク・プラン』は、新たなガイダ

ンスを提供するとしており、また、使用者において重大な違反があった場合の過料の上限を

現行の 5,000 ポンドから 20,000 ポンドに引き上げる立法を進めるなどとしている 321。 
そのほか、同種同様の問題について繰り返し違反をなす使用者に対し制裁を用いることに

ついて、ステークホルダーと協議しつつ立法を進めるなどとしている 322。また、そうした制

裁を用いるか検討する義務を雇用審判官（employment judges）に課すなどとしている 323。 
現在にあっては、名称公表制度と重大違反事案における過料の引き上げが、それぞれ実施

されている（前者は 2018 年 12 月以降、後者は 2019 年 4 月以降から実施）。 
Bales らは、雇用審判所における立証責任は使用者側が負担すべきとの勧告につき、前向

きな提案として評価している 324。 
雇用審判所に関しては、『労働法マニフェスト』も複数の提案をしており 325、さらに具体

的な提案を『ローリング・アウト』がなしている。すなわち、①新たな労働裁判所（Labour 
Court）制度を設けるべきであり、第１層として雇用審判所・中央仲裁委員会・認証官

（Certification Officer）、すべての労働関連の申立てを取り扱う独占的な管轄権を有する労

働裁判所、そして労働控訴裁判所（Labour Court of Appeal）の３層構造とすべきこと 326、

②雇用審判所は使用者及び労働組合の代表が参加する本来の三者構成に戻すべきこと 327、

③助言斡旋仲裁局による審理前の調停は現在のような義務的なものではなく任意とすべきこ

                                            
315 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, Naming Scheme for Unpaid Employment 
Tribunal Awards: Policy on Department for Business, Energy and Industrial Strategy’s naming scheme for 
employers who fail to pay employment tribunal awards, (2018). 
316 See, id., p. 2. 
317 Id., p. 3. 
318 Id., p. 5. 
319 前掲注 311 のフォームには、3.3 として、「裁定金が未払いのままである場合、あなたは使用者の名称が公

表されることに同意しますか？」との欄があり、「はい」または「いいえ」にチェックすることとなっている。 
320 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 38. 
321 Id. 
322 Id. 
323 Id. 
324 See, Bales et al., supra, note 123, p. 57. 
325 井川・前掲注 10）126-127 頁。 
326 See, Ewing et al., supra, note 4, at para. 10.13. 
327 See, id., at para. 10.14. 
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と、労働者が請求に関する何らかの無料の法的アドバイスを受けられるようにすること 328、

④雇用審判所の裁定のエンフォースメントを大幅に改善すること（裁定金を支払わない者に

ついて最悪の場合は刑事罰を科すべきこと）329といった提案が雇用審判所に係るものとして

なされている。 
  

                                            
328 See, id., at para. 10.15. 
329 See, id., at para. 10.16. 
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終章 
 

第１節 ５つの論点における比較 
『テイラー報告書』や『グッド・ワーク・プラン』が諸事につき、基本的に既存のアプロ

ーチを維持しつつ、一定の修正を図ろうとしているのに比し、『労働法マニフェスト』や『ロ

ーリング・アウト』は既存の枠組みを疑問視し、抜本的な改革をなそうとしているものとい

える。前者と後者とがともに言及していた論点は、①「労働者」概念に関して、②資格要件

期間に関して、③ゼロ時間契約により就労する者に関して、④2004 年被用者への情報提供・

協議規則に関して（但し『労働法マニフェスト』や『ローリング・アウト』は同規則の改正

を提案するものではない。ここでは、労使間のコミュニケーションのあり方という意味合い

において当該論点を捉えたい）、⑤雇用審判所に関しての５つであった。 
それぞれについてみるに、まず、①「労働者」概念に関しては、『テイラー報告書』に比

し、ドラスティックな改革をなそうとしているのが、『労働法マニフェスト』ないし『ロー

リング・アウト』ということになる。『テイラー報告書』が Deliveroo 事件などで顕在化し

たように「代替条項」に係る問題点を意識しているものの雇用上の法的地位の３分法は維持

しようとしている一方、『労働法マニフェスト』の側は、プラットフォームを介した新しい

働き方の登場のみならず、脆弱な立場の就労者の増加とその権利保障をも視野に含めており、

相当広範な問題意識のもとで、普遍性を有する「単一の法的地位」を提案（雇用上の法的地

位についての２分法の提案）するに至っている。 
次に、②資格要件期間に関しては、『テイラー報告書』や『グッド・ワーク・プラン』が

その存在を前提としているのに対し、『労働法マニフェスト』や『ローリング・アウト』は

その存在自体を疑問視し、その存在により多くの脆弱な立場の労働者らが必要な保護を事実

上受けることができていないとして制定法による全ての雇用上の諸権利は全ての労働者に初

日から適用されるべきといった主張をなすに至っている。 
そして、③ゼロ時間契約により就労する者に関しては、『テイラー報告書』を受けた『グ

ッド・ワーク・プラン』が予見可能かつ安定的な契約を要請する権利を全ての労働者にもた

らすとしている一方で、『労働法マニフェスト』は詳細かつ具体的な複数の提案をなし、そ

れを敷衍する『ローリング・アウト』は、（α）働く週ごとに最低限の通常の労働時間を契

約に定めさせること、かつ、これを「初日」からの権利とすること、（β）働く週に労働時

間をどのように配分するかを定め、かつ、シフトやローテーションなどを定めること（その

変更には、少なくとも 7 日前に合理的な通知をなす必要がある）、（γ）契約に定められた

通常の労働時間を超える追加的な労働時間を合意することができるが、通常の労働時間の

20%を超えて労働時間を追加しないよう定めること、（δ）契約に定められた通常の労働時

間を超える追加時間を合意した場合に「プレミアム・レート」という形式で追加的報酬を提

供すること、といった事柄を提案し、また、通常の労働時間または合意された追加労働時間
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がキャンセルされた場合、キャンセルされた各労働時間に対して同様の割増賃金率が適用さ

れるべきであり、キャンセルによって発生した追加的費用または損失も考慮されるべきであ

るなどとし、さらに、労働者は、法律または労働協約で規定された時間を超える追加的な労

働の要求から、また、そのような追加的な労働に同意しなかったことによる不利益から、保

護されるべきであるなどとしている。『グッド・ワーク・プラン』が「要請」権にとどまる

提案となっているのに比し、『ローリング・アウト』による提案は詳細であり、また実効性

も高く担保されるものと考えられ、温度差がみてとれる。 
また、④2004 年被用者への情報提供・協議規則に関しては、『テイラー報告書』と『グッ

ド・ワーク・プラン』がその改正を提案している。『労働法マニフェスト』は、同規則の改

正を提案するものではないが、団体交渉の復権を基本コンセプトとし（本報告書第１章第５

節１参照）、相当に広い視野から様々な提案をなしており、前述したように、労働省の再創

設や産業部門別交渉を中心に据えた団体交渉の再建、また、労使同数で部門別労働協約につ

いての交渉を行うなどする産業部門別雇用委員会の設立、そして、産業部門別の団体交渉に

上積みする形で企業レベルでの団体交渉が行われることを想定し組合承認手続の改革など

330が提案されている。 
さらに、⑤雇用審判所に関しては、『テイラー報告書』や『グッド・ワーク・プラン』が

立証責任の転換や雇用審判所の裁定金を支払わない使用者の名称公表制度の開始、また、違

反を繰り返す使用者につき制裁を加えることなどにつき提案をなしている。一方において、

雇用審判所に関し、『労働法マニフェスト』も複数の提案をなし、さらに具体的な提案を『ロ

ーリング・アウト』がしている。すなわち、（α）新たな労働裁判所制度を設けるべきであ

り、第１層として雇用審判所・中央仲裁委員会・認証官、すべての労働関連の申立てを取り

扱う独占的な管轄権を有する労働裁判所、そして労働控訴裁判所の３層構造とすべきこと、

（β）雇用審判所は使用者及び労働組合の代表が参加する本来の三者構成に戻すべきこと、

（γ）助言斡旋仲裁局による審理前の調停は現在のような義務的なものではなく任意とすべ

きこと、労働者が請求に関する何らかの無料の法的アドバイスを受けられるようにすること、

（δ）雇用審判所の裁定のエンフォースメントを大幅に改善することといった提案が雇用審

判所に係るものとしてなされている。新たな労働裁判所制度の創設や雇用審判所を労働組合

の代表を含む本来の三者構成に戻すことなど抜本的な改革が提案されており、『テイラー報

告書』や『グッド・ワーク・プラン』に比して、やはりかなりの差異が見受けられるところ

となっている。 
結局のところ、かかるような差異の存在は、それぞれにおける基本認識の違いから導出さ

れるものといえるだろう。マイナー・チェンジを志向する『テイラー報告書』・『グッド・

                                            
330 井川・前掲注 10）116-117 頁。 
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ワーク・プラン』とドラスティックな改革を志向する『労働法マニフェスト』・『ローリン

グ・アウト』との明白な相違が、上記の５つの論点において表出しているものといえる。 
 

第２節 『テイラー報告書』・『グッド・ワーク・プラン』の意義 
基本的に、『テイラー報告書』による各勧告は、抜本的な改革を志向するものは少なく、

また研究者からの評価は、必ずしも高いものでない。『テイラー報告書』全体について、

McGaughey は、現行法について誤解を招くような記述がみられる 331とし、ギグ・エコノミ

ーのもとで働く人々を何の根拠もなく法律上「被用者」ではないと推定してしまっている 332

といった具体例を複数挙げ、批判している。また、Bales らは、『テイラー報告書』が「イギ

リス方式」に固執しており、国際的な比較の視点が欠如しているといった批判をしている 333。 
そうすると、『テイラー報告書』は、意義に乏しいものなのであろうか。しかし、『テイ

ラー報告書』による勧告は、その全てが批判にさらされているわけではない。また、『グッ

ド・ワーク・プラン』により、『テイラー報告書』の勧告のほとんどはイギリス政府により

受け入れられ、既に実現に至っているものも少なくなく、イギリス労働法政策の現在を語る

上で『テイラー報告書』は不可欠な存在といえる。そして、法政策との関係で、『テイラー

報告書』あるいは『グッド・ワーク・プラン』には評価に値する姿勢がみてとれないわけで

はない。以下では、法政策との関係でどのような点を積極的に評価可能かという視点から、

『テイラー報告書』ないし『グッド・ワーク・プラン』における３つの事項につき論じるこ

ととしたい。 
 
１ 雇用に関わる者たちへの「わかりやすさ」の重視 

第一に、『テイラー報告書』は雇用に関わる者たちへの「わかりやすさ」を重視しようと

しており、そうした姿勢は評価に値する。本報告書第２章第２節１で紹介したのは、雇用上

の法的地位に関し、一次的な立法に判定基準のアウトラインを示し、変化していく状況や関

連する判例法理に対しダイナミックに対応できるようにするため、これらの基準を支える詳

細については二次的な立法や指針をより多く活用し迅速にアップデートできるよう規定をな

すべきといった、『テイラー報告書』による主張であった。当該主張それ自体は、研究者ら

が批判するように、かなりの無理を含んでいる。 
しかし、その主張の背景には、裁判所や法律の専門家のみが理解し得るものではなく、誰

にとってもわかりやすいものが法であるべきだという『テイラー報告書』の基本的な立場が

存在する。誰にとってもわかりやすい法が存在していれば、就労者は自らの権利を知り得る

し、また使用者も責任を果たし得る。そうした『テイラー報告書』における認識や姿勢は、

                                            
331 See, McGaughey, supra, note 131, p. 184. 
332 Id., p. 185. 
333 See, Bales et al., supra, note 123, pp. 55-57. 
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重要なものといえよう。いかに内容の充実した法典があったとしても、理解し得るのが専門

家のみであるとすれば、それは一般の人々にとっては画餅になりかねない。法政策を展開し

ていく上で、わかりやすさを重要視するという姿勢は、結果として諸権利の保障に寄与する

ものと考えられる。 
そうした『テイラー報告書』のわかりやすさを重視しようとする姿勢は、雇用条件記載書

や、派遣労働者に係る情報の透明性といった各勧告の基礎にもなっているように解される。

誰にとってもわかりやすいものを目指すということは、決して容易なことではないが、法政

策を展開する上ではごく基本的なこととも解されるところ、そうした点を押さえようとする

『テイラー報告書』の姿勢は積極的に評価されるべきであろうし、その勧告の大部分を容れ

た『グッド・ワーク・プラン』も評価に値するであろう。 
 
２ 現実を把握しようと努め、一定の解を導出しようと試みる姿勢 

第二に、『テイラー報告書』は、ギグ・エコノミーの進展、とりわけプラットフォームを

介した新しい働き方の登場について、現実を把握しようと努め一定の解を導出しようと試み

ており、その姿勢それ自体は評価に値するだろう。「労働者」ないし「従属的請負人」概念

との関係で、『テイラー報告書』は、Deliveroo 事件において端的であった「代替条項」の問

題について積極的な姿勢をみせており、「管理」可能性を重視すべきという帰結については

批判を受けつつも、「代替条項」への対処という意味では一定の評価を受けるところとなっ

ている。 
また、デジタル・バッジの活用、あるいは、評価のポータビリティーに関して、『テイラ

ー報告書』はかなり踏み込んだ勧告をしている。先に述べたようにプラットフォームには、

労働力評価機能及び報酬と支払の決済機能という２つの基本的な機能が存在し、そうした基

本機能の存在がプラットフォームへの信頼を高めるところとなっているが、デジタル・バッ

ジや評価のポータビリティーといった事柄は、プラットフォームの労働力評価機能と直接に

結び付くものである。デジタル・バッジや評価のポータビリティーの当否は別として、プラ

ットフォームの有する機能について確かな着目をなし、それについて勧告をなすという態度

からは、現実を把握しようと努める姿勢がみてとれる。 
以上からすれば、勧告の当否はともかくとして、少なくとも、『テイラー報告書』が現実

を把握しようと努め、一定の解を導出しようと試みている姿勢は、評価に値し得る。また、

それを敷衍した『グッド・ワーク・プラン』にも同様のことがいえるだろう。 
 
３ good work という標語 

第三に、『テイラー報告書』と『グッド・ワーク・プラン』は、good work という標語を

用いているが、かかる標語は明快かつ効果的に法政策の内容を伝え得るものとなっている。

雇用政策においては、雇用の「量」を増やし失業に対処するというような文脈での展開がこ
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れまで多くみられたが、そうではなく、雇用の「質」に着目した政策展開をなそうとする意

図を的確に表現しているのが、この good work との語となっている。そして、抽象度の高い

語であるからこそ、様々な意味付けをなすことができるという点も、good work という語の

利点といえよう。意味付けをなす過程を通じ、法政策の方向性と内容を確固としたものにな

し得るからである。 
よって、good work という語の選択は、法政策を展開させる上で、優れたものであったと

いえよう。 
 
４ 諸刃の剣 

以上において、『テイラー報告書』ないし『グッド・ワーク・プラン』につき、法政策と

の関係で３つの評価し得る事項を挙げた。とはいえ、そのいずれも、諸手を挙げて評価でき

るものではない。第一の事項は、わかりやすさを重視するあまり、白黒がはっきりしていな

いような理論的な問題点にも白黒をつけねばならなくなり得る。また、第二の事項について

も、把握したはずの現実が表層的なものである場合、導出される政策は方向違いのものにな

りかねないし、把握したはずの現実が一定の範囲にとどまる場合、後述するような「限界（『三

者関係』の類型のプラットフォームを介した労働について検討が不十分と解されるという限

界）」が指摘され得る。さらに、第三の事項については、明快な標語であって、その語がプ

ラスの意味で抽象度が高ければ高いほど、政策の受け手の期待度は高まるが、政策の内実と

のギャップが大きい場合、受け手の失望の度はかえって高いものとなり得るし、抽象度の高

さは後述するような「媒介論理不足（ある勧告と good work との繋がりのみえにくさ）」に

も関係し得る。よって、ここで論じた３つの点は、いずれもいわば諸刃の剣であるといえよ

う。 
 
第３節 『テイラー報告書』・『グッド・ワーク・プラン』における限界 

研究者による批判もさることながら、『テイラー報告書』ないし『グッド・ワーク・プラ

ン』には、一定の限界があるように解される。そのように考えられる３つの事項につき、こ

こで指摘したい。 
 
１ 基本姿勢から生じる限界 

まず、『労働法マニフェスト』ないし『ローリング・アウト』との対比に関してである。

『労働法マニフェスト』ないし『ローリング・アウト』が提案する案は、徹底的かつ大幅な

改革を伴うものとなっており、たとえば「労働者」概念ひとつをとっても、『テイラー報告

書』の提案するそれとは全く異なる内容となっている。本報告書第２章第２節１で述べたよ

うに、「イギリス方式」についての肯定的な現状認識のもと既存のアプローチを維持しつつ

も、多くのマイナー・チェンジをなしていこうというのが『テイラー報告書』の基本的な姿
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勢となっている。しかし、それは、結果として『テイラー報告書』の内容に一定の限界を付

すところとなっており、『グッド・ワーク・プラン』についても同様のことが指摘できよう。 
 
２ good work との関係における限界 

次に、『テイラー報告書』は、表題からも明らかなように good work を、全体を貫く標語

として展開させている。しかし、その一方で、各勧告と good work との関係が必ずしも明ら

かでない場合がみられる。たとえば、これまでの「労働者」を「従属的請負人」に名称変更

し、「自ら」労働またはサービスをなすということを重視せず「管理」をより重視すべきと

いった「労働者」概念に関する勧告と good work とは如何にして繋がるのであろうか。両者

を適切に架橋する媒介論理が不足しているように解される。名称変更と good work との繋が

りが判然としないし、「代替条項」の問題があるにせよ、なぜ「管理」を重視すべきなのか、

そしてそうすることが如何にして good work に繋がり得るのか、『テイラー報告書』におい

ては、そうした説明が不十分といえる。同じようなことは、他の勧告にも該当し得るところ

であって、そうした点もまた『テイラー報告書』における限界のひとつとして指摘すること

ができるだろう。 
また、『テイラー報告書』における各勧告が本当に good work を導出させるのかという点

にも、疑問がないわけではない。そして、それは『グッド・ワーク・プラン』にも妥当しよ

う。そもそも『テイラー報告書』の各勧告を容れ、具体的な政策展開をなそうとする『グッ

ド・ワーク・プラン』における各個の提案事項が実際に good work に結びつくのか、あるい

は good work というに十分なのかという根源的な問いが生じ得るところである。『労働法マ

ニフェスト』、『ローリング・アウト』との比較からすると、微妙なように思われる点（例

えば、資格要件期間やゼロ時間契約について『グッド・ワーク・プラン』が提案するところ

は実際 good work に結びつくものと確信をもって言い得るのだろうか）もあるところであっ

て、『テイラー報告書』ないし『グッド・ワーク・プラン』における一定の限界の存在を認

識せざるを得ない。 
 
３ クラウドソーシング型のプラットフォームを介した労働に対する関心の低さ 

さらに、『テイラー報告書』ないしそれを受ける『グッド・ワーク・プラン』は、いわゆ

る Uber 型のプラットフォームを介した労働については一定の関心を割いているといえよう

が、それ以外の類型についての検討が不十分であるように解される。すなわち、特定業務に

特化した事業者が当該事業に必要な労働力を自らが運営するプラットフォームを通じ調達す

るという「二者関係」としての類型が Uber 型であり、これは基本的に従来の業務委託関係

ないし企業包摂関係の類型として位置付けられる 334が、プラットフォームを介した労働は

                                            
334 これにつき、毛塚・前掲注 69）季労 259 号 53 頁、54 頁。 
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Uber 型のみに限定されるものではない。発注者とプラットフォームを介して就労する者と、

その仲介をなすプラットフォーム事業者という「三者関係 335」としての類型も存在しており、

たとえば、データ入力などマイクロタスクのプラットフォームを介した労働（クラウドソー

シング（crowdsourcing）型のプラットフォームを介した労働）が存在する。しかし、『テイ

ラー報告書』ないし『グッド・ワーク・プラン』は、後者の類型について、特段の関心を示

しているようには見受けられない。この点もまた『テイラー報告書』ないし『グッド・ワー

ク・プラン』の限界のひとつとして数えることができるであろう。 
 

第４節 おわりに 
本報告書は、現代イギリスにおける労働法政策の展開を紹介することを主な目的とするも

のであった。イギリスにおいては、①プラットフォームを介した新しい働き方の登場、②脆

弱な立場の就労者の増加、③労使関係・雇用審判所に関する改善の必要性、あるいはさらに

EU 離脱からの離脱問題といった事柄の一部またはその全部を背景とし、労働法政策に係る

７つの文書が次々に出されていくこととなった。それら政策文書は、いずれも紹介に値する

ものであったが、とりわけ現在イギリスで採られている労働法政策の淵源が『テイラー報告

書』と『グッド・ワーク・プラン』に求められることから、本報告書は、その両者を中心に

論じることとした。 
『テイラー報告書』や『グッド・ワーク・プラン』は、上記①から③の背景に係る論点に

ついて、様々な提案がなされるところであった。その多くは、既存の法制等をマイナー・チ

ェンジしていこうというものであり、抜本的な改革を志向するという姿勢には乏しいもので

あった。『テイラー報告書』による勧告については本報告書の第２章から第４章の個別論点

でみたように研究者からの批判が少なくなく、また、いわば対極に立つ存在である『労働法

マニフェスト』や『ローリング・アウト』による改革提案の方が実効性に富むようにも思わ

れなくもないところではあったが、本章で述べたように、『テイラー報告書』や『グッド・

ワーク・プラン』における意義は皆無ではない。あるいは、むしろ既存のアプローチを維持

しながらのマイナー・チェンジのあり方を示す材料として示唆的ともいえる。とはいえ、や

はり一定の限界を抱えていたことは本章で述べた通りである。 
イギリス労働法における多岐にわたる論点を本報告書で扱うこととなったが、その中にあ

って、とりわけ日本でも問題となっている論点として、雇用上の法的地位に係る問題を挙げ

ることができるだろう。イギリスでは雇用上の法的地位について３分法が採られているが、

それをどうにか維持しようとし、あるいはそれを前提とするのが『テイラー報告書』や『グ

                                            
335 イギリスにおいて、三者関係型のクラウドワークに関する議論がなされていないわけではない。たとえば、

Jeremias Prassl and Martin Risak, ‘Uber, Taskrabbit, & Co: Platforms as Employers? Rethinking the Legal 
Analysis of Crowdwork’, 37 Comparative Labor Law and Policy Journal 619 (2016), p.622 は、三者関係型と

二者関係型との双方を対象とし、プラットフォームの使用者性について論じている。その議論は、「機能的使用

者概念論」として、有田・前掲注 10）101 頁以下において紹介がなされている。 
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ッド・ワーク・プラン』の立場であり、自己の計算に基づいて事業を営んでいる個人を唯一

の例外として「単一の法的地位」を主張（２分法の採用を主張）するのが『労働法マニフェ

スト』や『ローリング・アウト』の立場であった。今後の政治的動向によっては、２分法が

採用される可能性もないわけではない。日本では、３分法の可能性を探る議論も存在すると

ころではあるが、３分法を採るイギリスにおいて、こうした議論が存在しているという点は

示唆的であるといえよう。とはいえ、イギリスにおける３分法は、本報告書第２章第１節３

で述べたような事情から生じたものであり、独特の法構造となっている点には留意が必要で

ある。ともかく、かかるようなイギリスの議論は、いかなる保護をどこまでの人々に及ぼす

かという根源的な問いについての議論であることを、改めて認識させるものであった。どち

らかといえば、２分法を主張するようなドラスティックな立場に理論的妥当性があるように

も思われるが、その反面において、それがどこまでイギリス実社会における様々な要請に応

えられるかは未知でもあり、また、「単一の法的地位」への該当性についての議論の深化も

再度必要になるところ、複眼的にはいずれが最適解なのか不明ともいいうる。 
ところで、本報告書第２章第２節３でも若干言及したが、2022 年７月に出された政府によ

る応答文書 336では、『グッド・ワーク・プラン』が雇用上の法的地位についてのテストの明

確性を改善するための立法をなし雇用上の諸権利と税制との整合性を図ると約したことを確

認しつつも、新たな立法による利益よりもそれに伴うリスクの方が大きいし、そうした改革

は企業が新型コロナウイルスのパンデミックからの回復に注力しているときにコストと不確

実性を生じさせるなどとして、制度的な見直しを見送る旨が示されている 337。 
よって、当分の間は雇用上の法的地位に関する制度的な見直しは行われないものとみられ

るが、仮に政権交代が生じた場合など、『労働法マニフェスト』や『ローリング・アウト』

に示された提案事項が実現する可能性があり、今後もその動向を注視する必要があろう。 
  

                                            
336 Her Majesty's Government, supra, note 137. 
337 See, id., p. 28. 



 

 －71－ 

【イギリス労働法政策資料解説】 
ここでは、『テイラー報告書』と『グッド・ワーク・プラン』の概要について紹介する。

部分的に、本報告書本文や脚注と重複する記述が存在するが、イギリス労働法政策の中心に

位置する両報告書を資料的に参照する際の便宜を考慮し重複させることとした。それぞれ３

つのセクション（節）から成り立っているが、それぞれの報告書の背景と具体的な内容とが

明確になるように記述した。 
 

『テイラー報告書』の概要 
 

第１節 『テイラー報告書』に至る背景  
イギリスの EU 離脱を問う国民投票の後、首相となった May は EU 離脱に向けた準備を

整えるとともに、国内で抱える諸問題にも対処すべく活動を開始した。『テイラー報告書』

は、May が王立技芸協会の Matthew Taylor に依頼をなし、まとめられたものである。2017
年７月に出された『テイラー報告書』は 115 頁からなり、イギリス政府に対し多岐にわたる

勧告をしており、そうした勧告は労働法政策に係るものが少なくない。『テイラー報告書』

の正確な名称は、Good Work: The Taylor Review of Modern Working Practices であり、

good work が強調されるところとなっている。 
『テイラー報告書』それ自体が、その課題とするところとして明記しているのは、下記の

３つである。すなわち、①職場での搾取（exploitation）とその可能性に立ち向かうこと 338、

②法をより明確にし、人々が自分たちの権利を知り、またそれを行使するのを支援するこ

と 339、③長期的には、労働市場の質を決するインセンティブを、現代的な産業戦略やより広

範な国家的目標と整合させること 340の３つである。①と②は就労者の保護と密接であり、③

は産業戦略や国家的な戦略と密接なものとなっている。とはいえ、③は、どちらかといえば、

①と②を実現した上での議論のようにも思われる。結局のところ、キーとなるのは、『テイ

ラー報告書』が主題として掲げる good work、すなわち質の高い仕事であり、それがイギリ

ス国内に行き渡れば、①・②・③の課題は直接または間接に一定の解決をみることとなろう。

では、なぜ good work が必要とされるのかについて、以下で若干論じることとしたい。 
これについては、まず、新しいビジネス・モデルの出現、ギグ・エコノミーの進展による

プラットフォームを介した新しい働き方の登場について述べるべきであろう。タクシー事業

を展開するプラットフォーム事業者の Uber、配送プラットフォーム事業者の Deliveroo な

どを介し就労する者の増加に伴い、そうした者たちの諸権利について着目がなされるように

なった。それは様々な紛争を通じてであったが、とりわけ、Uber 事件はインパクトを有する

                                            
338 Taylor, supra, note 1, p. 8. 
339 Id. 
340 Id. 
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ものであったといえよう。プラットフォームを介した働き方の登場は、社会に存在する「仕

事の量」を増やすものではあったが、必ずしも「仕事の質」を伴うものでなかったという点

が、この Uber 事件において端的であった。 
次に、いわゆるゼロ時間契約の広がりも、ギグ・エコノミーが進展する以前より、イギリ

スにおいて、雇用を取り巻く諸問題のひとつとして顕在化しており、また、いわゆるスウェ

ーデン型適用除外などを巡り課題が指摘されていた派遣労働者について、あるいは、その他

の非正規の就労者への保護についても一定の課題が認識されるところとなっていた 341。ゼ

ロ時間契約により就労する者や派遣労働者らについては、その脆弱な立場から、いわゆる搾

取の対象となっているところであって、そうした者らが得ていた仕事の「質」は決して高い

ものとはいえないものとなっていたし、そうした者らの諸権利も軽視される傾向にあった。 
以上からすれば、ギグ・エコノミーの進展によるプラットフォームを介した新しい働き方

の登場（新しいビジネス・モデルの出現）、脆弱な立場の就労者の存在は、good work が必

要とされる契機となったとみることができよう。そして、この両者には関連がある。プラッ

トフォームを介した新しい働き方が登場し、それに従事する者が増えたことで、Uber の運転

手など、脆弱な立場の就労者が増加したといえるからである。そうすると、good work が必

要とされる契機としては、むしろ、プラットフォームを介した新しい働き方の登場、脆弱な

立場の就労者の増加という２つの事柄を指摘できる。両者は、『テイラー報告書』が主題と

する good work を導出させるものといえるところ、『テイラー報告書』それ自体の背景とし

ても位置付けることができるだろう（実際この両者に係る勧告が多数『テイラー報告書』に

より示されている）。 
ところで、上記の③は、イギリスの産業戦略や国家的な戦略と密接なものであったが、当

該課題と関連を有するのは、イギリスにおける人口動態の変化（労働力の高齢化）、自動化

（automation）の加速による雇用への影響、自営業者の増加といった社会経済的な動向であ

ろう。また、先述した新しいビジネス・モデルの出現も、ここに加えることができるだろう。

これらは相互に関係し得る。たとえば、新しいビジネス・モデルから生じるプラットフォー

ムを介した新しい働き方は、いつでもどこでも働くことができるという意味において高齢者

が自宅で行えるような仕事を供給し得るし、自動化の加速により収入が減るなどした中間所

得層に対し副業を提供し得るし、また、結果として「自営業者」の増加も生じさせ得る。と

はいえ、その「自営業者」が「真正な自営業者」であるかどうか、すなわち、その者らが雇

用上の法的地位としての「自営業者」に該当するかどうかは、先述の Uber 事件もさること

ながら、当然ながら議論の余地がある。ともあれ、自営業者の増加は、税制あるいは社会保

障にも影響をもたらす。イギリスの税制は「雇用される」者と自営業者との２層構造で成り

                                            
341 イギリスにおける非正規での就労に関する近時の文献として、神吉知郁子「イギリス」『諸外国における非

正規労働者の処遇の実態に関する研究会報告書』（労働政策研究・研修機構、2016 年）129 頁、有田・前掲注 10
等。 
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立っており、動向によっては、税収が左右される。また、『テイラー報告書』の策定を依頼

した May のイギリス議会における発言及び May への質疑を参照するに、新たなテクノロジ

ーを前提とした職場の変化や雇用構造の変化、ギグ・エコノミーの進展による新たな働き方

のほか、自営業者と税ないし国民年金との関係も、Taylor への依頼に際し念頭に置かれてい

たようである 342。これらからすれば、雇用上の法的地位と税制あるいは社会保障とに関する

問題といった事項も、『テイラー報告書』の背景として位置付けることができるだろう。 
結局のところ、『テイラー報告書』に至る背景としては、プラットフォームを介した新し

い働き方の登場、脆弱な立場の就労者の増加とその権利保障、雇用上の法的地位と税制ある

いは社会保障とに関する問題の３つが主であると解される。なお、EU 離脱の決定を受け、

May には今後の労働法政策のビジョンを国民に示す必要性が生じたものと解されるところ、

May による Taylor への依頼は EU 離脱決定と無縁ではないものと思われる。そうした意味

では、EU 離脱の決定も『テイラー報告書』の背景ないし遠因のひとつとして数えることが

できよう。 
 
第２節 『テイラー報告書』における各章の概要と主な勧告 
１ 『テイラー報告書』における各章の概要 

『テイラー報告書』は 15 章構成となっているが、最初の１章は序文であり執筆に携わっ

たメンバーの紹介などがなされている。また、最後の 15 章は脚注が記載されているのみで

あって、実質的な本文は２章から 14 章までとなる。以下では、２章から 14 章の概要を紹介

することとしたい。なお、『テイラー報告書』の章立ては、下記の通りである。 
 

第１章 序文 
第２章 我々のアプローチ 
第３章 仕事の質の高さ 
第４章 労働市場の発展 
第５章 法における明確さ 
第６章 一方に偏ったフレキシビリティ 
第７章 責任あるビジネス 
第８章 より公正なエンフォースメント 
第９章 制度上のインセンティブ 
第 10 章 自営業者への新たなオファー 
第 11 章 発展のための視野 
第 12 章 向上のための機会 

                                            
342 See, Theresa May, HC Deb 30 November 2016, vol. 617, col. 1517; 15 March 2017, vol. 623, cols. 385-387; 
21 June 2017, vol. 626, col. 61. 
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第 13 章 持続的な変化の組込み 
第 14 章 発展と充実に資する現実的な範囲での公正かつ 

ディーセントな仕事（労働）に向けた 7 つのステップ 
第 15 章 レファレンス 

 
（１）我々のアプローチ（第２章） 

第２章は、「我々のアプローチ（Our approach）」と題されている。イギリス経済におけ

る全ての仕事（労働）は、発展と充実に資する現実的な範囲で公正かつディーセントなもの

でなければならない 343という、ただひとつの非常に重要な大志（single overriding ambition）
に『テイラー報告書』は基づくものであるといった記述がサマリーにおいてまず見られる 344。

その上で、good work、すなわち質の高い仕事が重要となる理由として５つが挙げられてい

るが、これについては後述する。 
『テイラー報告書』においてキーとなるのは good work との語である。good work につい

ては、第２章本文中に一定の言及がみられるが、最も端的なのは以下の文言となろう。すな

わち、good work は、質の高い報酬制度や雇用条件を通じ従業員に利益をもたらす労働慣行、

安定した地位、より良い教育訓練、仕事の裁量をサポートし事業の改善を確保するために従

業員を巻き込む質の高いコミュニケーションと働き方によって、形作られる 345との文言で

ある。ここからは、賃金や雇用条件における質の高さのみならず、安心して就業でき、また

自らを成長させることができるといった仕事であって、使用者との密なコミュニケーション

により事業全体さえも改善させることができるといった仕事を、good work として捉えよう

としていることが伝わる。とはいえ、ほかにも good work の重要な側面があり得ることを『テ

イラー報告書』は認識しており 346、むしろ確固とした定義付けを避けているかのようにも思

われる。 
そうした good work の重要性は、先述したように５つの理由から語られている。すなわち、

第一に、生活賃金（living wage）と厚生制度（benefit system）による重大な貢献にもかか

わらず、公正さ（fairness）は、人々、とりわけ低所得者が、仕事を上達させるための道筋を

有し、稼ぐ力を高める機会を持ち、敬意と礼儀をもって仕事で扱われることを要求するから

である 347。第二に、雇用を得ることそれ自体が、人々の健康と福利（well-being）に不可欠

である一方で、人々の仕事の質も、人々が健康で幸福であり続けるための主要なファクター

であり、人々の利益となり、より広い公共の利益につながるものであるからである 348。第三

                                            
343 Taylor, supra, note 1, p. 6. 
344 See, id. 
345 Taylor, supra, note 1, p. 7. 
346 See, id. 
347 Taylor, supra, note 1, p. 6. 
348 Id. 
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に、人々の能力を最大限引き出すようにデザインされた仕事は、生産性の低さという複雑な

課題に取り組む上で、重要な貢献をすることができるからである 349。第四に、原則として、

仕事の経験が、現代的なシチズンシップに対する願望と一致することが望まれるべきだから

である 350。すなわち、人々は、尊敬され、信頼され、なし得るようになり、責任を取ること

が期待されていると感じている 351からである。第五に、現代経済、特にテクノロジーと新し

いビジネス・モデルの発展における変化のペースは、最新かつ応答性が高く公正さという恒

久的な原則に基づいた確固たるアプローチが必要であることを意味しているからである 352。 
これら５つの理由をそれぞれみるに、まず、第一の理由は、キャリア形成や稼得能力向上、

そして個人の尊厳（dignity）への関心が、公正さという観点から、語られているものといえ

よう。第二の理由は、人々が健康で幸福であり続けるためには仕事の質も重要という認識、

そしてそれが公共の利益にもつながるという意識から生じたものといえるだろう。第三の理

由は、生産性の観点から導出されている。しかし、逆にいえば、good work は個々人の能力

を最大限引き出すものでなければならないという含意があるようにも読める。第四の理由は、

仕事の経験とシチズンシップという観点から述べられているが、これもまた個人の尊厳と関

連しているように解される。第五の理由は、新たなテクノロジーやビジネス・モデルへの対

応の観点から good work を重視している。これは、そうした新たな存在が、就労者の諸権利

を害さないようにせねばならないということを、まず意識しているものといえよう。その反

面、そうした新たな存在を適切に受容するための解として、good work を志向しているよう

にも思われる。 
このようにしてみると、働く者の利益や権利といったもの、あるいは尊厳といったものに、

good work はかなり密接なものといえ、一方において、生産性の向上であったり、新たなテ

クノロジーやビジネス・モデルの受容による戦略的な発展であったり、そうした産業戦略的

な事項とも good work はこれまたかなり密接なものと指摘できよう。すなわち、good work
は、個人の諸権利や尊厳を重視し様々な利益をもたらそうとするものであるが、一方におい

て国家的な成長戦略とも繋がったものと指摘することができる。 
『テイラー報告書』は、この good work という標語のもと、そしてイギリス経済そのもの

やイギリスにおける諸産業、あるいはそもそものイギリスという国家像について、かなり強

気あるいは肯定的な認識のもと、人口動態の変化、自動化の加速、新しいビジネス・モデル

の出現といった課題への処方を描こうと試みている 353。そこから感じられるのは、イギリス

における雇用に係る諸制度につき、大幅な変革をなそうという意気込みというよりも、肯定

的な現状認識のもとで比較的多くのマイナー・チェンジをなそうという、やや現実的な態度

                                            
349 Id. 
350 Id. 
351 Id. 
352 Id. 
353 See, id., p. 7. 
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である。というのも、これまでなされてきたイギリスのやり方であって様々な意味でフレキ

シブルなアプローチ（ここには、雇用上の諸権利に関する、被用者・労働者 354・自営業者と

いう３分法も含まれるようである）を『テイラー報告書』は「イギリス方式（the British way）」
として位置付け、それを称賛しつつアップデートを試みることを基本的な論調としている 355

からである。よって、大幅で徹底的な改革というより、既存のアプローチを維持しつつも、

多くのマイナー・チェンジをなしていこうというのが『テイラー報告書』の基本的な立場と

いえよう。 
そうした『テイラー報告書』は、先述したように、大きく分けて３つの課題に焦点をあて

たとしている。すなわち、第一に、職場での搾取とその可能性に立ち向かうこと 356、第二に、

法をより明確にし、人々が自分たちの権利を知り、またそれを行使するのを支援すること 357、

第三に、長期的には、労働市場の質を決するインセンティブを、現代的な産業戦略やより広

範な国家的目標と整合させること 358という３つの課題である。第一の課題と第二の課題は、

働く者の権利や利益あるいは尊厳に着目したものといえ、第三の課題は長期的なものとなっ

ているが産業戦略や国家的な戦略を見据えたものとなっている。これら『テイラー報告書』

が設定した課題は、先述した good work と密接に関連している。すなわち、good work それ

自体が、個人の諸権利や尊厳を重視し様々な利益をもたらそうとするものであり、また国家

的な成長戦略とも繋がったものであることと、これら『テイラー報告書』の設定した課題と

は、調和しているように解される。以上のような前提のもと、『テイラー報告書』は、具体

的な勧告を第５章以下で示していくこととなる。 
ところで、『テイラー報告書』による主要な政策アプローチとして、第２章本文の末尾に

は第 14 章で掲載がなされる７つの事項が列挙されているが、これについては、以下で第 14
章の内容を紹介する際に述べることとしたい。 
 
（２）仕事の質の高さ（第３章） 

第３章は、「仕事の質の高さ（Quality of work）」と題されている。サマリーには、全て

の仕事を、発展と充実に資する現実的な範囲で公正かつディーセントであるようにするため

には、質の高い仕事（quality work）の提供が不可欠となる 359とある。とはいえ、ある人に

とって質の高い仕事を意味するものは、他の人にとってはそうでない場合がある 360ことを

                                            
354 なお、『テイラー報告書』は、「労働者」を「従属的請負人」に名称変更するよう勧告している。 
355 See, Taylor, supra, note 1, p. 7. 
356 Taylor, supra, note 1, p. 8. 
357 Id. 
358 Id. 
359 See, Taylor, supra, note 1, p. 10. 
360 Id. 
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『テイラー報告書』は指摘する。そして、勧告をまとめるためには、まず、「質の高い仕事」

を構成し得る特性（characteristics）を斟酌することが重要である 361としている。 
そのため、第３章では、様々な人々にとって重要となる要素とその理由を検討する 362とし

ている。その際には、以下のことが重要となるとし、３つの事柄を挙げている 363。 
すなわち、（１）人々はキャリアにおける様々な時点で様々な動機に衝き動かされている

ため、そうした人々にとっての価値は 10 年後もまた同様の価値であるとは限らず、（２）質

の高い仕事にとって賃金は一要素にすぎず、多くの人にとって、充実感（fulfilment）、自身

の成長（personal development）、ワーク・ライフ・バランス、フレキシビリティもまた重

要であり、（３）職場で有意義な発言（meaningful say）をすることができれば、人々は仕

事を自らのものとして楽しむことができる可能性が高いという、３つの事柄である 364。 
そして、質の高い仕事の基礎として、賃金、雇用の質、教育訓練、雇用条件、ワーク・ラ

イフ・バランス、協議参加（ consultative participation）及び集団代表（ collective 
representation）の６つが挙げられている 365。 
 
（３）労働市場の発展（第４章） 

第４章は、「労働市場の発展（Evolution of the labour market）」と題されている。イギ

リスの雇用水準と就業率は、歴史的にも国際比較の上でも高いものであり、それはイギリス

の強みでもある 366といった文言がサマリーにおいてみられる。そして、フレキシブルなアプ

ローチ、すなわち『テイラー報告書』で「イギリス方式」と呼ぶものが機能する 367としてい

る。ここでいう「イギリス方式」とは、第２章の紹介において先述したものに同様である。 
『テイラー報告書』は、フルタイム、パーマネントの仕事は標準として存続しようが、他

の「非典型的」な取り決めも選択され尊重されるなどとしつつ、第４章では、現在の労働市

場の特徴・働き方における基本的傾向・今後の労働市場に影響を与え得る基本的変化につい

て紹介するとしている 368。 
この後、様々な統計やデータが紹介されており、それらの分析もなされているが、とりわ

け、労働力の高齢化（長寿命・少子化）369、自営業者の増加 370、ギグ・エコノミーなどのも

                                            
361 Taylor, supra, note 1, p. 10. 
362 Id. 
363 See, id. 
364 Id. 
365 Id., pp. 12-15. 
366 Id., p. 16. 
367 Taylor, supra, note 1, p. 16. 
368 See, id. 
369 Id., p. 18. 
370 Id., p. 24. 
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とでの新しいビジネス・モデルの登場 371、自動化が中間所得者層の役割や職業に与え得るマ

イナスの影響 372といった指摘がなされていることについては留意が必要であろう。 
結果として、イギリスは、経済活動を奨励し、雇用を創出することに長けている 373として

いる。また、「イギリス方式」は機能しており、システムをオーバーホールする必要はない 374

ともしている。しかし、賃金の上昇と生産性に関する長期的問題は、労働市場の枠組みをど

のように改善させ得るか検討するに十分な根拠をもたらす 375としている。そして、『テイラ

ー報告書』は、新しいビジネス・モデル、自動化、Brexit に関連する不確実性に対し、適切

に順応できるよう、動的な状態を維持する必要がある 376と指摘している。さらに、これまで

イギリスに利益をもたらしてきた労働市場へのフレキシブルで順応性のあるアプローチを維

持しながらも、雇用者の数ばかりでなく仕事の質について、さらに着目することが、イギリ

スを正しい方向に導くと確信している 377としている。 
 
（４）法における明確さ（第５章） 

第５章は、「法における明確さ（Clarity in the law）」と題されている。後述することと

なる勧告が多く含まれており、第５章は、『テイラー報告書』の中でもイギリス労働法政策

との関係で重要な章のひとつといい得る。第５章のサマリーは、雇用における保護規定の適

用は個々人と使用者とが互いの関係をどう理解するかに依存しており、ある個人が、「被用

者」であるか「労働者」であるか、あるいは真正な自営業者であるかにより、保護の内容が

変化する 378としている。 
しかし、様々な理由により、この判断には複雑さが伴うようになっていることから、第５

章では、現在のフレームワークで機能するものと機能しないものを見極め、個々人と使用者

にとっての明確性と透明性とを向上させるための勧告をまとめる 379としている。 
そして、『テイラー報告書』は、以下のような結論に達したという。すなわち、①現在の

フレームワークは適切に機能するものの、個々人や使用者のため、より明確に、新たなビジ

ネス・モデルに適応させる必要があり、②脆弱さ（立場の弱さ）や搾取（vulnerability and 
exploitation）のリスクが著しい場合、「労働者」という法的地位と自営業者との境界を明確

にすることに重点を置く必要があり、③働く者に不利益をもたらす可能性のあるビジネス・

モデルを採用することで競争上の優位性を獲得する企業のインセンティブを減らすため、さ

                                            
371 Id., p. 28. 
372 Id., p. 30. 
373 Taylor, supra, note 1, p. 31. 
374 Id. 
375 Id. 
376 Id. 
377 See, id. 
378 Id., p. 32. 
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らなる努力がなされるべきであり、④新たな立法的枠組（本節２（１）など参照）の目的は、

裁判所の負担を減らし、多くのことを立法的に解決することにある、といった結論である 380。 
イギリス労働法政策との関係で重要な勧告は、第５章において、先述のように多く含まれ

ている。詳細は、本節２の（１）から（５）において述べることとするが、具体的には、（１）

雇用上の法的地位に関する事項、（２）「労働者」概念に関する事項、（３）出来高賃金に

関する事項、（４）雇用上の法的地位と税制との整合性に関する事項、（５）雇用条件記載

書に関する事項の５つとなる。 
 
（５）一方に偏ったフレキシビリティ（第６章） 

第６章（One-sided flexibility）は、「一方に偏ったフレキシビリティ」と題されている。

第６章においても、イギリス労働法政策との関係で、重要な勧告が多く含まれているところ、

それらの詳細については本節２の（６）から（10）で後述する。 
標題の通り、フレキシビリティが労使の一方、具体的には使用者を利することとなってい

るのではないか、そしてフレキシビリティを通じ脆弱な立場の就労者にリスクが転嫁されて

いるのではないかといったことが、第６章における基本的な視座となっている 381。とはいえ、

『テイラー報告書』はフレキシビリティを否定するわけではない。むしろ、フレキシビリテ

ィの意義を強調している。たとえば、ゼロ時間契約により就労する者について、その５分の

１がフルタイムの学業と両立をさせており、あるいは、同契約で就労する者の 68%が現在よ

りも多い時間働きたくないとしているといった調査結果を示し、とりわけ学業や介護との関

係でフレキシビリティが重要であることを強調している 382。 
とはいえ、『テイラー報告書』は、フレキシビリティの強調のみに終始しているわけでは

ない。これは先述した第６章における基本的な視座からも明らかである。すなわち、労働市

場におけるフレキシビリティが重要な役割を果たしていることは間違いないとしつつも、多

くの使用者が非正規労働者に頼っていること、そしてそうした者らが弱い立場に立たされて

いることを、問題視している 383。そして、フレキシビリティが、就労者を不当に犠牲にし、

使用者を利する結果とならないよう、またフレキシビリティが真に互恵的であるよう、政府

は措置を講じねばならないなどとしている 384。具体的には、契約で保証されている時間より

も長く働く場合、当該就労者には、その部分につき高いレートでの賃金が支払われるべきな

どとし、全国最低賃金（National Minimum Wage）や全国生活賃金 385（National Living 

                                            
380 Id. 
381 Id., p. 42. 
382 Id., p. 43. 
383 Id. 
384 Id., p. 44. 
385 全国生活賃金制度は、既存の全国最低賃金制度において 25 歳以上の層に適用する加算制度として、2016 年

に導入された。これにつき、労働政策研究・研修機構、海外労働情報「『全国生活賃金』導入と雇用主の対応」

2016 年 3 月（https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2016/03/uk_01.html, 2022 年 11 月 2 日最終閲覧）。 
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Wage）に関して政府に専門的な助言等を提供する機関である低賃金委員会（Low Pay 
Commission）に一定の検討を求めている 386。 

イギリス労働法政策との関係で重要と解される勧告は、第６章においても多く含まれてい

るところ、その詳細は、先述のように、本節２の（６）から（10）において後述する。具体

的には、（６）資格要件期間に関する事項、（７）派遣労働者に係る情報の透明性に関する

事項、（８）年次有給休暇と休暇手当に関する事項、（９）派遣労働と直接雇用に関する事

項、（10）ゼロ時間契約により就労する者に関する事項の５つとなる。 
 
（６）責任あるビジネス（第７章） 

第７章は、「責任あるビジネス（Responsible Business）」と題されている。ここで『テ

イラー報告書』は、使用者とそこで働く者との関係において、あるいは、当該職場をよりよ

い環境としていく上で、はたまた経営層が前線の担当者からタイムリーな情報を得るために、

働く者の発言（Voice）が重要になるということを強調している 387。また、労働組合がほぼ

存在しない、または存在しない場合であっても、発言をなすことは重要であるといった趣旨

のことが述べられている 388。 
そして、2004 年被用者への情報提供・協議規則（Information and Consultation of 

Employees Regulations 2004）の改正について、勧告を示すなどしているが、これについて

は、本節２（11）で後述する。 
あるいは、第７章において、『テイラー報告書』は、透明性（transparency）や企業の責

任といった観点から、政府は使用者に対し労働力の構成（workforce structure）に関する一

定の情報を報告させるといった義務を課すべきなどとする勧告も示している 389。 
 
（７）より公正なエンフォースメント（第８章） 

第８章（Fairer enforcement,）は、「より公正なエンフォースメント」と題されている。

第８章にも、イギリス労働法政策との関係で重要な勧告が複数含まれているが、それらの詳

細については本節２の（12）から（14）で後述する。 
『テイラー報告書』は、様々な施策が実施されたとしても、何かに困っている者などが実

際の権利行使をなすことができなければ意味がないといった視点から、エンフォースメント

を重視している 390。具体的には、①全国最低賃金や全国生活賃金などにつき権限を有する歳

入関税庁（Her Majesty's Revenue and Customs）、②生鮮食料品サプライ・チェーンの高

リスク部門に臨時就労者を供給する企業に対し免許制度を運営し、現代的な奴隷制（modern 

                                            
386 See, Taylor, supra, note 1, p. 44. 
387 Id., pp. 50-52. 
388 Id., p. 52. 
389 Id., pp. 54-55. 
390 Id., p. 56. 



 

 －81－ 

slavery）ないし強制労働を取り締まるギャングマスター（労働力供給事業者）及び労働虐待

監視局（Gangmasters and Labour Abuse Authority）、③派遣労働者が派遣会社により公

正に扱われるようにし、派遣労働者の諸権利を擁護する職業紹介事業等（雇用仲介）基準監

督官（Employment Agency Standards（EAS）Inspectorate）、④1974 年労働安全衛生法

（Health and Safety at Work Act 1974）のほか、週の最大労働時間制限や夜間労働制限を

含む 1998 年労働時間規則のエンフォースをなす安全衛生執行局（The Health and Safety 
Executive）という４つの国（監督行政）によるエンフォースメント（State enforcement）
機関を挙げ、諸事の違反につき、これらの機関がなし得るのは、民事的な罰から、懲役刑に

つながり得る刑事訴追まで多岐にわたるとし、悪質な企業に対処するための重大な権限を有

しているなどと指摘している 391。 
2016 年には、新たな制定法上の役職として、労働市場エンフォースメント指導官（Director 

of Labour Market Enforcement）が設けられたとし、それに着任した David Metcalf は、ギ

ャングマスター（労働力供給事業者）及び労働虐待監視局、職業紹介事業等（雇用仲介）基

準監督官、歳入関税庁の全国最低賃金・全国生活賃金チームの戦略的な方向性を決定する年

次労働市場エンフォースメント戦略作成を担当しているとしている 392。これら３つの機関

は相互に独立しているものの、それら機関によるエンフォースメントが調整され的が絞られ

たものとなるよう検討を進め、今後の計画を立案することが労働市場エンフォースメント指

導官の役割であるといった趣旨のことが述べられている 393。そうすることで、労働市場にお

いて最も脆弱な立場の者らのためのセーフティ・ネットを強化するといった改善をもたらそ

うと企図しているなどとしている 394。 
また、第８章において、『テイラー報告書』は、全国最低賃金と法定傷病手当（SSP: Statutory 

Sick Pay）と休暇手当という全ての労働者に適用されるベーシックな一連の中核的賃金権に

つき、最低賃金で就労する者のため、歳入関税庁がエンフォースの責任を負うべきなどとす

る勧告を示している 395。 
イギリス労働法政策との関係で重要と解される勧告は、先述のように、第８章においても

複数含まれるところ、詳細は本節２の（12）から（14）において後述する。具体的には、（12）
アンブレラ企業への取り締まりに関する事項、（13）派遣労働におけるスウェーデン型適用

除外に関する事項、（14）雇用審判所に関する事項の３つである。 
  

                                            
391 Id., pp. 57-58. 
392 Id., p. 58. 
393 Id. 
394 Id. 
395 Id., p. 59. 
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（８）制度上のインセンティブ（第９章） 
第９章（Incentives in the system）は、「制度上のインセンティブ」と題されている。『テ

イラー報告書』は、第９章で、雇用関係当事者と自営業者との間に存在する社会保険料の負

担や税制に係る不均衡について、様々な指摘をしている。そこでの『テイラー報告書』の基

本的な論調は、雇用関係当事者の社会保険料の負担や税負担との比較において、自営業者の

それは軽いものとなっており、かかるような負担の不均衡を是正すべく議論を深化させると

いったところとなる 396。より具体的には、国民保険（NI: National Insurance）への拠出に

つき、自営業者の負担が少ないといった点について指摘がなされるなどしており、あるいは、

雇用される者と自営業者とに適用される税の格差について検討を進めるなどとしている 397。 
 
（９）自営業者への新たなオファー（第 10 章） 

第 10 章は、「自営業者への新たなオファー（A new offer to the self-employed）」と題さ

れている。『テイラー報告書』は、第 10 章において、イギリスでの自営業者の増加につき、

様々な施策をなすべきとしている。すなわち、政府が自営業者の多種多様な形態を認識し、

支援を必要とする人々を支援し保護するために行動すべきとし、あるいは、自営業者が自ら

の将来の計画を立てるよう奨励すべきなどとしている 398。より具体的には、自営業者として

のキャリアを開始する人々に対し、アドバイスやサポートを充実させるべき 399といった勧

告などがみられる。 
また、被用者や労働者と異なって労働組合法による保護が及ばない自営業者が一堂に会し

て自身らに影響を与える問題を議論する機会を確保するのに役立つ技術につき政府が積極的

に支援し、それが積極的に用いられるよう使用者と協力すべき 400といった勧告もみられる。 
その一方、自営業者の年金について憂慮する記述や、自営業者がしっかりと税金を支払っ

ているのかどうかについて顧慮しつつもプラットフォームを介した労働の場合はそこでやり

とりされる金銭がデジタル記録として残るため所得の捕捉が可能となり得るといった指摘を

なす記述などもみられ、自営業者を取り巻く金銭的な状況について、『テイラー報告書』は

かなりの関心を有しているように解される 401。とりわけ税金の関係については、支払いの透

明性を高め、個人が適切な税金を支払うことを支援する目的で、よりキャッシュレスな取引

への移行をサポートするように設計がなされたプラットフォームの認定（accredit）を政府

は検討すべき 402といった勧告も示されるところとなっている。庭師や窓拭きあるいは子ど

もの世話など、これまでデジタルを介さず、いわば隠れた経済の中で適切な税金が支払われ

                                            
396 Id., pp. 66-73.  
397 Id. 
398 Id., p. 74. 
399 Id., p. 76. 
400 Id., p. 77. 
401 Id., pp. 77-80. 
402 Id., p. 80. 
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ずなされてきた労働についても、そうしたプラットフォームが実現すれば、数十億の追加収

入を得ることができるといった指摘もなされている 403。 
 
（10）発展のための視野（第 11 章） 

第 11 章（Scope for development）は、「発展のための視野」と題されている。『テイラ

ー報告書』は、第 11 章で、全ての仕事が公正でディーセントであり、充実と発展の余地があ

るべきとしている 404。そして、とりわけ焦点をあてるべきなのは低賃金層の人々であるとし

ている 405。そうした人々がより質の高い仕事に就き続け、向上できるようにするため、政府

はより多くのことをすべき 406とし、そのキーとなるのは、非典型または非正規の仕事で働く

人々が、労働生活の中でいかにしてスキルや経験を獲得し、向上させ、軌跡を残すことがで

きるか 407であるとしている。 
そうした観点から、『テイラー報告書』は、第 11 章において、如何にして個人にスキルや

経験を身に付けさせ、如何にして多様な職業訓練ないし教育をなすかといった提案を示して

いる。それは、具体的な財源や投資額そして職業訓練や教育のメニューにも及ぶが、とりわ

け注目されるのはギグ・エコノミーのもとでプラットフォームを介して就労する者について

のデジタル・バッジ（digital badge）活用に関する勧告である。これについては、本節２（15）
で後述する。 

なお、第 11 章において、『テイラー報告書』は無給のインターンシップについて問題視し

ており、そうしたインターンシップを政府が根絶させるべきなどとする勧告も示している 408。 
 

（11）向上のための機会（第 12 章） 

第 12 章は、「向上のための機会（Opportunity to progress）」と題されている。真のフレ

キシビリティーとは、労使双方がそれぞれに適した条件で合意できることであるといった認

識のもと、『テイラー報告書』は、人々が個人的な状況の変化に応じつつ労働市場に留まり

向上を経験できるようなフレキシブルな仕事を求めている 409。フレキシブルな労働ができ

なかったら仕事を辞めざるを得ないような人々でも、そうした労働が可能であれば労働市場

に留まることができるといった指摘 410もみられ、フレキシビリティーの重要性を端的に示

している。 

                                            
403 Id. 
404 Id., p. 82. 
405 Id. 
406 Id. 
407 Taylor, supra, note 1, p. 82. 
408 See, id., p. 91. 
409 Id., p. 92. 
410 Id., p. 94. 
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そうした視点から、『テイラー報告書』は、様々な勧告を示している。たとえば、妊娠と

出産に関する保護についての規定が、2010 年平等法（Equality Act 2010）と 1996 年雇用権

法に散在していることにつき、それらを一か所に統合すべきという議論があることを前提に、

政府は、そうした法規制に関するガイダンスを見直し統合すべき 411といった勧告を示すな

どしている。 
あるいは、法定傷病手当に関し、初日から、収入に関係なく、全ての労働者が対象となる

ような基本的な雇用上の権利となるよう、政府は改革すべき 412といった勧告も示されてい

る。 
 
（12）持続的な変化の組込み（第 13 章） 

第 13 章は、「持続的な変化の組込み（Embedding lasting change）」と題されている。

『テイラー報告書』に記された勧告は、現在の労働市場における質の高い仕事への障壁に対

処することを目的としているが、これらは現在の障壁に対するものであって、将来の障壁に

対処するものでないとし、第 13 章において『テイラー報告書』は、持続的な変化を維持する

ための施策について論じている 413。 
具体的には、政府が、ビジネス・エネルギー・産業戦略担当大臣（Secretary of State for 

Business, Energy and Industrial Strategy）にイギリス経済における仕事の質についての責

任を負わせることで、仕事の量と同様に仕事の質を重視せねばならない 414との勧告がまず

示されている（イギリスにはいわゆる労働省がなく同大臣が雇用に関して一定の所管をして

いるところ、『労働法マニフェスト』は労働省の再創設を提案している）。また、政府は、

イギリスで提供されている仕事の質について毎年報告し、仕事の改善の出来具合を測定する

ための一連の指標を見出す必要がある 415といった勧告や、ビジネス・エネルギー・産業戦略

省（Department for Business, Energy and Industrial Strategy）による質の高い仕事に係

るリーダーシップ 416についての勧告などが示されている。 
あるいは、さらに、低賃金委員会は、仕事の質を向上させるため何を変える必要があるの

かについて政府に提言を行うだけでなく、使用者・被用者・ステークホルダーと協力して、

全ての地域やセクターで質の高い仕事を奨励することができるように、その権限を拡大すべ

き 417といった勧告も示され、低賃金委員会の役割の拡大についても論じられるなどしてい

る 418。 

                                            
411 Id., pp. 96-97. 
412 Id., p. 99. 
413 Id., p. 102. 
414 Taylor, supra, note 1, p. 103. 
415 See, id. 
416 Id., p. 105. 
417 Id., p. 107. 
418 Id., pp. 106-109. 
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（13）発展と充実に資する現実的な範囲での公正かつディーセントな仕事（労働）に向けた 7 つの

ステップ（第 14 章） 

第 14 章は、「発展と充実に資する現実的な範囲での公正かつディーセントな仕事（労働）

に向けた 7 つのステップ（Seven steps towards fair and decent work with realistic scope 
for development and fulfilment）」と題されている。ここに記載される７つの事項は、先述

したように、第２章本文の末尾にも掲載がなされている。いずれも『テイラー報告書』にお

ける主要な政策アプローチといった位置付けとなる。 
さて、その具体的内容は、以下の通りである。 
第一に、仕事（労働）についての「イギリス方式」の国家戦略は、すべての人にとっての

good work という目標に向け明確に方向付けられるべきとし、good work と豊富な仕事

（plentiful work）は両立し得るし両立すべきであるなどとしている 419。これは、イギリス

における仕事について、質の高さ、量の豊かさの両面につき重視しようとする『テイラー報

告書』の態度を端的に示しているものといえよう。また、good work については、政府が説

明責任を負うべきであるのみならず、皆で責任を負うべきものであるといったことも述べら

れている 420。そして、a、b、c として以下のような記述がなされている。まず、（a）イギリ

ス経済におけるあらゆる形態の雇用に同じ基本的原則を適用すべきであり、そこでは、諸権

利と諸責任とに公正なバランスが存在すべきで、また、全ての者が保護されるベースライン

を有するべきで、さらに、仕事での向上（progression）を可能とするためのルートが存在す

べきであるなどとしている 421。次に、（b）長期的には、イノベーション・公正な競争・健

全な財政のために、雇用形態の別を越え労働に対する課税をより一貫性のあるものにすると

同時に、自営業者の権利と法的地位（受給権、entitlements）を改善させる必要があるとし

ている 422。そして、（c）テクノロジーの変化は仕事と雇用形態とに影響を及ぼし、我々は

それに適応する必要があるが、テクノロジーは、よりスマートな規制・よりフレキシブルな

法的地位（受給権）・組織化のための新しい方法について、新たな機会を提供することもま

た可能としている 423。 
第二に、プラットフォーム・ベースの仕事は、真に両面的なフレキシビリティに資するよ

い機会を提供し、旧態依然とした方法（more conventional ways）では仕事ができないかも

しれない人々への機会を提供できる 424としている。また、こうした機会は、プラットフォー

ムを通じて仕事をする人とそこで競う人のために公平性を確保しつつ、守られるべきであ

                                            
419 Id., p. 110. 
420 Id. 
421 Id. 
422 Id. 
423 Id. 
424 Taylor, supra, note 1, p. 110. 
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る 425とされている。そして、労働者（あるいは「従属的請負人（dependent contractor, こ
れについては本節２（２）で後述）」）という法的地位は維持されるべきであるが、労働者

と真正な自営業者（legitimately self-employed）とを区別する方法については明確にする必

要がある 426としている。 
第三に、法律や一定の制度は、企業が正しい選択を行い、個人が自分の権利を知り、行使

するのに、当然にして役立つ 427としている。また、被用者の労働慣行を改善するためにでき

ることは複数あるものの、「雇用の楔（employment wedge）」（被用者として人を雇用す

る際の追加的でおよそ非賃金的なコスト）はすでにかなりのものとなっており、それをさら

に増やすことは避けられるべきである 428とされている。一方、「従属的請負人」は不公正な

片面的フレキシビリティに苦しめられる可能性が最も高い層であるため、この層に追加的保

護をもたらし、また企業が彼らを公正に扱うためのより強力なインセンティブを提供する必

要がある 429としている。 
第四に、より良い仕事（労働）をもたらすための最良の方法は、国家的規制ではなく、責

任あるコーポレート・ガバナンス、質の高いマネジメント、組織における強固な労使関係で

ある 430としている。そして、企業が good work を真剣に受け止め、その実際についてオー

プンであり、全ての労働者が関与し、発言できることが重要となる 431としている。 
第五に、個々人や経済の健全性にとって、誰もが自らの仕事の展望を確かなものとする現

実的に達成可能な方法があると感じられること、そして職業生活の最初から最後に至るまで、

公式・非公式のラーニングそして仕事上及び仕事外の活動により発達させたケイパビリティ

を記録し強化できることは、極めて重要である 432としている。 
第六に、仕事（労働）の形態・内容と個人の健康・福利とは、とても強く関連している 433

としている。また、企業の利益、労働者と公共の利益のために、職場における健康へのより

積極的なアプローチを発展させる必要がある 434としている。 
第七に、全国生活賃金は、低賃金労働者の金銭的ベースラインを引き上げる強力なツール

である 435としている。そして、使用者、被用者、ステークホルダーを巻き込んだセクター的

戦略（sectoral strategies）を伴う必要があり、これにより、人々、特に低賃金セクターの人々
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が、生活賃金で行き詰ったり、不安に直面したりせずに、現在及び将来の仕事を進めること

ができるようにする 436としている。 
 
２ イギリス労働法政策に関する主な勧告 

『テイラー報告書』によるイギリス政府への勧告は多岐にわたるが、本報告書では、イギ

リス労働法政策との関係において重要と解されるものを中心に下記で紹介することとしたい。 
 
（１）雇用上の法的地位に関して 

『テイラー報告書』は、働く者の雇用上の法的地位（employment status）に関して一定

の議論をなし、勧告をなすに至っている。雇用上の法的地位については、様々な法的紛争で

争われるが、プラットフォームを介して就労する者との関連でも、Uber 事件や Deliveroo 事

件において端的なように、極めて重要な争点のひとつとなる。 
まず、『テイラー報告書』では、雇用上の諸権利に関して、現在、被用者・労働者・自営

業者という法的地位の３分法が機能していることが紹介されている 437。そして、『テイラー

報告書』は、1996 年雇用権法 230 条（本報告書第２章第１節３参照）を引用している。同法

同条では、被用者と労働者について、一定の定義付けがなされている。すなわち、被用者に

ついては、１項で「雇用契約（contract of employment）を締結している個人、または雇用

契約のもとで働く（雇用が終了した場合には、働いていた）個人のこと」とされ、また、雇

用契約については、２項で「明示もしくは黙示を問わず、また（明示であれば）口頭による

か書面によるかを問わず、雇傭契約（contract of service）、または徒弟契約のこと」とされ

ている。そして、労働者については、３項で「以下の契約を締結している個人、またはその

契約のもとで働く（雇用が終了した場合には、以下の契約のもとで働いていた）個人のこと」

とされ、その「契約」として、「雇用契約」、または「明示もしくは黙示を問わず、また（明

示であれば）口頭によるか書面によるかを問わず、当該個人が、専門的もしくは商業的事業

の依頼者もしくは顧客ではない契約の一方当事者に対し、自ら労働もしくはサービスをなす

こと、もしくは果たすことを約するその他の契約」が挙げられている。 
被用者・労働者・自営業者の３分法が機能していることを紹介し、あるいは 1996 年雇用

権法 230 条を引用した後、『テイラー報告書』は、こうした「イギリス方式」の枠組みは、

きちんと機能しており、新たな働き方に対応するのに十分なフレキシブルさがあるものと理

解されてきたものの、必ずしも法解釈における予測可能性が担保されてこなかったなどと指

摘している 438。すなわち、裁判所は、被用者該当性や労働者該当性につき、諸般のテストや

諸要素を提示することで法解釈における明確性（clarity）を提供しようとしてきたものの、
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それは難解で複雑なものであって、それらが自らの状況にどのように適用されるのか素人が

判断することはほとんど不可能であるといった指摘がなされている 439。そして、『テイラー

報告書』は、明確性を向上させ、使用者による制度の悪用を防ぐため、裁判所に頼るのでな

く立法で多くのことをなすべきであるといった趣旨の主張をしている 440。 
さらに、『テイラー報告書』は、立法が長い間最小限のものにとどまり解釈が自由であっ

たため、これまで裁判所が雇用上の法的地位に関して様々なテストや諸要素を確立してきた

と指摘し、そこには、個人が自ら仕事をすることを要求されているかどうか、使用者による

管理の程度、義務の相互性（mutuality of obligation）、個人が商業的事業を行なっているか

どうかといったことが含まれるとしている 441。また、これらの基準が法的地位の主な特徴と

解されるものを正確に反映したものだと政府が考えるのであれば、立法は、これを反映した

ものに更新されるべきとしている 442。そして、一次的な立法（primary legislation）に判定

基準のアウトラインを示し、変化していく状況や関連する判例法理に対しダイナミックに対

応できるようにするため、これらの基準を支える詳細については二次的な立法（secondary 
legislation）や指針（guidance）をより多く活用し迅速にアップデートできるよう規定をな

すべきなどとしている 443。 
そうした議論を補足するかのように、『テイラー報告書』は、政府は第一の方針として法

律をより明確にしなければならないとし、また、雇用上の法的地位も現在のように解釈の余

地のあるものではなく明確なものにしなければならないといった主張をなしている 444。こ

うした主張は、雇用上の法的地位に係る立法について、裁判所や法律の専門家のみが理解し

得るものではなく、誰もが自らの雇用上の法的地位に基づく権利について知ることができる

ようなわかりやすいものであるべきだという『テイラー報告書』の基本的な立場に由来して

いる 445。そうすることで、就労者は自らの権利を知り得るし、また使用者も責任を果たし得

るし、そしてそれらは政府や諸機関による明確な指針や助言により担保されるといったよう

な認識が示されている 446。 
おおむね以上のような論旨のもと、『テイラー報告書』がなしているのは、以下のような

勧告である。すなわち、政府は、雇用上の法的地位に係るテストの明確なアウトラインを立

法で示し、一次的な立法に主要な原則を定め、二次的な立法と指針を活用し詳細を示すべき

であるなどとしている 447。かかるような勧告は、社会の動きに鋭敏に対応するために二次的

な立法を活用するといった『テイラー報告書』における姿勢から生じるものだが、ともかく
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明確でわかりやすく詳細な指針を政府が用意することで、法律の専門家でない者であっても

雇用上の法的地位を容易に判定することができるようにし、その地位に応じた保護を就労者

に確実に与えようとするものと解される。なお、雇用上の法的地位についての明確性と理解

を向上させるため、個人と使用者がアクセス可能なオンライン・ツールを政府が提供すべき

であるといった勧告も、『テイラー報告書』は示している 448。 
 
（２）「労働者」概念に関して 

イギリス労働法における、被用者・労働者・自営業者という就労者の雇用上の諸権利につ

いての３分法に関し、『テイラー報告書』は、これまでの「労働者」を「従属的請負人」に

変更し、「真正な自営業者」とより明確に区別することを提案している 449。こうした「従属

的請負人」への名称変更は、『テイラー報告書』による勧告のひとつとなっている。 
また、『テイラー報告書』は、「被用者」と「従属的請負人」との間に明確な区別をなす

ことが重要としている 450。それは、「被用者」と「労働者」がほとんど同じ基準で判断され

ているものの「労働者」該当性のバーの方が若干低いといった状況を踏まえつつ、「従属的

請負人」については現在の労働条件の現実を反映した明確な定義が与えられるべきなどとす

る主張と強く関連している 451。 
そして、『テイラー報告書』は、これまで「労働者」の定義ないし概念の核のひとつとさ

れてきた、本人が「自ら」仕事を遂行するという点（1996 年雇用権法 230 条 3 項 b 号）を

強調するのではなく、使用者による「管理」に重点を置くべきと勧告している 452。とはいえ、

ここでいう「管理」とは、Uber 事件における事案などを念頭に置いたものと思われる。『テ

イラー報告書』は、裁判例に触発されつつ、「自ら」仕事を遂行するという点を強調するの

ではなく使用者による「管理」をより重視するという発想が現代的には公正につながるとい

った認識を有しており、これまで「労働者」に付与されてきた一定の諸権利を、新たに「従

属的請負人」として認められる者に与えることを企図している 453。 
こうした提案は、一見したところ、突飛なようにも思われる。なぜなら、これまで自営業

者を「労働者」概念に包摂する際に用いられてきた「自ら」労働またはサービスをなすとい

う「労働者」性の要件を積極的に緩めようとし、その代替として「管理」可能性を重視する

ことを『テイラー報告書』が提案しているからである。これについては、「代替条項」が、

その理由となっている。すなわち、使用者との約定において「代替条項」が存在する限り、

「自ら」労働またはサービスをなすという要件をクリアすることができないことを、『テイ
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ラー報告書』は問題視している 454。そして、それを、とりわけ端的に示すのが、自ら働くと

いう要件を欠くということが雇用に関する基本的な権利（basic employment rights）にアク

セスするための自動的な障壁（automatic barrier）であってはならない 455という指摘であ

る。さらに、それは、使用者が代替条項の背後に隠れることを困難にさせようとする『テイ

ラー報告書』の意図と調和することとなる 456。 
そうした「代替条項」に関する問題については、Deliveroo 事件において、まさに争点とな

ったところであり、ライダーたちに付与された「代替権」により、ライダーたちの「労働者」

該当性は否定された。また、Uber 事件において、運転手たちが「労働者」として認定された

際の事実をひとつひとつみれば、Uber の事業に対し、いかに運転手たちが包摂され、その管

理可能性の下に置かれていたかが明らかになる。このような実態からすれば、「自ら」労働

またはサービスをなすということを重視せず「管理」をより重視すべきとする『テイラー報

告書』の勧告それ自体は相当な変化を招来させ得るものではありながらも、少なくとも「代

替条項」との関係では一定の妥当性を有するものといい得るかもしれない。 
 
（３）出来高賃金に関して 

ギグ・エコノミーのもとでプラットフォームを介して就労する者は、裁判所が判断してい

るように、現在の枠組みの中で「労働者」に該当する 457としつつも、そうした者らの労働時

間と賃金について『テイラー報告書』は以下のような主張をなしている。すなわち、『テイ

ラー報告書』は、全国最低賃金がプラットフォーム就労者に適用される場合、労働時間の計

算が重要となるとし、そうした就労者がアプリを開いている時間の全てについて賃金が生じ

ると考えるのは不合理などとしている 458。言い換えれば、ある時間帯に仕事がないことを知

っている者がアプリにログオンし、賃金を期待するのは不合理といった主張である 459。 
そして、裁判所が、単にアプリにログオンしていることと、仕事をすることができ正に仕

事を探していることとを区別していること、また、プラットフォームはいつ働くか、どのよ

うな仕事を受け入れ辞退するかにつき、個人に自由を与えていることなどを指摘し、『テイ

ラー報告書』は、そうしたフレキシビリティを享受させつつ、最低賃金制度における出来高

払い（piece rate）を「従属的請負人」の再定義に適合させるべきといった勧告をしている 460。 
具体的には、平均的な個人がハードに働いた場合に全国最低賃金を 20%上回る収入を得ら

れていることを、プラットフォームが自ら有するデータから証明し得るならば、出来高払い
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を認めるべきといった提案となっている 461。そして、個人があえて需要の少ない時間にプラ

ットフォームを介して仕事をすることを選ぶ場合、その個人は、当該選択のために何らかの

責任を取るべきなどとしている 462。出来高払いがなされている場合、「時間あたりの平均ア

ウトプット率（mean hourly output rate）」などを予め説明するなどせねばならないが、『テ

イラー報告書』は、プラットフォーム就労者に対し、プラットフォームが、自ら有する膨大

なデータ（現在の需要と任意の時点における仕事量といったデータ）をリアルタイムで提供

させるための方策を政府は探るべきなどとしている 463。『テイラー報告書』は、プラットフ

ォームを介したビジネスに係るフレキシビリティーを相当程度重視しているように解され、

そうしたビジネスの発展を促進させようと強く意図しているように思われる 464。 
 
（４）雇用上の法的地位と税制との整合性に関して 

イギリスにおいては、先述のように、雇用上の諸権利について３分法が採られているが、

税制においては「雇用される」者と自営業者の２分法によって処理がなされており、そうし

た区分上のずれの存在が混乱をもたらしているなどと『テイラー報告書』は指摘する 465。そ

のため、新たな「従属的請負人」の該当性テストの議論を進展させるにあたり、２つの制度

間の違いが最小限になるよう尽力すべきであるといった勧告を『テイラー報告書』はなして

いる 466。 
 
（５）雇用条件記載書に関して 

イギリスでは、就業の当初に、雇用条件記載書を受け取る権利が「被用者」には認められ

ていたが、「労働者」には認められていなかった。これにつき、『テイラー報告書』は、雇

用上の諸権利の明確性と確実性そしてそれへの理解を向上させるため、雇用条件記載書につ

いての権利を「従属的請負人」にも拡大させるべきといった勧告をしている 467。そして、政

府は、被用者や「従属的請負人」が、仕事を始めた初日に雇用条件記載書を受け取ることが

できるよう法改正をなすべきなどとし、当該記載書のわかりやすさを確保するために標準の

フォーマットを作成すべきなどともしている 468。 
 
（６）資格要件期間に関して 
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イギリスでは、雇用上の諸権利の一部に資格要件期間が設定されており、たとえば、被用

者がフレキシブルな働き方を要請する権利 469を行使し得るようになるのは 26 週間の継続勤

務の後となる。 
しかし、ある使用者のために断続的に就労している場合、かかるような資格要件期間を満

たすことが難しくなることを『テイラー報告書』は問題視している 470。そして、継続勤務に

おける休止可能期間を１週間から 1 ヶ月に延長するよう勧告している 471。これは、長期に亘

り同じ企業で働いているものの定期的に休止期間がある場合や、長期に亘りオンとオフを繰

り返している場合、仕事の割り当てがないために１週間以上の休みがある場合などに役立つ

こととなるなどとしている 472。休止可能期間が１週間から 1 ヶ月になれば、まとまった勤務

休止期間があったとしても、継続勤務の実績を積みやすくなり、資格要件期間を満たしやす

くなるからである。 
  

                                            
469 イギリスにおいては、1996 年雇用権法の 2002 年改正により、フレキシブルな働き方を要請する権利（right 
to request flexible working）が導入されている。当初、同権利を行使できるのは育児や介護等をなす被用者のみ

に限られていたが、2014 年改正により、同権利は、26 週間以上継続雇用されている被用者の全員が行使可能と

なった。この被用者の権利は、労働時間や就労場所に係るフレキシビリティーについてのものである。当該権利

により、フレキシブルな働き方を要請された使用者は、一定の場合にのみ、その要請を拒絶できる。すなわち、

被用者からの要請を使用者が拒否する場合、①追加費用の負担、②顧客の需要に対応する能力への悪影響、③現

在の従業員の間で業務を再編成できないこと、④従業員の追加採用ができないこと、⑤品質への悪影響、⑥業績

への悪影響、⑦被用者が働こうとする期間における仕事が少ないこと、⑧組織の改変（structural change）を計

画していること、⑨その他所管大臣が規則で定める理由のいずれかの事由に該当していなければならない（1996
年雇用権法 80G 条（1）（b））。当該被用者からの要請を使用者が拒否した場合、その決定に対し当該被用者は

不服を申し立てることができる。なお、当該権利に関しては、神吉知郁子「イギリスの柔軟労働申請権」『労働

法における規制手法・規制対象の新展開と契約自由・労使自治・法規制』（労働問題リサーチセンター、2006 年）

111 頁、岩永昌晃「イギリスにおけるテレワーク」『テレワークの法と政策―比較法的考察を中心に』（労働問

題リサーチセンター、2007 年）13 頁、18 頁等。 
470 See, Taylor, supra, note 1, p. 45. 
471 Id. 
472 Id., p. 46. 
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（７）派遣労働者に係る情報の透明性に関して 

イギリス政府は、2015 年に派遣労働者の賃金の透明性について検討することを約したが、

それは、税制における PAYE（Pay As You Earn）という源泉徴収制度と関連しているなど

と『テイラー報告書』は指摘する 473。PAYE については、労働者派遣事業者に代わり派遣労

働者の労務管理をなす事業者であるアンブレラ企業が介在するが、手数料などもあり、個人

の手取り収入が減少するといった結果が生じた 474。 
そうした状況を『テイラー報告書』は問題視し、より悪質な事業者は長い契約書の冊子の

中に重要な情報を埋もれさせてしまう懸念があるなどとし、政府は、どのような情報を派遣

労働者に提供すべきかについて再検討をなすべきといった主張をなしている 475。そして、派

遣労働者に提供されなければならない情報の透明性を向上させるために立法的対応をなすべ

きといった勧告をしている 476。 
 
（８）年次有給休暇と休暇手当に関して 

年次有給休暇（paid annual leave）と休暇手当（holiday pay）に関し、『テイラー報告書』

は、不定期に働いていたり、週単位で労働時間が変動したりする労働者にとって、年次有給

休暇の権利は分かりにくいものとなっているといった趣旨の指摘をなしている 477。 
また、季節によって繁閑がある場合、たとえば夏季に週 50 時間働いた後に週 10 時間勤務

にした場合、十分な休暇手当が得られなくなる可能性があるといったことも指摘している 478。

すなわち、それは、平均の週給を決定するための参照期間が 12 週であることに起因してお

り、休暇を取る直前の 12 週に閑散期（週の勤務時間が減る時期）が重なってしまった場合な

どに、受け取ることのできる休暇手当が減ってしまうことを意味している。 
そして、『テイラー報告書』は、一部の脆弱な立場の労働者が、年次有給休暇の制度を知

らないことや、遠慮してしまい取得できないことも指摘しており、また、年次有給休暇を取

らないようなゼロ時間契約により就労する者の存在は一方的に使用者を利することとなると

いった趣旨のことも指摘している 479。 
そうした諸点に鑑み、『テイラー報告書』は、季節的な変動を考慮して休暇手当参照期間

を 52 週に延長すること、また「従属的請負人」にロールアップ休暇手当 480（rolled-up holiday 

                                            
473 Id. 
474 Id. 
475 Id. 
476 Id. 
477 Id. 
478 Id., p. 47. 
479 Id. 
480 実際に休暇取得がなされた際に休暇手当を支払うのではなく、手当を基本給に予め含ませるといった制度の

ことで、時給を 12.07%増やすことにより対応がなされるのが通例のようである。 
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pay）を受け取る機会を与えること、休暇手当の受給資格の認知度を高めるためより多くの

努力をすべきことなどを勧告している 481。 
 
（９）派遣労働と直接雇用に関して 

派遣労働はフレキシブルな労働市場において重要な役割を果たしていることを指摘しつ

つ、派遣労働者におけるメリットに触れつつも、一部の企業で同じ派遣労働者が何年も同じ

仕事をし続けていることを『テイラー報告書』は問題視している 482。 
そして、同じ派遣先に 12 ヶ月間派遣されている派遣労働者について、直接雇用契約を要

請する権利（right to request a direct contract of employment）を導入し、派遣先には合理

的な方法でそれを検討する義務を課すべきといった勧告をしている 483。 
 
（10）ゼロ時間契約により就労する者に関して 

『テイラー報告書』は、ゼロ時間契約により就労する者についても、固定的な時間の契約

を要請する機会があるべきとしている 484。そして、12 ヶ月間勤務しているゼロ時間契約に

より就労する者につき、過去 12 ヶ月間の週平均労働時間を新たな契約の前提とすべきであ

って、実際に働いた時間を反映した時間数を保証する契約を要請する権利が実現されるべき

などとする勧告をしている 485。 
 
（11）2004 年被用者への情報提供・協議規則に関して 

2004 年被用者への情報提供・協議規則（Information and Consultation of Employees 
Regulations 2004）486は経営状況やリストラなど被用者に影響を及ぼす一定の事項について

使用者が被用者の代表者を通じ情報提供・協議するなどせねばならない旨を規定するが、『テ

イラー報告書』は、使用者と被用者間の長期的な情報及び協議に係るアレンジメントを促進

させるための枠組みを当該規則が提供してきた 487としている。そうしたアレンジメントは、

たとえば、不必要な解雇や雇用条件の悪化を招かないようリストラの代替案を提案するなど、

被用者の意見を経営上の意思決定に反映させることを意味する 488とし、使用者は、組織や契

                                            
481 See, Taylor, supra, note 1, p. 47. 
482 Id. 
483 Id., p. 48. 
484 Id. 
485 Id. 
486 当該規則につき、詳細は、有田・前掲注 86）229 頁以下等。なお、2004 年被用者への情報提供・協議規則

は、2002 年 3 月 11 日の欧州共同体における被用者に対する情報提供及び協議の一般的枠組みを設定する欧州議

会及び閣僚理事会の指令（Directive of the European Parliament and of the Council of 11 March 2002 
establishing a general framework for informing and consulting employees in the European Community
（2002/14/EC））を国内法化したものとなる。当該指令等につき、濱口桂一郎「EU 一般労使協議指令の実施状

況」生活経済政策 117 号（2006 年）28 頁等。 
487 Taylor, supra, note 1, p. 52. 
488 Id. 
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約関係の大幅な変更につながる可能性のある決定を含む様々な問題に関する情報を被用者の

代表者に提供しなければならないとしている 489。また、当該規則には、被用者の代表者の選

出プロセスが定められており、その役割を果たす者が不利益な取扱いを受けないための保護

に係る定めも置かれていることを紹介している 490。 
当該規則の適用を受けるためには、被用者の 10%以上（最低 15 名以上）の支持が必要と

されていることにつき、『テイラー報告書』は、そうした規制の結果、実際に協議委員会

（consultative committee）やワークス・カウンシル（works council）を設置している職場

は 2011 年の段階で 14%にとどまると指摘し、「被用者の 10%」という値を問題視してい

る 491。そして、『テイラー報告書』は、必要な被用者の支持について 10%から２%に引き下

げるべきといった勧告をするなどしている 492。 
 
（12）アンブレラ企業への取り締まりに関して 

『テイラー報告書』は、ギャングマスター（労働力供給事業者）及び労働虐待監視局と職

業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官について、それぞれ各々の法的枠組みを通じ、派遣労

働者を保護しているとしつつも、後者の職業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官は、主に人

材派遣会社（recruitment agency）に対し強制措置を取り罰則を適用できるが、派遣労働者

の派遣先（end user）にはそれをなすことができないために一定の問題が生じていることを

指摘している 493。そして、アンブレラ企業に関する問題について、以下のような指摘をなし

ている。 
すなわち、アンブレラ企業は派遣会社と派遣労働者との間に介在し給与計算やその他のサ

ービスをなすが、そうしたアンブレラ企業の存在は、使用者が誰かという問題を複雑にさせ、

賃金率を派遣労働者が完全に理解できていないとの問題を生じさせるといったことを『テイ

ラー報告書』は述べている 494。そのため、アンブレラ企業の存在を排除しようという意見も

あるものの、高スキル高賃金の分野ではアンブレラ企業は妥当な役割を果たしてきたともし

ている 495。しかし、低スキル低賃金の分野では、その役割には疑問があるとし、その例とし

て、派遣労働者がアンブレラ企業を通じて支払いを受ける場合に週 15〜35 ポンドもの手数

料を請求されるといったことを指摘している 496。その上で、『テイラー報告書』は、労働市

場エンフォースメント指導官が、アンブレラ企業や他の仲介者を取り締まるため、職業紹介

                                            
489 See, Id., p. 52. 
490 Id. 
491 Id. 
492 Id., p. 53. 
493 Id., p. 58. 
494 Id. 
495 Id. 
496 Id. 
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事業等（雇用仲介）基準監督官の権限を拡大すべきかどうか検討すべきといった勧告をして

いる。 
 
（13）派遣労働におけるスウェーデン型適用除外に関して 

派遣労働におけるスウェーデン型適用除外を『テイラー報告書』は問題視しており、派遣

労働者の業務開始時またはその 11 週間後に当適用除外のための合意を余儀なくされるとい

った事例も多数報告されているなどとしている 497。結果として、派遣労働者は、2010 年派

遣労働者規則における均等待遇に関する権利のメリットである同一賃金を得られなくなって

おり、それについて『テイラー報告書』は強い懸念を表しているといえる。 
また、『テイラー報告書』は、職業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官には 2010 年派遣労

働者規則を執行する権限がないとし、何十万人もの派遣労働者が審判所システムを利用する

ことを余儀なくされているなどともしている 498。それらの諸点を踏まえ、『テイラー報告書』

は、スウェーデン型適用除外の廃止と職業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官の 2010 年派

遣労働者規則に係る権限拡大といったことを勧告している 499。 
 
（14）雇用審判所に関して 

『テイラー報告書』は、雇用審判所についても様々な勧告をしているが、2013 年に導入さ

れた雇用審判費用についての勧告 500については、『テイラー報告書』が公にされた直後の最

高裁判所の判断で同費用が違法と判断され、それに係る状況が改善されたことから本報告書

では割愛する。 
それ以外の雇用審判所に係る勧告として、『テイラー報告書』は、まず立証責任について

のそれを提示している。すなわち、ある個人が雇用審判所に訴えをなす際、自身の雇用上の

法的地位を立証する責任があるものの、『テイラー報告書』は、それは当該個人にとって不

公正な負担であるなどとしている 501。そして、雇用上の法的地位が争われている事案につき、

雇用審判所における立証責任は使用者側が負担すべきなどとして、立証責任の転換を勧告し

ている 502。 
また、雇用審判所の裁定金を支払わない使用者が存在することについて、エンフォースメ

ントを強化すべきなどとする勧告や、そうした使用者の名称公表の制度を確立すべきなどと

する勧告を『テイラー報告書』は示している 503。 

                                            
497 Id., p. 59. 
498 Id. 
499 Id. 
500 Id., pp. 61-62. 
501 Id., p. 62. 
502 Id. 
503 Id., pp. 62-63. 
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さらに、使用者が、ほとんど同様の事実で雇用上の法的地位に係る事案で敗訴していた場

合、雇用審判所に加重的なペナルティーなどを検討する義務を課するべきといった勧告 504

や、同一または実質的に同一の労働形態（working arrangements）の者に対し、後続の違反

があった場合に、審判所が裁定金の増額をなすべきであるといった勧告 505もしている。 
 
（15）デジタル・バッジの活用に関して 

ギグ・エコノミーにあって働く者たちのために、その経験と評価とを表するものとしてオ

ンライン認定のデジタル・バッジを活用してはどうかといった提案を『テイラー報告書』は

なしている。すなわち、個人がプラットフォームを移動する際に、検証済みの承認評価

（verified approval ratings）を持ち運び、次のプラットフォームでも用いることができるよ

う、政府はギグ・プラットフォームに強く推奨すべきである 506という勧告をしている。 
 
第３節 『テイラー報告書』に至る背景と各勧告との関連性 

第１節で論じたように、『テイラー報告書』の背景と解されるものとしては、①プラット

フォームを介した新しい働き方の登場、②脆弱な立場の就労者の増加とその権利保障、③雇

用上の法的地位と税制あるいは社会保障とに関する問題といった事柄が挙げられよう。実際

のところ、第２節２で紹介したように、『テイラー報告書』による勧告の数々は、上記の①

から③のいずれかと関連していたように思われる。 

具体的には、（１）雇用上の法的地位、（２）「労働者」概念、（３）出来高賃金、（15）
デジタル・バッジの活用に関しての各勧告は、上記の①と密接に関連していた。 

また、この中にあって、（１）と（２）は、就労者の権利を明確にするという意味におい

て、上記の②とも関連しているものといえる。そのほか、上記②に関連しているものとして、

やはり就労者の権利関係では、（５）雇用条件記載書、（６）資格要件期間、（８）年次有

給休暇と休暇手当、（14）雇用審判所に関しての各勧告を挙げることができる。また、脆弱

な立場の就労者が念頭に置かれているものとはいえないかもしれないが、（11）2004 年被用

者への情報提供・協議規則に関しての勧告も就労者の権利に係るものであった。さらに、上

記②の脆弱な立場の就労者としての派遣労働者をまさに念頭に置いたものとして、（７）派

遣労働者に係る情報の透明性、（９）派遣労働と直接雇用、（12）アンブレラ企業への取り

締まり、（13）派遣労働におけるスウェーデン型適用除外に関しての各勧告を挙げることが

でき、ゼロ時間契約により就労する者を念頭に置いたものとして、（10）ゼロ時間契約によ

り就労する者に関しての勧告を挙げることができる。 

                                            
504 Id., p. 63. 
505 Id., p. 64. 
506 Taylor, supra, note 1, p. 87. 
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そして、上記③と関係するものとしては、（４）雇用上の法的地位と税制との整合性に関

しての勧告がまさにそうであった。 
本報告書で紹介した勧告は、イギリス労働法政策に係るもののみとなるが、『テイラー報

告書』には本報告書で紹介したもの以外の勧告も存在する。しかし、少なくともイギリス労

働法政策に係る勧告については、上記①から③のいずれか、または複数と関連していた。こ

れらからすれば、『テイラー報告書』のイギリス労働法政策に係る部分は、上記①から③を

背景にしていたものといえよう。とはいえ、勿論のこと、これらのみが背景となっていたと

いうわけではなく、以外にも多くの背景があったものと解され、たとえば、第１節で言及し

たイギリスにおける人口動態の変化（労働力の高齢化）、自動化の加速による雇用への影響、

自営業者の増加も『テイラー報告書』の背景として指摘できようし、それらのほかにもこれ

に該当するものは当然存在し得るだろう。 
『テイラー報告書』の背景として指摘し得るものは、それぞれが独立の事柄というよりは、

それぞれが関連している。たとえば、上記①の結果として、プラットフォームを介して就労

する者が増加し、上記②に数えられることがあり得るし、第１節で述べたように上記①と③

も関連し得る。高年齢者の増加や少子化による社会情勢の変化、あるいは、EU 離脱に伴う

国家戦略の再構築といった特殊事情も寄与した可能性もあろうが、上記のように背景として

指摘し得るものがそれぞれ関連しているとすれば、主として ICT の発達など技術革新を背景

とした社会の動向が『テイラー報告書』を生じさせたという方が正確なのかもしれない。 
  



 

 －99－ 

『グッド・ワーク・プラン』の概要 
 
第１節 『グッド・ワーク・プラン』に至る背景 

『グッド・ワーク・プラン』は、2018 年 12 月に公にされたイギリス政府による政策文書

（全 62 頁）であって、基本的に『テイラー報告書』に沿った内容を有するものであり、『テ

イラー報告書』による勧告のほとんどを容れている。主として『グッド・ワーク・プラン』

が念頭に置いているのは、題名の通り good work であり、それを実現させるため、広範な立

法的対応を約するなどしている。 
かかるような『グッド・ワーク・プラン』の背景とするところは、『グッド・ワーク・プ

ラン』それ自体が『テイラー報告書』への応答文書としての性格を帯び、問題意識を共有し

ていることから、『テイラー報告書』に至る背景と同様のものとなる。すなわち、『グッド・

ワーク・プラン』は、プラットフォームを介した新しい働き方の登場、脆弱な立場の就労者

の増加とその権利保障、雇用上の法的地位と税制あるいは社会保障とに関する問題を、主な

背景としているものと解される。これは、以下で紹介する『グッド・ワーク・プラン』が提

案する様々な施策からも明らかである。 
また、それらだけでなく、『グッド・ワーク・プラン』は、EU 離脱にあたり就労者の権利

を維持するのみならずそれをさらに強化するためのものであるという位置付け（第２節１参

照）がなされているところ、EU 離脱も『グッド・ワーク・プラン』の背景として意識される

べきであろう。 
よって、『グッド・ワーク・プラン』の背景のうち主要なものとして、①プラットフォー

ムを介した新しい働き方の登場、②脆弱な立場の就労者の増加とその権利保障、③雇用上の

法的地位と税制あるいは社会保障とに関する問題、④EU からの離脱問題を挙げることがで

きるだろう。 
 
第２節 『グッド・ワーク・プラン』の具体的内容 

大きく分けて３つの章が『グッド・ワーク・プラン』の根幹をなしている。すなわち、「公

正かつディーセントな仕事（Fair and decent work）」・「使用者と就労者にとっての明確

性（Clarity for employers and workers）」・「より公正なエンフォースメント（Fairer 
enforcement）」という３つの章が、『グッド・ワーク・プラン』の主だった内容となる。以

下では、当該３つの章ごとに、『グッド・ワーク・プラン』を紹介することとしたい（本章

における節や項などの表題、そして記載の順は、『グッド・ワーク・プラン』の原文に依っ

ている）。 
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１ 公正かつディーセントな仕事 
Taylor による提言の核心に存在するのは、全ての仕事（労働）が公正かつディーセントな

ものであるべきだという包括的な大志（overarching ambition）であった 507、とのリードが、

本章の冒頭を飾っている。そして、イギリスのどこに住んでいようが、如何なる部門で働い

ていようが、誰もが質の高い仕事の恩恵を受け得るべきである 508としている。また、『産業

戦略』を通じ、政府は使用者との緊密な連携のもと仕事の質の向上につき責任 509を負うとし

ている 510。さらに、『産業戦略』は、イギリスの生産性を高める上で質の高い仕事が果たし

得る極めて重大な役割と、動機付けがなされ（意思決定に）関与し（一定の）権限を与えら

れた労働力を創出することの重要性 511を示したなどとしている。 
そうした上で、これまでの多くの政権が仕事の量を増やすことに専心してきた中、今般イ

ギリス政府は初めて「仕事の質と量」を等しく重視するという画期的な一歩を踏み出したと

している 512。仕事の「量」のみならず「質」を重視するという政策それ自体がイギリスにと

って新しいものであるという認識のもとなされようとしているのが、当該施策であるといえ

よう。 
また、May は、イギリスの EU 離脱の際、就労者の権利を維持するだけでなく、就労者の

権利を強化することを約したとし、『グッド・ワーク・プラン』はその強化をどのように継

続するかを示すものであるとしている 513。イギリスの労働法制は EC・EU 労働法の影響を

受けながら発展してきたもので今後もそれが見込まれるところとなっていたところ、EU 離

脱の決定は、今後も EU レベルの労働法政策が採られるのかどうか一定の動揺をイギリス国

民にもたらし May らは労働法政策のビジョンを国民に示さねばならなくなったものといえ

よう。そして、それは、上記のように、就労者の権利の維持のみならず強化をなすといった

文言で示されることとなった。 
 
（１）一方に偏ったフレキシビリティ 

『グッド・ワーク・プラン』の本節では、労働における「フレキシビリティ」は使用者に

とっても就労者にとっても利益をもたらすといったような認識が、まず示されている 514。こ

れは、自分にとって都合の良い時間帯に働けるのならそれは就労者の利益となるし、様々な

                                            
507 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 12. 
508 Id. 
509 厳密には、ビジネス・エネルギー・産業戦略担当大臣（当時は Greg Clark）が当該責任を引き受けたことと

されている。 
510 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 12. 
511 Id. 
512 Id. 
513 Id. 
514 Id. 
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就労者が多様な時間に働いているのであればそれは顧客の需要を満たし得るので使用者の利

益にもつながるといった趣旨と解される 515。 
しかし、少数の使用者が現在のシステムを悪用し、就労者に過度なリスクを与えていると

いう認識も同時に示されており、そうした状況は、就労者の経済的安寧（financial security）
と個人の福利（personal well-being）を危険にさらしているとしている 516。そして、かかる

ような状況を Taylor が「一方に偏ったフレキシビリティ」と呼び、顧客の需要が少ないとき

に使用者がショート・ノーティスでシフトをキャンセルしたり、スタッフを自宅に帰したり

する例を示したとしている 517。また、一部の就労者が長期に亘り不安定で非典型的な契約を

余儀なくされていることも、Taylor が明らかにしたとしている 518。 
おおよそ以上のような記述の後に展開されるのが、以下の３つの施策である。すなわち、

（a）予見可能かつ安定的な契約を要請する権利、（b）継続勤務における休止可能期間の延

長、（c）派遣労働者への保護という３つの施策である。それぞれにつき、以下で紹介する。 
 
ア 予見可能かつ安定的な契約を要請する権利 

上記のような「一方に偏ったフレキシビリティ」への取り組みとして、『グッド・ワーク・

プラン』は、全ての労働者が予見可能かつ安定的な契約を要請する権利（Right to request a 
more predictable and stable contract）を獲得できるような立法をなすとしている 519。すな

わち、毎週様々な時間に働くことについて満足している個人はその就労の仕方を継続可能だ

が、より確実に就労したい場合は 26 週間の就労の後、使用者に対し、より固定化された働き

方を求めることができるようにする権利を法定すべく立法を進めるとしている 520。そして、

この権利は、被用者であろうと労働者であろうと、行使可能とすべきとしている 521。 
この権利については、『グッド・ワーク・プラン』において「予見可能かつ安定的な契約

を要請する新たな権利が如何に適用されるかについての具体例」と題する例が掲載されてい

る 522。具体的には、その新しい権利がどのように用いられるか、ゼロ時間契約で就労する者

を素材とした例が、以下のように示されている。 
すなわち、その者は、ゼロ時間契約によりホテルで就労し需要に応じて毎週様々な日に働

いているが、常に１週 30 時間以上就労しており、それ以上働くこともあり得た。しかし、そ

の者が住宅ローンを組もうとしても、その者がゼロ時間契約に基づく就労をなしていること

から明確に設定された労働時間が存在せず、ローンを組む際リスクが高すぎると判断されて

                                            
515 Id. 
516 Id. 
517 Id., p. 13. 
518 Id. 
519 Id. 
520 Id. 
521 Id. 
522 Id., p. 14. 
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しまった。そのため、その者は、使用者のもとに赴き、毎週少なくとも 30 時間を保証する契

約を要請する。そして、使用者は、その者が 26 週間以上就労してきたことから、その者の労

働時間、昨年度における需要、ホテルへの予約の将来予測を勘案し、定められた 3 か月の時

間的枠内（the set three-month timeframe）に、その者に応答し、週 30 時間の契約を与え

る。その者は、それ以上就労することもあるが、住宅ローンを組むために必要な確実性（信

用）を得ることができる、といったような具体例である。 
 
イ 継続勤務における休止可能期間の延長 

次に論じられているのが、継続勤務における休止可能期間の延長についてである。 
イギリスでは、雇用上の諸権利の一部に資格要件期間が設定されているため、そうした権

利を主張するためには、使用者との間で一定の勤務を継続したことが要件となる。『グッド・

ワーク・プラン』における本項の言葉でいえば、「雇用上の諸権利は時間の経過とともに得

られる 523」のである。Taylor は、同じ使用者のために断続的に就労する者は、継続勤務に

係る要件をクリアし難く、雇用上の諸権利の一部を得るのが困難となるとしているところ、

『グッド・ワーク・プラン』は、それを汲み、１週間の休止で資格要件期間にカウントされ

なくなり得る現状から、それを４週間の休止まで可とするような立法をなし、より多くの被

用者が雇用上の諸権利にアクセスできるようにするとしている 524。 
 
ウ 派遣労働者への保護 

さらに、本項では、派遣労働者への保護について述べられている。 
イギリスにおける派遣労働 525については、これまで、いわゆるスウェーデン型適用除外が

認められてきた。『グッド・ワーク・プラン』は、かかるような適用除外制度を廃止すると

している。そもそも派遣期間に間隙が生じてしまったとしても派遣労働者が収入を得続ける

ことができるよう上記制度は設計されたにもかかわらず、ビジネス・エネルギー・産業戦略

省（BEIS:  Department for Business, Energy and Industrial Strategy）による調査で、上

記制度は派遣労働者に利益を与えていないことが明らかになったことから、上記制度を廃止

するものとしている 526。すなわち、派遣期間に間隙が生じないよう様々な方法を用いる（当

該派遣労働者の事情を顧慮することなく派遣先を次々紹介する等）ことで、間隙時の賃金を

派遣労働者に支払うことなく、また均等待遇に関する権利を派遣労働者に付与しないまま、

低い基本的労働条件・雇用条件で派遣労働者を就労させることを可能としているのが現行の

                                            
523 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 14. 
524 See, id. 
525 イギリスにおける派遣労働及び 2010 年派遣労働者規則について詳細は、有田・前掲注 184。 
526 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 15. 
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制度であるといった認識が、廃止の要因となっている 527。そして、当該廃止により、全ての

長期派遣労働者に正規労働者と同等の賃金を保証するなどとしている。 
さらに、同一の派遣先に 12 か月間継続勤務した派遣労働者が直接雇用を要請する権利に

つき『テイラー報告書』が提言をなしていたところ、『グッド・ワーク・プラン』はその提

言を受け入れるとし、さらに進んで先述の予見可能かつ安定的な契約を要請する権利を全て

の労働者にもたらす 528としている。 
 
（２）仕事（労働）の質 

質の高い仕事（quality work）が意味するところは人によって異なる 529、とのリードが本

節の冒頭を飾っている。これは、一口に「質の高い仕事」といっても、個々人の状況などに

よって、その意味内容は異なるという認識を示しているものと解される。すなわち、一部の

人にとっては高い賃金が、他の人々にとってはよりフレキシブルな働き方あるいは向上

（progress）の機会の存在が、質の高い仕事の意味するところとなるといった認識である 530。

『グッド・ワーク・プラン』は、５つの基本的な指標により、仕事の質を測定し評価する方

法を探求するとしており、その５つとは、満足度（satisfaction）、公正な賃金（fair pay）、

参加と発展（participation and progression）、福利（心身の健康）・安全・安心（well-being, 
safety and security）、発言と自律性（voice and autonomy）を指すとしている 531。そして、

これに関し、産業戦略会議（Industrial Strategy Council 532）に一定の任を担わせ、同会議

による成果により、政府は仕事の質について施策を講じることとなる 533。かかる文脈は、『産

業戦略』とも密接に関連するところとなるが、使用者が仕事の質を高めるための役割を理解

し、就労者の生産性向上に結び付けるためには、使用者と就労者への方策が必要となる 534。 
上記の５つの基本的な指標に関しては、『グッド・ワーク・プラン』の本節において、お

およそ以下のような記述がみられる。しかし、それら記述は、どちらかといえば、各指標に

つき説明を加えたものというよりも、各指標に関連する政策や今後の立法について述べたも

のとなっている。 
  

                                            
527 Id. 
528 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 46. 
529 Id., p. 17. 
530 See, id. 
531 Id. Also, Her Majesty's Government, supra, note 8, p. 118. 
532 産業戦略会議は､Industrial Strategy に伴い新設された独立機関である。See, Her Majesty's Government, 
supra, note 8, p. 11. 
533 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 17. 
534 Id. 
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ア 満足度 
満足度について、『グッド・ワーク・プラン』は、以下のように述べている。すなわち、

より良い仕事を提供するということは、使用者が発展し成長するために必要な才能ある人々

を惹きつけ留めることを促進させるであろう 535とし、仕事の質に関する透明性

（transparency）は、個人がそれぞれのニーズに合った仕事について、より良い選択をする

のに役立つだろう 536としている。その上で、労使や助言斡旋仲裁局（ACAS: Advisory, 
Conciliation and Arbitration Service）など様々なステークホルダーと協働し続け、仕事の

質を向上させ、仕事の質について透明性を保つことの利益を実証するなどとしている 537。 
 
イ 公正な賃金 

『グッド・ワーク・プラン』は、本項において、まずイギリス政府が数年前に導入した全

国生活賃金 538（National Living Wage）の成果を強調している 539。そして、チップ・心づ

け・サービス料（tips, gratuities and service charges）といった消費者が裁量的に支払う金

銭について言及しつつ、一部の使用者が、そうしたチップを控除するなどしていると指摘し、

それは、職場における基本的な公正性（basic fairness at work）に反するとしている 540。そ

のため、イギリス政府は、就労者に支払われたチップを使用者が控除することを禁止する立

法をなすとし、そうすることで就労者に経済的な利益をもたらし、また、意図した通りにチ

ップが当該就労者に支払われるという安心感を消費者に与えるなどとしている 541。 
 
ウ 参加と発展 

主として『グッド・ワーク・プラン』がエコーしているのは『テイラー報告書』だが、本

項については、先述の『産業戦略』との関連が強いものとなっている。すなわち、本項にお

いて『グッド・ワーク・プラン』は、『産業戦略』が論じたように成長のため現実的な範囲

で公正かつディーセントな仕事から誰もが利益を受けるべきとしつつ、そのために重要なの

は人々が労働市場に参加し効率的に仕事をなすため必要なスキルを有することであるなどと

している 542。 

                                            
535 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 17. 
536 Id. 
537 See, id. 
538 全国生活賃金制度は、既存の全国最低賃金制度において 25 歳以上の層に適用する加算制度として、2016 年

に導入された。これにつき、労働政策研究・研修機構、海外労働情報「『全国生活賃金』導入と雇用主の対応」

2016 年 3 月（https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2016/03/uk_01.html, 2022 年 11 月 2 日最終閲覧）。 
539 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 20. 
540 Id. 
541 Id. 
542 Id., p. 18. 
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また、とりわけ技術教育 543に注力しつつ、成人教育においては英語と数学といった基礎的

なスキル習得に予算を割き、2020 年からは基礎的なデジタル・スキルのコースにも予算を投

じるなどとしている 544。 
そして、新技術・オートメーションの増加・労働の世界における変化といった文脈では、

転用可能な（transferable）スキルを発展させることに加え、職業生活を通じ個人が新たなス

キルを習得し得ることも不可欠となる 545としている。イギリス政府は、とりわけ現在の職業

がオートメーションによって脅かされる可能性がある場合、成人就労者の再訓練を支援する

ことを約している 546とし、職業再訓練事業（National Retraining Scheme）を開始するなど

としている。 
さらに、仕事の質に関する透明性の向上が労働市場における行動を変化させ得るか調査す

るといったこと、また、労働年金省の仕事検索（Find a Job 547）を含め、仕事検索サイト（job 
sites）における仕事の質についてのデータ表示を改善することで、適切な仕事を人々が見つ

けることができるよう検討を進めるといったことが記述されている 548。 
 
エ 福利（心身の健康）・安全・安心 

より質の高い仕事は、企業と個人の両方に利益をもたらす 549との指摘を、本項で『グッド・

ワーク・プラン』はなしている。その上で、職場におけるメンタル・ヘルスに関し、使用者

への助言となるようなことについて、若干の記述がある。すなわち、それは、以下の２つの

事項である。 
まず、Paul Farmer と Stevenson 卿による報告書 550は、職場でのメンタル・ヘルスをサ

ポートすることの重要性を強調し、使用者が採用すべき、前向きで協力的な職場文化を使用

者自身が創造し得るような中核的基準を提示した 551、との紹介がなされている。 
次に、使用者向けの情報とガイダンスは無料で入手できる 552、とし、助言斡旋仲裁局によ

るもの 553が、その例として示されている。 
ところで、公務労働における福利（心身の健康）について、ケース・スタディが『グッド・

ワーク・プラン』に掲載されている。そこでは、公務労働においては仕事に関連するストレ

                                            
543 『産業戦略』は、年間５億ポンド以上をかけて、T レベルという専門技能の資格制度を発足させるとしてい

る（16 歳から 19 歳の（専門）学生が対象）。See, Her Majesty's Government, supra, note 8, pp. 102-103. 
544 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, pp. 18-19. 
545 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 19. 
546 Id. 
547 当該ウェブ・サイトには、以下のアドレスよりアクセス可能である。<https://www.gov.uk/find-a-job>. 
548 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 20. 
549 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 20. 
550 Lord Dennis Stevenson and Paul Farmer, Thriving at work: The Stevenson / Farmer review of mental 
health and employers, (2017).  
551 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 20. 
552 Id. 
553 Advisory, Conciliation and Arbitration Service, Mental health in the workplace, (2018). 
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スや不安などを含むメンタル・ヘルスへのアプローチが先行しているとし、包括的で費用対

効果の高い一連のコミットメントによって職場文化を大きく変化させることが可能であるな

どとされている 554。そして、そのコミットメントとは、①メンタル・ヘルスに付随するステ

ィグマを打ち破るようなオープンな議論と会話を奨励すること（たとえば上級管理職者がメ

ンタル・ヘルスの経験をオープンにするなど）、②職場におけるストレスや不安が複雑な要

因を有するとの認識を促すよう、身体的健康とメンタル・ヘルスとを結び付けた考慮をなす

こと、③上級管理職者のリーダーシップに福利（心身の健康）の重要性を組み込むこと、④

メンタル・ヘルスをより良く管理するためのリソースを管理職者に提供すること、⑤職場の

各層が経験と最善の処置とを共有できるようにすること、⑥個々人に合うようサポートの在

り方を変容させていくこと、⑦危機に瀕している個人を支援し同僚をサポートするための訓

練を受けさせること（メンタル・ヘルス救急隊（mental health first aiders））、⑧最先端

の健康・福利・障害についてデータを集積すること、といった内容となっている。 
 
オ 発言と自律性 

本項の冒頭で『グッド・ワーク・プラン』は、仕事が公正でディーセントなものであるた

めに働く者が発言せねばならないことを強調した『テイラー報告書』を振り返っている 555。

また、高レベルの被用者参加（employee engagement）により、組織のパフォーマンスが上

がり、生産性が向上する 556としている。そして、ケース・スタディが示すように、経営上の

意思決定に参加し関与する被用者は、より職場に参画できより充実していると感じるなどと

している 557。 
ここでいうケース・スタディとは、おおむね以下のようなものである。すなわち、10 名の

スタッフを雇用しているケンブリッジシャーの小さな修理工場において、その経営権を取得

した新たなオーナーらはスタッフとのより良い関係を構築しようとしていたところ、それに

係るミーティングを労働時間内に実施、職場環境や福利（心身の健康）についての調査をし、

経営陣は指摘がなされた点につき迅速に対応し、改善されたキッチンや静かで清潔な休憩室

を設置した 558。結果として、経営の移転を乗り越え、労使の関係は良好なものとなり、当該

ビジネスで成功するために重要な、前向きで生産的な企業風土が、より強化されたなどとし

ている 559。 
さらに、『グッド・ワーク・プラン』は、Taylor が、情報提供・協議規則（『テイラー報

告書』における原文からすれば、2004 年被用者への情報提供・協議規則を指すものと解され

                                            
554 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 21. 
555 Id., p. 22. 
556 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 22. 
557 See, id. 
558 Id., p. 23. 
559 Id. 
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る）に関し、被用者の発言が聞き届けられることの重要性を強調したなどとして、同規則の

改正を提案している 560。すなわち、従来、情報提供や協議の実施について、被用者が要求を

なすには全体の 10％の支持が必要なところ、それを２％に引き下げるなどとしている 561。

ただ、手続きを開始するために必要な被用者の最少人数は 15 名のまま維持するとしている

562。 
使用者からの情報提供と使用者との協議について一定の枠組みを当該規則が提供し、大き

な労働力の見直し、たとえばリストラなどの問題に関し、被用者の発言が考慮され得ること

となるところ、Matthew Taylor は、当該権利をより利用しやすくするために、情報提供や

協議の実施について必要な被用者の割合を下げる必要があると強調したのであった 563。 
また、『グッド・ワーク・プラン』は、当該改正を補完するため、ステークホルダーと協

力し、臨時雇用や小規模事業について、被用者参加を促進させるなどとしている 564。 
 
２ 使用者と就労者にとっての明確性 

本章のリードには、フレキシブルな労働市場を有することと革新と成長のための適切な条

件をつくることとの間には重要な関連がある 565、との文言が掲げられている。そして、イギ

リスはビジネスを行うのに最適な場所として世界的に著名であり、世界で最もフレキシブル

な労働市場の一つを有している 566などとしている。さらに、『産業戦略』の第一のいしずえ

は、イギリスのビジネス環境を維持及び強化することである 567とする。また、労働市場が新

しく生じるビジネス・モデルと雇用関係とに効果的に適応することが、当該コミットメント

の重要な側面である 568としている。その上で、革新と変化（innovation and change）には

新たな課題が伴うとしつつ、多くの使用者は、自らの利益と就労する人々の利益の双方のた

めにバランスをとっているものの、一部の使用者はそうではないなどとしている 569。 
  

                                            
560 Id., p. 22. 
561 Id. 
562 Id. 
563 Id. 
564 Id. 
565 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 25. 
566 Id. 
567 Id. 本報告書第１章第５節５で先述したように、『産業戦略』の冒頭には、５つの生産性のいしずえとして、

①アイデア・②人材・③インフラ・④ビジネス環境・⑤地域が挙げられている。『グッド・ワーク・プラン』と

の関係では、『産業戦略』における②人材と④ビジネス環境とが、とりわけ密接である。 
568 Id. 
569 See, id. 
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（１）雇用上の法的地位 

こうした論点の中心に存在するのは雇用上の法的地位である 570、といったリードが、本節

の冒頭に掲げられている。 
そして、イギリスにおいて、いずれの制定法における雇用上の諸権利が適用されるのか、

そしてどのくらいの税金を支払う必要があるのかを左右するのは、雇用上の法的地位であ

る 571、との指摘がなされている。それに続き、新たなビジネス・モデルと雇用実務の台頭に

よって、個々人の雇用上の法的地位に関する見解の相違が増加している 572との指摘がなさ

れ、さらに、一部の企業が雇用上の諸権利を就労者に付与しない、あるいは、一部の個人や

企業が適切な税金を支払っていないといった懸念が生じていると指摘されている 573。また、

自営業者数の 2001 年以降の推移につきグラフ 574が示されており、自営業者が増加傾向（そ

の一方で被用者を雇い入れる自営業者は減少傾向）にあることが読み取れる。 
 
ア 雇用上の法的地位とは何か？ 

本項では、雇用上の法的地位に関し、端的な記述がなされている。すなわち、まず、雇用

上の法的地位は、契約書の内容や使用者が働く者に伝える内容だけではなく、労働関係の特

性によって決定される 575としている。イギリスの税制は、「雇用される」者と自営業者の２

層構造となっている一方、雇用上の諸権利については被用者と労働者そして自営業者の３層

構造となっている旨が指摘されている 576。そうした構造の違いに起因し、労働者という法的

地位を有する者は、現在、税制において「雇用される」者または自営業者のいずれかに該当

する可能性があるなどとしている 577。つまり、『グッド・ワーク・プラン』は、税制上の就

労者の区分と雇用法上のそれとに、ずれが生じていることを、問題視しているものといえよ

う。 
次に、本項では、被用者と労働者そして自営業者の法的地位に基づく諸権利の相違につい

て指摘がなされている。すなわち、①被用者は正規雇用のもと労働をなす傾向にあり、資格

取得期間を要するものを含む全ての制定法上の諸権利を得ることができ、②労働者は機会に

応じ仕事をなす傾向にあり、全国最低賃金（National Minimum Wage）や休暇手当そして

休憩の権利を含む諸権利を得ることができ、③真正な自営業者である個人は法的保護を必要

とせず、そうした個人は、自らの事業を運営し、どのように、いつ、だれが仕事をなすか管

                                            
570 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 26. 
571 Id. 
572 Id. 
573 See, id. 
574 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 26. 
575 Id., p. 27. 
576 See, id. 
577 Id. 
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理し、引き受ける仕事の価格交渉をなし、誰かを使用する場合はむしろ雇用法を遵守せねば

ならない、などと指摘されている 578。 
そして、雇用上の諸権利について争いがある場合、当該個人は雇用審判所に申し立てが可

能であり、雇用上の法的地位について決定を求めることができるとし、また、税に関しては

歳入関税庁がまず雇用上の法的地位を決する（enforce）が、争いがある場合は税務審判所（tax 
tribunal）に付することができるなどとしている 579。また、審判所は、当該個人の法的地位

について判断をなす際に、雇用契約（contract of employment）または他の労働者契約

（worker’s contract）が存在するかどうか検討し、当該の労働関係と取決めに関連するすべ

ての特性と要素を考慮する 580としている。さらに、契約書に書かれている内容だけではなく、

実際はどうなのかが重要であり、判例法に基づくいくつかのテストが存在するなどとしてい

る 581。 
本項では、「労働者の地位を証するために裁判所が用いる主なテスト（key tests used by 

the courts to establish worker status）」として、以下の３つが掲げられている。すなわち、

①契約―当該個人と当該使用者との間に契約が存在するか、②自らなすサービス（役務）―

当該個人が自分自身で（自ら）仕事をなす必要があるかどうか、③当該個人が自らの責任で

事業を運営―裁判所は労働者の地位と矛盾するその他の要因もまた考慮するが、それに関連

するのは、（a）どのように・いつ・どこで・いかなる仕事をなすのかを誰が管理しているの

か、（b）当該個人と使用者との間に単なる契約の枠を超えた何らかの形式でのコミットメン

トまたは義務が存在するかどうか、（c）当該個人が使用者の事業に統合されて（integrated）
いるかどうかとの諸点、といったように上記テストを挙げている 582。 
 
イ テストの明確化 

先に紹介したように、雇用上の法的地位が３層構造である一方で税制における区分が２層

構造となっていることから、混乱が生じ、あるいは税制における不正が生じ得るなどという

指摘が本項でまずなされている 583。『テイラー報告書』は、こうした構造の違いを調整し、

2 つのシステムの相違を最小限に抑えることを勧告したとして、今後、イギリス政府はこれ

に係る詳細な検討を進めるとしている 584。 
また、新たなビジネス・モデルの観点から雇用上の諸権利や税制について理解が進むよう

な支援を政府がなすべきなどとする『テイラー報告書』の勧告を受け、『グッド・ワーク・

プラン』は、現実を反映しつつ雇用上の法的地位についてのテストの明確性を改善するため

                                            
578 Id. 
579 Id., p. 28. 
580 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 28 
581 See, id. 
582 Id, p. 27. 
583 Id. 
584 Id. 



 

 －110－ 

の立法をなし、雇用上の法的地位について理解する助けとなるようなガイダンスやオンライ

ン・ツールを改善するなどとしている 585。 
さらに、『テイラー報告書』が、新たなビジネスや新たな雇用モデルに対応し労働者と自

営業者を区別するにあたり代替権 586の有無ではなく「管理」に重点を置くべきなどとしたこ

とを受けつつ、『グッド・ワーク・プラン』は、雇用上の法的地位に関し立法をなすなどと

している 587。しかし、『グッド・ワーク・プラン』は、当該論点について今後検討を進める

ことを明確にしているものの、『テイラー報告書』よりも進んだ何かを提示するには至って

いない。 
 
（２）情報の明確さ 

雇用上の法的地位に関する明確性を向上させることに加え、誰もが仕事を始めた当初から

どのような権利を与えられるかを知っていることが不可欠である 588、とのリードが本節の

冒頭を飾っている。そして、新たな雇用関係の出現と非典型労働（atypical working）の増加

とにより、一部の労働者は、雇用条件を十分理解するために必要なあらゆる情報に接し得な

くなった 589、としている。また、権利義務について明確さを欠くまま就労が開始することに

より、生じる問題が多すぎるなどと指摘がなされている 590。 
 
ア 雇用条件記載書 

同じ使用者のため 1 か月以上働く場合、被用者には、雇用契約と諸権利の詳細についての

記載書を受け取る権利があり、雇用の開始から 2 か月以内に当該記載書を受け取ることがで

きるといった指摘が本項の冒頭でなされている 591。当該記載書に関し、労働者が適用外とな

っていることを問題視した『テイラー報告書』による勧告を受け、『グッド・ワーク・プラ

ン』は、全ての労働者が被用者と同様の明確な情報を得られるよう立法（雇用条件記載書に

ついての権利を被用者から労働者へ拡大する法改正）をなすとした 592。 
また、『テイラー報告書』が個々人の利益を考慮しより早く当該記載書が交付されるべき

ことを勧告したことを受け、『グッド・ワーク・プラン』は、就業の初日から被用者と労働

者が当該記載書を入手できるよう法改正をなし、さらに、当該記載書が個人と使用者の両方

にとって有用であることから記載する情報内容を追加するなどとしている 593。 

                                            
585 Id, p. 28. 
586 1996 年雇用権法 230 条 3 項によれば、労働者の定義に「自ら」仕事を遂行することが含まれる（b 号）。 
587 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, pp. 28-29. 
588 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 30. 
589 Id. 
590 See, id. 
591 Id. 
592 Id., p. 31. 
593 Id. 
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具体的に、追加がなされる情報に関しては、本項で「（雇用条件）記載書において必須と

なる追加事項（additional mandatory contents to be required in a written statement）」

として明示がなされている。すなわち、①仕事が続くと予想される期間または有期契約の終

了日、②使用者と労働者が解約するために必要な予告の期間、③病気休暇及び手当の資格要

件の詳細、④母親休暇や父親休暇といった有給の休暇の詳細、⑤試用期間の期間と条件、⑥

全ての報酬（支払われるものだけでない）―現金またはクーポンやランチといった給付、⑦

労働者が働くことを求められる特定の日時、といった列挙がなされている 594。 
 
イ 派遣労働者向けの重要事項ページ 

本項において、『グッド・ワーク・プラン』は、派遣労働契約における透明性（transparency 
in agency worker contracts）の問題に取り組むこともまた不可欠である 595としている。そ

して、派遣労働では、労働者派遣事業者（employment businesses）、派遣先（hirer）、時

には仲介者（intermediary）など、いくつかの異なる業者や組織が賃金の処理をなし得る 596

ところ、賃金支払いにつき誰が責任を持ち、どのような控除がなされているのかを理解する

のは、個人にとって難しい場合があるとの指摘がなされている 597。また、先述のように、『テ

イラー報告書』が、賃金率と支払方法に関する情報は求職者にとって本来あるべきほど明確

でない 598こと、さらに、一部の悪徳業者の中には、重要な情報を長い契約書の中に小さな字

で記載しようとするものがおり、派遣労働者を混乱させ、ひどい場合、搾取につながる可能

性がある 599ことを強調するなどしたとして、派遣労働契約における透明性の確保に取り組

むことを約束するとしている 600。 
すなわち、すべての労働者派遣事業者に対し、すべての派遣労働者に重要事項ページ（Key 

Facts Page, 2019 年 10 月に出されたビジネス・エネルギー・産業戦略省によるガイダンス 601

からすれば、当該「ページ」は電磁的なものでも良いと解される 602）を提供するよう求める

立法をなす 603としている。そこには、①労働者が雇用されている契約の種類、②期待し得る

最低の賃金（the minimum rate of pay）、③賃金の支払い方法、④仲介会社（intermediary 

                                            
594 Id. 
595 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 32. 
596 Id. 
597 See, id. 
598 Id. 
599 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 32. 
600 See, id. 
601 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, Providing a 'Key information document' for 
agency workers: guidance for employment businesses, (2019). 
602 前注に掲げた文書によれば、2020 年 4 月 6 日から、労働者派遣事業者は重要情報記載書面（key information 
documents）が派遣労働者に提供されたことを示す記録を保存する必要があるとしているが、労働者も労働者派

遣事業者も重要事項ページ（Key Facts Page）に物理的に署名する必要はないとし、さらに、最終的な重要事項

ページを労働者に送信したことを示す保存済メールで十分であるなどとしている。なお、保存期間は最低 12 か

月間となっている。 
603 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 32. 
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company）を通じて賃金が支払われるかどうか、⑤差し引かれる控除または手数料、⑥得ら

れる手取額（home pay）の見積額またはその具体例、が含まれるとしている 604。 
『グッド・ワーク・プラン』は、この重要事項ページを、わかりやすいものとすることが

不可欠であるとし、企業らと協力して、そのフォーマットにつきガイダンス（なお、上で補

足したようなガイダンスについては先述の通り既に発出されている）を策定するとしてい

る 605。また、重要事項ページを発し、労働者が確実にそれを受け取れるようにするのは、労

働者派遣事業者の責任である 606としている。これにより、労働者派遣事業者は、アンブレラ

企業などサプライ・チェーンの中で協力する他の企業に関し、適切なデュー・デリジェンス

（due diligence）を実施し、労働者へのある程度の責任を持たせることができる 607としてい

る。さらに、重要事項ページが提供されていない場合、その取り締まりの権限が職業紹介事

業等（雇用仲介）基準監督官に付与されるなどとしている 608。 
 
ウ 休暇手当 

情報の透明性の向上から、個人と使用者とが恩恵を受けるのは、休暇手当（Holiday pay）
に関してであるなどとする Taylor の指摘の紹介が本項においてまずなされている 609。そし

て、有給休暇（paid time off）は、すべての労働者に資格がある基本的な保護である 610とし

つつ、一部の労働者や使用者は休暇手当を知らないため情報提供が必要であるなどとしてい

る 611。また、Taylor が、労働者の休暇取得が妨げられていたり労働者が使用者に休暇取得

を求めるに消極的であったりするとのエビデンスを得たといった趣旨のことや、休暇手当に

関する権利の認識が労働者にとって重要になるといった趣旨の『テイラー報告書』による指

摘などが紹介されている 612。 
その上で、『グッド・ワーク・プラン』は、本項において、個々人と使用者との両方を対

象とした意識向上キャンペーンを開始するとし、すべての労働者が有給休暇の恩恵を受けら

れるよう意識と理解とを向上させる 613としている。また、誰もが法の遵守のために、必要な

情報を有することが極めて重要である 614とし、休暇手当規定の解釈をサポートするため具

                                            
604 See, id. 
605 Id. 
606 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 32. 
607 Id. 
608 See, id. 
609 Id. 
610 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 32. 
611 See, id. 
612 Id. 
613 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 33. 
614 Id. 
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体例を含む新たなガイダンスを広め、そこには休暇資格や休暇手当についての計算表 615を

付するなどとしている 616。 
さらに、とりわけ季節的で非典型的な役割をなす労働者についての問題意識から、平均の

週給（average week’s pay）を決定するための参照期間を 12 週から 52 週に増やす必要があ

るとした『テイラー報告書』による勧告を容れ、休暇取得時季の選択につき労働者の裁量を

高めるなどとしている 617。そのため、休暇手当の参照期間を上記の通り延長する立法をなす

としている 618。また、脆弱な（立場の弱い）労働者が休暇手当を確実に得られるような他の

措置については、次章で論じられる。 
また、平均週給の参照期間に関しては、『グッド・ワーク・プラン』において「52 週の休

暇手当参照期間が如何に作用するかについての具体例（example of how a 52 week holiday 
pay reference period would operate）」と題する例が掲載されている 619。具体的には、平均

週給の参照期間が 12 週から 52 週に延長されると、どのようなメリットがあるのか、大規模

小売店で就労する者を素材とした例が、以下のように示されている。 
すなわち、その者は、毎週平均 35 時間就労している。しかし、5 月・6 月・7 月は閑散期

なので週 25 時間の就労となる。現行法上、その者が 8 月に休日を取得する場合の休暇手当

についての参照期間は 12 週となるため、その者の休暇手当は週 25 時間を反映したものとな

る。ところが、それは、繁忙期に比し、その者が受け取る休暇手当が少なくなることを意味

する。参照期間が 52 週に延長された場合、その者の休暇手当は増額されることとなるとい

ったような具体例である。なお、これは、その者とその使用者にとって、その者の休暇手当

が年間を通じた労働時間をよりよく反映することから、より公正なアプローチとなる、との

指摘も当該具体例に付されている。 
 
３ より公正なエンフォースメント 

イギリス（Britain）には、世界で最も堅固な雇用上の諸権利がある 620、といったリード

が本章の冒頭を飾っている。そして、これらの権利がしっかり実現されるためには、働く者

と使用者の双方にとって、それらをエンフォースするためのシステムが明確、公正、効率的

（efficient）でなければならない 621とし、また、使用者がその責任を繰り返し逃れることを

防ぐ、平等な競争の場（a level playing field）を確保する必要がある 622としている。また、

                                            
615 具体的には、イギリス政府のウェブ・サイト 
（ <https://www.gov.uk/government/publications/holiday-entitlement-calculator-temporary-replacement>）

において、計算可能である。 
616 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 33. 
617 Id. 
618 Id. 
619 Id. 
620 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 35. 
621 Id. 
622 Id. 
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働く者は、その雇用上の諸権利が、市民としての他の諸権利と同様に強力にエンフォースさ

れると確信するべきである 623、としている。 
さらに、『グッド・ワーク・プラン』は、雇用上の諸権利が如何にエンフォースされるか

については、雇用審判所制度によるものと国（監督行政）によるものという２層があるとし

つつ、それに関し Taylor が強調した一定の懸念に対応しようとしている 624。 
 
（１）雇用審判所 

自らの権利を享受していないと解される場合、個人は、その解決のため使用者を雇用審判

所に伴うことができる、といった趣旨のリードが本節の冒頭に掲げられている 625。そして、

ほとんどの場合、雇用審判所に申立てをなす前に助言斡旋仲裁局を利用する必要があるなど

とし、多くの紛争が裁判所に頼ることなく解決し、迅速な処理を受けることができていると

いったような指摘がなされている 626。しかし、雇用審判所による判断がなされたとしてもそ

れに従わず、裁定金を支払わないような使用者が存在することを『グッド・ワーク・プラン』

は問題視している 627。 
 
ア 審判所の改革 

本項では、まず、イギリス政府が裁判所と審判所の改革に年 10 億ポンド以上を投資して

いることが述べられている 628。そして、とりわけ 2 つのプロジェクトがあるとしており、そ

れは雇用審判所プロジェクトと民事エンフォースメント・プロジェクトとであるなどとして

いる 629。 
このうち、後者（民事エンフォースメント・プロジェクト）は、利用者に対し、わかりや

すく明確なリーフレットやガイダンス等を提供するなどとしており 630、利用者がさまざま

なエンフォースメントの方法を選択し得るよう、さらに、諸種存在するエンフォースメント

の制度 631について理解が深まるよう、啓発しようとするものと思われる。また、前者（雇用

審判所プロジェクト）については、そのプロジェクト名を明示した上での記述が必ずしもな

されていないが、おそらく、デジタル・サービス配信（digital service delivery）を用いて雇

用審判所への申立てから裁定（award）までの手続きを簡素化するといったこと、そして、

                                            
623 Id. 
624 See, id. 
625 Id. 
626 Id. 
627 Id. 
628 Id., p. 36. 
629 Id. 
630 Id. 
631 『グッド・ワーク・プラン』における本文には、ビジネス・エネルギー・産業戦略省の雇用審判所過料制度

（BEIS Employment Tribunal penalty scheme）、高等法院のファースト・トラック執行官吏制度（Fast-Track 
High Court Enforcement Officer Scheme）、郡裁判所のエンフォースメント・オプション（County Court 
enforcement options）が例示されている。 
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審判所を利用する際に利用者が１度だけ情報を提供すれば良いようデータを扱うといったこ

となどを指しているように解される 632。 
これらの改革に加え、ビジネス・エネルギー・産業戦略省の過料制度（BEIS penalty scheme）

は、引き続き、使用者に警告通知（warning notice）をなす執行官吏への、未払いの雇用審

判所裁定を登録するための無料制度を個人に提供し続ける 633、としている。この制度は、

2016 年 4 月 6 日以降の雇用審判所の判断について用いることが可能であり、イギリス政府

のウェブ・サイトから、所定の登録フォーム（Penalty Enforcement Form 634）をダウンロー

ドすることができる。28 日以内に未払いの裁定金が支払われない場合、当該使用者は、過料

通知を受けることとなり、裁定金の 50％の額の過料を政府に支払わなければならず、当然な

がら裁定金も当該申立人に支払わなければならない 635。当該制度は、2016 年の導入以降、

1000 件を超える警告通知を発し、150 万ポンド以上の回収実績を挙げているとされており、

功を奏した制度として位置付けられるなどしている 636。 
さらに、本項は、雇用審判所の裁定金を支払わない使用者の名称公表をなすなどとしてい

る 637。実際、『グッド・ワーク・プラン』が出されたのと同時期の 2018 年 12 月に、同省

より「雇用審判所裁定金未払いに対する名称公表制度（Naming Scheme for Unpaid 
Employment Tribunal Awards 638）」と題する文書が出されている。その文書は、同省の名

称公表制度は過料制度と並行して実施されるものであるとし 639、200 ポンド以上の裁定金が

その対象となり 640、名称公表は警告通知から最短で 42 日後になされる 641などとしている。

なお、申立人が記入する上記フォームにおいて、名称公表の賛否についても申立人が意思表

示可能である 642。 
 
イ 付加的過料 

使用者が適切に制裁を受けることを申立人が確信できるか、また、繰り返し違反をなす使

用者に対処できるか、といった趣旨の問題意識から本項は出発している 643。そして、雇用審

                                            
632 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 37. 
633 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 37. 
634  当 該 フ ォ ー ム は 、 イ ギ リ ス 政 府 の ウ ェ ブ ・ サ イ ト 

（ <https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/7636
06/Penalty_Enforcement_Form.docx>）からダウンロードが可能である。 
635 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 37. また、前注に記載し

たアドレスからダウンロード可能なフォームにおける記載を参照。  
636 Id., p. 37. 
637 Id. 
638 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, Naming Scheme for Unpaid Employment 
Tribunal Awards: Policy on Department for Business, Energy and Industrial Strategy’s naming scheme for 
employers who fail to pay employment tribunal awards, (2018). 
639 See, id., p. 2. 
640 Id., p. 3. 
641 Id., p. 5. 
642 前掲注 634 のフォームには、3.3 として、「裁定金が未払いのままである場合、あなたは使用者の名称が公

表されることに同意しますか？」との欄があり、「はい」または「いいえ」にチェックすることとなっている。 
643 See, Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 38. 
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判所は使用者に対し本案的なもののほか付加的に過料の支払いを命じることができるが、そ

れが必ずしも広く知られていないといったような意識から、新たなガイダンスを提供すると

しており、また、使用者において重大な違反があった場合の過料の上限を現行の 5,000 ポン

ドから 20,000 ポンドに引き上げる立法を進めるなどとしている 644。 
さらに、同種同様の問題について繰り返し違反をなす使用者に対し制裁を用いる（the use 

of sanctions）ことについて、ステークホルダーと協議しつつ立法を進めるなどとしている

645。また、そうした制裁を用いるか検討する義務を雇用審判官（employment judges）に課

すなどとしている 646。 
 
（２）国（監督行政）によるエンフォースメント 

『テイラー報告書』は、働く者の脆弱性（立場の弱さ）や働く者への搾取といったリスク

がより高いと考えられる雇用法におけるいくつかの局面を、国（監督行政）が如何にエンフ

ォースするかにつき検討をなした、といった趣旨のリードが本節の冒頭に存在する 647。 
そして、警察（police）に加え、就労者の諸権利をエンフォースする 4 つの主要な機関は

以下の通りとしている。すなわち、①派遣労働者の諸権利をエンフォースする職業紹介事業

等（雇用仲介）基準監督官（Employment Agency Standards（EAS）Inspectorate）、②搾

取的労働をなす使用者やライセンスが必要にも関わらずライセンスなしで業をなす使用者そ

して人身売買と現代的な奴隷制（modern slavery）を取り締まるギャングマスター（労働力

供給事業者）及び労働虐待監視局（Gangmasters and Labour Abuse Authority）、③週労

働時間の上限をエンフォースし、劣悪な労働条件を取り締まる安全衛生執行局（Health and 
Safety Executive）、④全国最低賃金の不払いを取り締まる歳入関税庁（HMRC）の４つで

ある 648。 
また、労働市場エンフォースメント指導官の職を設け、職業紹介事業等（雇用仲介）基準

監督官、ギャングマスター（労働力供給事業者）及び労働虐待監視局、歳入関税庁の全国最

低賃金エンフォースメント・チームにおける重複した業務について、戦略的方向性と調整と

をもたらすなどとしている 649。このポストに着任した David Metcalf は、「2018～2019 年

エンフォースメント戦略（Enforcement Strategy 2018-2019）」と題する文書を 2018 年 5
月に発表し、『テイラー報告書』の多くに沿った戦略を提供した 650。本項において、『グッ

                                            
644 Id. 
645 Id. 
646 Id. 
647 Id., p. 39. 
648 Id. 
649 Id. 
650 Id. 
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ド・ワーク・プラン』は、職業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官の増員や、同監督官への

新たな権限付与等に取り組むなどとしている 651。 
 
（３）現代的な雇用形態への適応 

『産業戦略』はフレキシブルな労働力がイギリス経済にどのように利益をもたらすか概説

した、そして、それは使用者と働く者の双方に長期的なコミットメントなしで機会を創出す

る 652、とのリードが本節の冒頭を飾っている。 
そして、自営業とフレキシブルな労働の増加に伴い、使用者と働く者との間の仲介者とし

て活動するアンブレラ企業の数も増加した 653とし、労働者派遣会社（employing firm）がア

ンブレラ企業に支払いをなし、アンブレラ企業が派遣労働者に支払いをなすという構造によ

り、賃金に係るシステム管理のコストと複雑さをアンブレラ企業に負わせることが可能とな

っている 654としている。 
これに関し、『グッド・ワーク・プラン』は本項において図 655を掲げており、その図は下

記のような構造を示している。すなわち、派遣先が労働者派遣事業者に対し支払いをなし、

労働者派遣事業者がアンブレラ企業に対し支払いをなし、アンブレラ企業が派遣労働者に支

払いをなし、そうした中にあって、アンブレラ企業は、アンブレラ企業への手数料（umbrella 
fee）や労使双方の税金や国民保険料を控除する、といった構造である。 

また、『テイラー報告書』が高スキル高賃金の分野ではアンブレラ企業は役立っているも

のの低スキル低賃金の分野においてはアンブレラ企業の役割について疑わしいなどとしたこ

とを示しつつ、そうした分野で働く者について法的保護が十分に及んでいないなどとしてい

る 656。そして、派遣労働者にとって重大な問題となるのは、いったい誰が使用者なのか判然

としないことであり、賃金支払いに係る責任や雇用上の諸権利を全うするといった局面にお

いて問題が生じるなどとし、アンブレラ企業による手数料請求の不透明性をも指摘するなど

している 657。 
そうした上で、『グッド・ワーク・プラン』は、イギリス政府がアンブレラ企業を対象と

する職業紹介事業等（雇用仲介）基準監督官の権限拡大についての立法をなす 658としている。

これによって、同監督官は、アンブレラ企業に関する苦情を調査し、必要に応じてエンフォ

ースメント措置を執ることが可能となる 659。この措置は、派遣労働者が十分な賃金を受け取

っていない状況に焦点を当てようとするもので、不当な競争からまともな使用者（decent 

                                            
651 Id. 
652 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 40. 
653 Id. 
654 See, id. 
655 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 41. 
656 See, id., p. 40. 
657 Id. 
658 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 40. 
659 Id. 
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employers）を保護しようとするものである 660としている。また、同監督官が、歳入関税庁

とギャングマスター（労働力供給事業者）及び労働虐待監視局と緊密に連携しつつ、必要な

措置を検討し、アンブレラ企業への監視を続けるなどとしている 661。 
 
（４）支払いを受ける権利へのアクセス 

近年、イギリス政府は全国最低賃金を大幅に引き上げ、25 歳以上の全国生活賃金を高め

た 662とのリードが、本項冒頭に示されている。そして、具体的な数字が示されるなどしてお

り、それら施策によって何百万人もの低賃金労働者に賃金の上昇がもたらされたとしている

が、労働者は正しい額の賃金を支払われた場合にのみ利益を受けることができると強調する

などしている 663。 
また、全国最低賃金や全国生活賃金そして法定傷病手当を受け取っていないことが懸念さ

れる場合、労働者は雇用審判所への申立や歳入関税庁への連絡といった手段により金銭を確

保し得るが、歳入関税庁の調査官に電話をすることができるようになったことにより、2017
年から 2018 年だけでも 20 万人を超える労働者が 1560 万ポンドを超える全国最低賃金の滞

納金を回収できたなどとしている 664。 
現在、休暇手当を得られていない労働者が採り得る手段は、雇用審判所への申立てに通常

限定される 665ところ、それを問題視した Taylor は、国（監督行政）が休暇手当の受領をエ

ンフォースする責任を負うべきとしたとしている 666。そして、全国最低賃金や全国生活賃金

が適切に支払われるようにするためになされる強い取り組みに沿って、脆弱な（立場の弱い）

労働者の休暇手当権の国（監督行政）によるエンフォースメントを導入する 667とし、立法を

進めるとしている 668。これにより、休暇手当を受領していない労働者は申立てをなすことが

可能となり、国（監督行政）のエンフォースメント機関は、当該労働者に代わって、その支

払いを求めることができるなどとしている 669。さらに、イギリス政府は、法定傷病手当の改

革を検討しており、その一環として、エンフォースメント方法に改変が必要かどうか検討す

る 670としている。 

                                            
660 Id. 
661 See, id. なお、歳入関税庁によれば、一部のアンブレラ企業は、派遣労働者らに対し節税になると持ち掛け

るなどして勧誘する場合があるようである。しかし、それは租税回避の一つに過ぎず、極めて高いリスクを伴う

ものであるなどと、歳入関税庁は警告をしている。See, Her Majesty's Revenue and Customs, supra, note 228. 
662 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 41. 
663 See, id. 
664 Id. 
665 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 42. 
666 See, id. 
667 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 42. 
668 See, id. 
669 Id. 
670 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, supra, note 2, p. 42. 
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そうした上で、これら改変の累積的な効果、そして雇用法エンフォースのために利用でき

るリソースの近時の増加とが相まって、エンフォースメントの状況を大きく変えると予想さ

れる 671としている。そして、労働市場エンフォースメント指導官のポストを設けたことは、

雇用法をエンフォースする機関の間の調整と情報共有とを改善するという点で、優れた革新

であったが、さらに改革を進めるなどとしている 672。すなわち、立場の弱い就労者が自らの

諸権利をよりよく認識しそれらへのアクセスを容易にし使用者の法令遵守を支援すべく、新

たな単一の労働市場エンフォースメント機関（labour market enforcement agency）につい

ての提案を 2019 年初めになすとし、これによって、個人と使用者に単一のコンタクト先が

提供され、上述のような追加的権限とリソースによるメリットが得られるようになるなどと

している 673。 
 
第３節 『グッド・ワーク・プラン』に至る背景と提案事項の関連性 

本章では、『グッド・ワーク・プラン』につき、それに至るまでの背景と、その具体的内

容について紹介した。 
まず、前者に関しては、『グッド・ワーク・プラン』に至る背景のうち主要なものとして、

①プラットフォームを介した新しい働き方の登場、②脆弱な立場の就労者の増加とその権利

保障、③雇用上の法的地位と税制あるいは社会保障とに関する問題、④EU からの離脱問題

といったことが挙げられよう。とはいえ、『グッド・ワーク・プラン』に至る背景が上記①

から④のみであると理解しているわけではない。本報告書は、これらが主要なものとして数

えられ得ると解するものである。 
これらのうち、①・②・③については、プラットフォームを介した新しい働き方の登場、

非典型雇用の増加、高年齢者の増加といった先進諸国における動向と、直接あるいは間接に

関連しているものといえよう。 
とはいえ、②と③はイギリスの法制による部分も少なくない。また、そもそも、④はイギ

リス特有の事情である。よって、『グッド・ワーク・プラン』は、先進諸国に共通する動向

とイギリス特有の状況 674の両方が複雑に絡まりあった結果の産物ということができよう。 

                                            
671 Id. 
672 See, id. 
673 Id. なお、本文に記載の通り、『グッド・ワーク・プラン』は、新たな単一の労働市場エンフォースメント機

関についての提案を 2019 年初めになすとしているものの、これに係る状況は遅々としている。 
674 これは、①が先進諸国に共通する動向で、それ以外がイギリス特有の状況であるというような２項的整理を

図式的になす趣旨ではないことを、念のため注記する。 

というのは、③の問題は、自営業者の増加や高年齢者の増加と関連しており、自営業者の増加はプラットフォ

ームを介した働き方と無縁でなく（それに従事する者の法的地位をどのように捉えるかによるが）、イギリス特

有の状況といい切るにはためらいが残る。また、②の問題も、イギリスのみにみられる固有の問題ではない（と

はいえ、本文に記したように、②と③の問題についてはイギリスの法制によるところも決して少なくない）。 

そして、④の問題も、見方によっては、欧州の一部で台頭しつつあるポピュリズム（populism）や排外主義的

な傾向、さらにいえば人工知能が量産するというフェイク・ニュース（fake news）の問題等と無関係というわ

けではないだろう。 
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上記のような背景のもと、『グッド・ワーク・プラン』に行き着くこととなるが、『グッ

ド・ワーク・プラン』それ自体は、『テイラー報告書』に対する応答という性格を兼ね備え

ており、『産業戦略』ともまた密接である。また、『自営業とギグ経済』、そして『フレー

ムワーク』の内容もまた『グッド・ワーク・プラン』の内容と関連している。『グッド・ワ

ーク・プラン』に先立つこれら４文書と『グッド・ワーク・プラン』においては、それらが

念頭に置くところ、ないしそれらに存在する問題意識において、共通性がみられるが、それ

ら政策文書が積み重なる中で、一定の政治経済的ないし社会経済的な動向に対し、イギリス

政府として方向性を示そうとしたのが『グッド・ワーク・プラン』であるということができ

よう。 
次に、『グッド・ワーク・プラン』の具体的内容については、ここで紹介した通りとなる。

それを振り返る前に再確認したいのが、good work との語についてである。かかる語は、一

見抽象的ではあるものの、反面において様々な意味内容を含まし得る。よって、その様々な

意味内容につき、それぞれ的確に説明をなせば、つとめて実践的な標語ともなり得る。 
一見したところ抽象的な good work について、『グッド・ワーク・プラン』は、満足度、

公正な賃金、参加と発展、福利（心身の健康）・安全・安心、発言と自律性という５つの基

本的な指標により具体的に測定し得るとし、その結果を仕事検索のためのウェブ・サイトに

も反映させるなどとしている。満足度は仕事の質についての透明性を、公正な賃金はチップ

の使用者による控除禁止を、参加と発展は人々が労働市場に参加し必要なスキルを磨くこと

のできるような技術教育や職業訓練（これらは人工知能などによる技術の革新と密接関連す

る）を、それぞれ導出させ、また、福利（心身の健康）・安全・安心はメンタル・ヘルスの

重要性に、発言と自律性は労使のコミュニケーションの重要性に、それぞれ目を向かせるこ

ととなるが、そうした関連項目のために一定の施策を講じようとするのが『グッド・ワーク・

プラン』の目的の一つであったといえるだろう。 
『グッド・ワーク・プラン』はもとより『テイラー報告書』や『産業戦略』などが目指す

ところは、good work をイギリス中に広く行き渡らせることで、生産性を向上させるととも

に、諸権利の保障など就労者における様々なニーズにも対応し、あるいは財政（租税や社会

保険料等）や外交（EU 離脱）に係るような課題への対処としても機能させようとする点で

ある。より具体的には、後述するような立法的対応が導出されることとなるが、good work
との語は、広範な政策を一括しつつ、確かで豊かな内容をわかりやすく提示し得る語といえ

よう。かかるような語を用い、多分野にわたる政策展開をなそうとするイギリスの姿勢それ

自体には、参酌すべき点があるように解され、一定の評価に値するであろう。 
さて、『グッド・ワーク・プラン』が提案するところであって、労働法的な観点から重要

なのは、以下に掲げる諸点となろう。すなわち、（a）予見可能かつ安定的な契約を要請する

権利の設定、（b）資格要件期間に関し継続勤務における休止可能週数を１週から４週に延長、

（c）派遣労働者に対するスウェーデン型適用除外の廃止、（d）使用者によるチップ控除を
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禁止する立法の推進、（e）2004 年被用者への情報提供・協議規則の改正、（f）雇用上の法

的地位に係る立法の推進、（g）雇用条件記載書についての権利を被用者から労働者へ拡大さ

せる法改正、（h）派遣労働者向けの重要事項ページに係る立法の推進、（i）休暇手当に関

し平均週給を決定するための参照期間を 12 週から 52 週に延長、（j）雇用審判所の裁定金を

支払わない使用者の名称公表制度の実施、（k）重大違反事案における過料の上限を現行の

5,000 ポンドから 20,000 ポンドに引き上げ、（l）アンブレラ企業を対象とする職業紹介事

業等（雇用仲介）基準監督官の権限拡大についての立法の推進、（m）休暇手当権に関する

国（監督行政）によるエンフォースメント制度の導入といったところとなる（これらにつき、

確認ができた限りでは、（j）については 2018 年 12 月以降、（k）については 2019 年 4 月

以降から実施され、また（c）・（e）・（g）・（h）・（i）については法改正がなされるな

ど立法的な対応がなされ 2020 年 4 月以降より施行となっており、（a）については法案審議

段階である一方、（f）に関しては本報告書第２章第２節３で言及したように制度的な見直し

は見送られることとなっている）。また、これら以外にも、『グッド・ワーク・プラン』に

おいては、（n）新たな単一の労働市場エンフォースメント機関の設置に関し言及がなされる

などしている。このようにしてみると、『グッド・ワーク・プラン』の背景としたもののう

ち、②に係るものが少なくない。むしろ、関連の度合いや性質は異なるとしても、上記の全

ての提案事項が②に係るものとしても過言ではない。とはいえ、たとえば（f）は①と③に密

接関連しており、いくつかの例外はあろう。 
ところで、これらのうち、（a）と（f）の動向については、イギリス国内で一定の注目が

なされていたといえようが、まず（a）について述べれば、『グッド・ワーク・プラン』以降

のイギリス政府の動きはさほど機敏でなかった。（a）の内容は、EU の指令 675とオーバー

ラップする 676が、このことは『グッド・ワーク・プラン』の背景として述べた、④の EU 離

脱と無関係でないように解される。すなわち、EU 離脱の際に就労者の権利を維持するだけ

ではなく就労者の権利を強化することを May が約したとし、その強化をどのように継続す

るかを示すのが『グッド・ワーク・プラン』であるなどとされていることからすれば、EU の

指令とのオーバーラップの存在は、イギリスが今後も EU レベルの雇用上の諸権利を実現し

得るよう努めるという意思を示しているともいい得るであろう。本稿執筆段階では、上に記

ししたように法案審議の段階にある。 
次に、研究者や法実務家から最も注目がなされていたといい得るのは、（f）に関してであ

ったが、『グッド・ワーク・プラン』は、当該論点について今後検討を進めることを明確に

しているものの、『テイラー報告書』よりも進んだ何かを提示するには至っておらず、その

                                            
675 2019 年 6 月 20 日の欧州連合における透明かつ予見可能な労働条件についての欧州議会及び閣僚理事会の指

令（Directive of the European Parliament and of the Council of 20 June 2019 on transparent and predictable 
working conditions in the European Union（2019/1152））。当該指令の案の段階での論考として、濱口桂一郎

「EU の透明で予見可能な労働条件指令案」季刊労働法 260 号（2018 年）209 頁。 
676 具体的な例としては、前掲注 675 の指令 12 条を挙げられよう。 
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後のイギリス政府の動きも、この点については緩慢である。この（f）こそが、『グッド・ワ

ーク・プラン』の背景とした①と③と密接に関連し、まさにイギリスにおける就労者の３分

法について、プラットフォーム・エコノミーの進展のもと、あるいは税制や社会保障との兼

ね合いのもと、如何なる解が導き出されるか、広く注目されていたところであった。しかし、

結局のところ、上に記したように、（f）に関し制度的な見直しは見送られることとなった。 
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